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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　植物病原性菌類を防除するための活性化合物組合せであって、
（Ａ）　エタボキサム、及び、
（Ｂ）　フェンアミドン
を含んでおり、Ａ:Bの重量比が１０：１～１．２：１の範囲内である、前記活性化合物組
合せ。
【請求項２】
　前記組合せが、第３の殺菌活性化合物を含んでいる、請求項１に記載の活性化合物組合
せ。
【請求項３】
　さらに、補助剤、溶媒、担体、界面活性剤又は増量剤も含んでいる、請求項１又は２に
記載の活性化合物組合せを含んでいる、組成物。
【請求項４】
　作物保護において植物病原性菌類を防除する方法であって、請求項１若しくは２に記載
の活性化合物組合せ又は請求項３に記載の組成物を、種子、植物、植物の果実又は植物が
そこで成育しているか若しくは成育することが推測されている土壌に施用することを特徴
とする、前記方法。
【請求項５】
　植物、植物の果実又は植物がそこで成育しているか若しくは植物をそこで成育させるこ
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とが意図されている土壌を処理することを特徴とする、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　作物保護において望ましくない植物病原性菌類を防除するための、請求項１若しくは２
に記載の活性化合物組合せ又は請求項３に記載の組成物の使用。
【請求項７】
　種子、トランスジェニック植物の種子及びトランスジェニック植物を処理するための、
請求項１若しくは２に記載の活性化合物組合せ又は請求項３に記載の組成物の使用。
【請求項８】
　請求項１若しくは２に記載の活性化合物組合せ又は請求項３に記載の組成物で処理され
た種子。
【請求項９】
　線虫類を防除する方法であって、請求項１又は２に記載の活性化合物組合せを線虫抵抗
性作物に施用することを含む、前記方法。
【請求項１０】
　収穫量を増大させる方法であって、請求項１又は２に記載の活性化合物組合せを植物に
施用することを含む、前記方法。
【請求項１１】
　請求項１又は２に記載の活性化合物組合せで処理された、線虫抵抗性植物。
【請求項１２】
　請求項１又は２に記載の活性化合物組合せで処理された、線虫抵抗性植物の種子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、（Ａ）フェンアミドン及び（Ｂ）エタボキサムを含んでいる活性化合物組合せ
、特に、殺菌剤組成物の範囲内に包含される活性化合物組合せに関する。さらに、本発明
は、植物又は作物の植物病原性菌類を治療的に又は予防的に防除する方法、種子を処理す
るための本発明による組合せの使用、種子を保護する方法、及び、特に、処理された種子
に関する。
【背景技術】
【０００２】
化学名　（Ｓ）－３，５－ジヒドロ－５－メチル－２－（メチルチオ）－５－フェニル－
３－（フェニルアミノ）－４Ｈ－イミダゾール－４－オン（１６１３２６－３４－７）を
有するフェンアミドン（化合物Ａ）及び市販されている既知化合物から出発するその製造
方法は、ＥＰ－Ａ　０５５１０４８及びＥＰ－Ａ　０６２９６１６に記載されている。　
【０００３】
化学名　Ｎ－（シアノ－２－チエニルメチル）－４－エチル－２－（エチルアミノ）－５
－チアゾールカルボキサミド（１６２６５０－７７－３）を有するエタボキサム（化合物
Ｂ）及び市販されている既知化合物から出発するその製造方法は、ＥＰ－Ａ　０６３９５
７４に記載されている。　
【０００４】
フェンアミドンとさらなる殺菌剤を含んでいる活性化合物組合せは、ＷＯ　９６／０３０
４４、ＷＯ　９９／２７７８８及びＷＯ　２００８／０７７９２２に開示されている。し
かしながら、フェンアミドンとエタボキサムを組み合わせることに関しては、従来技術の
どの参考文献にも教示されていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】欧州特許出願公開第ＥＰ－Ａ　０５５１０４８号
【特許文献２】欧州特許出願公開第ＥＰ－Ａ　０６２９６１６号
【特許文献３】欧州特許出願公開第ＥＰ－Ａ　０６３９５７４号
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【特許文献４】国際特許出願公開第ＷＯ　９６／０３０４４号
【特許文献５】国際特許出願公開第ＷＯ　９９／２７７８８号
【特許文献６】国際特許出願公開第ＷＯ　２００８／０７７９２２号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
現代の作物保護組成物に課されている環境的及び経済学的な要求、例えば、作用スペクト
ル、毒性、選択性、施用量、残留物の形成及び望ましい調製能などに関する要求は、継続
的に増大しており、また、例えば抵抗性に関する問題も存在し得るので、少なくとも一部
の領域において上記要件を満たすのに有用な新規組成物（特に、殺菌剤）を開発すること
は絶えることのない課題である。本発明は、少なくとも一部の態様において上記目的を達
成する活性化合物組合せ／組成物を提供する。　
【０００７】
驚くべきことに、本発明による組合せが、防除対象の植物病原体に関する作用スペクトル
の原理的に期待される相加的な増強をもたらすのみではなく、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）
の作用の範囲を２つのやり方で拡大する相乗効果も達成するということが見いだされた。
第１に、同様に良好な効果を維持しながら、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）の施用量が低減さ
れる。第２に、該組合せは、その２種類の個々の化合物がそのような低い施用量範囲では
総合的に効果がないものとなった場合においてさえ、植物病原体の高度な防除を達成する
。このことは、一方では、防除可能な植物病原体の範囲を実質的に拡大することを可能と
し、他方では、使用時おける安全性を向上させることを可能とする。　
【０００８】
本発明は、さらに、線虫抵抗性作物を侵襲する線虫類を防除するための、及び／又は、収
穫量を増大させるための、本発明による組合せの有利な使用も提供する。　
【０００９】
本発明による活性化合物組合せは、相乗的な殺菌活性に加えて、広い意味では同様に「相
乗的」と称し得る、例えば以下のような、驚くべきさらなる特性も有する：活性スペクト
ルが、別の植物病原体にまで、例えば、植物病害の抵抗性株にまで拡大されること；活性
化合物の施用量が低減されること；当該個々の化合物が活性を示さないか又は実質的に活
性を示さないような施用量においてさえ、本発明による活性化合物組合せを用いて有害生
物が充分に防除されること；製剤中又は使用中における挙動、例えば、粉砕中、篩い分け
中、乳化中、溶解中又は分散中における挙動が有利であること；貯蔵安定性及び光安定性
が改善されていること；残留物の形成が有利であること；毒物学的又は生態毒性学的な挙
動が改善されていること；植物の特性が改善されていること、例えば、成長が向上してい
ること、収穫量が向上していること、根茎の発達が向上していること、葉面積が大きくな
っていること、葉の緑色が改善されていること、苗条が強化されていること、必要とされ
る種子が低減されていること、薬害が軽減されていること、植物の防御系が動員されてい
ること、植物との良好な適合性を有していることなど。かくして、本発明による活性化合
物組合せ又は組成物を使用することは、禾穀類の苗立ち（ｙｏｕｎｇ　ｃｅｒｅａｌ　ｓ
ｔａｎｄｓ）を健康な状態に維持するのに大きく寄与し、これにより、例えば、処理され
た禾穀類種子の冬季生存数が増大し、及び、品質と収量も保障される。さらに、本発明に
よる活性化合物組合せは、増強された浸透移行性にも寄与し得る。たとえ当該組合せの個
々の化合物が充分な浸透移行特性を有していなくとも、本発明による活性化合物組合せは
浸透移行特性を有し得る。同様に、本発明による活性化合物組合せは、殺菌効果の向上し
た持続性ももたらし得る。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
従って、本発明は、（Ａ）　フェンアミドン、及び、（Ｂ）　エタボキサムを含んでいる
組合せを提供する。　
【００１１】
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本発明による活性化合物組合せの中の活性化合物が特定の重量比で存在している場合、そ
の相乗効果は特に顕著である。しかしながら、該活性化合物組合せの中の活性化合物の重
量比は、比較的広い範囲内で変えることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】試験した比に関するＥＣ７０又はＥＣ５０（７０％又は５０％の病害防除をもた
らす有効薬量）に対応する結果を、１因子当たり３反復に基づいて計算した。次いで、単
独の又は組み合わされた各化合物に関して観察されたＥＣ７０値又はＥＣ５０値を、ＴＡ
ＭＭＥＳ（Ｉｓｏｂｏｌｅｓ，　ａ　ｇｒａｐｈｉｃ　ｒｅｐｒｅｓｅｎｔａｔｉｏｎ　
ｏｆ　ｓｙｎｅｒｇｉｓｍ　ｉｎ　ｐｅｓｔｉｃｉｄｅｓ，　Ｎｅｔｈ．Ｊ．　Ｐｌａｎ
ｔ　Ｐａｔｈ．　７０（１９６４）：７３－８０）によって記載された図式表示に挿入し
た。
【図２】葉ディスク試験〔Ａ及びＢ（ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ）〕での予防２４時間噴霧処理
におけるフェンアミドン（Ａ）及びエタボキサム（Ｂ）（比　１Ａ／１．５Ｂ）に対応し
ているＥＣ５０Ｔａｍｍｅｓの図。
【図３】葉ディスク試験〔Ａ及びＢ（ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ）〕での予防２４時間噴霧処理
におけるフェンアミドン（Ａ）及びエタボキサム（Ｂ）（比　１Ａ／１．５Ｂ）に対応し
ているＥＣ７０Ｔａｍｍｅｓの図。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
本発明による組合せにおいて、化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）は、１００：１～１：１００
の範囲内にあるＡ：Ｂの相乗作用的に有効な重量比（好ましくは、５０：１～１：５０の
重量比、最も好ましくは、２０：１～１：２０の重量比）で存在している。本発明に従っ
て使用することが可能な（Ａ）：（Ｂ）のさらなる比は以下のとおりである（ここで、記
載されている順に好ましさは増大している）：　９５：１～１：９５、９０：１～１：９
０、８５：１～１：８５、８０：１～１：８０、７５：１～１：７５、７０：１～１：７
０、６５：１～１：６５、６０：１～１：６０、５５：１～１：５５、４５：１～１：４
５、４０：１～１：４０、３５：１～１：３５、３０：１～１：３０、２５：１～１：２
５、１５：１～１：１５、１０：１～１：１０、５：１～１：５、４：１～１：４、３：
１～１：３、２：１～１：２；　好ましくは、２０：１～１：２０の重量比、最も好まし
くは、１０：１～１：１０の重量比。１：１～１：１．２の間の重量比を使用するのが、
特に最も好ましい。　
【００１４】
本発明による活性化合物組合せ／組成物は、場合により、以下のものからなる群（Ｃ）第
３の活性成分を含んでいてもよい：　（１）　エルゴステロール生合成の阻害薬、例えば
、（１．１）アルジモルフ、（１．２）アザコナゾール、（１．３）ビテルタノール、（
１．４）ブロムコナゾール、（１．５）シプロコナゾール、（１．６）ジクロブトラゾー
ル、（１．７）ジフェノコナゾール、（１．８）ジニコナゾール、（１．９）ジニコナゾ
ール－Ｍ、（１．１０）ドデモルフ、（１．１１）酢酸ドデモルフ、（１．１２）エポキ
シコナゾール、（１．１３）エタコナゾール、（１．１４）フェナリモール、（１．１５
）フェンブコナゾール、（１．１６）フェンヘキサミド、（１．１７）フェンプロピジン
、（１．１８）フェンプロピモルフ、（１．１９）フルキンコナゾール、（１．２０）フ
ルルプリミドール、（１．２１）フルシラゾール、（１．２２）フルトリアホール、（１
．２３）フルコナゾール、（１．２４）フルコナゾール－シス、（１．２５）ヘキサコナ
ゾール、（１．２６）イマザリル、（１．２７）硫酸イマザリル、（１．２８）イミベン
コナゾール、（１．２９）イプコナゾール、（１．３０）メトコナゾール、（１．３１）
ミクロブタニル、（１．３２）ナフチフィン、（１．３３）ヌアリモール、（１．３４）
オキシポコナゾール、（１．３５）パクロブトラゾール、（１．３６）ペフラゾエート、
（１．３７）ペンコナゾール、（１．３８）ピペラリン、（１．３９）プロクロラズ、（
１．４０）プロピコナゾール、（１．４１）プロチオコナゾール、（１．４２）ピリブチ
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カルブ、（１．４３）ピリフェノックス、（１．４４）キンコナゾール、（１．４５）シ
メコナゾール、（１．４６）スピロキサミン、（１．４７）テブコナゾール、（１．４８
）テルビナフィン、（１．４９）テトラコナゾール、（１．５０）トリアジメホン、（１
．５１）トリアジメノール、（１．５２）トリデモルフ、（１．５３）トリフルミゾール
、（１．５４）トリホリン、（１．５５）トリチコナゾール、（１．５６）ウニコナゾー
ル、（１．５７）ウニコナゾール－ｐ、（１．５８）ビニコナゾール、（１．５９）ボリ
コナゾール、（１．６０）１－（４－クロロフェニル）－２－（１Ｈ－１，２，４－トリ
アゾール－１－イル）シクロヘプタノール、（１．６１）１－（２，２－ジメチル－２，
３－ジヒドロ－１Ｈ－インデン－１－イル）－１Ｈ－イミダゾール－５－カルボン酸メチ
ル、（１．６２）Ｎ’－｛５－（ジフルオロメチル）－２－メチル－４－［３－（トリメ
チルシリル）プロポキシ］フェニル｝－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルイミドホルムアミド、（
１．６３）Ｎ－エチル－Ｎ－メチル－Ｎ’－｛２－メチル－５－（トリフルオロメチル）
－４－［３－（トリメチルシリル）プロポキシ］フェニル｝イミドホルムアミド、（１．
６４）Ｏ－［１－（４－メトキシフェノキシ）－３，３－ジメチルブタン－２－イル］　
１Ｈ－イミダゾール－１－カルボチオエート、（１．６５）ピリソキサゾール；　（２）
　複合体Ｉ又はＩＩにおける呼吸鎖の阻害薬、例えば、（２．１）ビキサフェン、（２．
２）ボスカリド、（２．３）カルボキシン、（２．４
）ジフルメトリム、（２．５）フェンフラム、（２．６）フルオピラム、（２．７）フル
トラニル、（２．８）フルキサピロキサド、（２．９）フラメトピル、（２．１０）フル
メシクロックス、（２．１１）イソピラザム（シン－エピマー性ラセミ化合物（１ＲＳ，
４ＳＲ，９ＲＳ）とアンチ－エピマー性ラセミ化合物（１ＲＳ，４ＳＲ，９ＳＲ）の混合
物）、（２．１２）イソピラザム（アンチ－エピマー性ラセミ化合物　１ＲＳ、４ＳＲ、
９ＳＲ）、（２．１３）イソピラザム（アンチ－エピマー性エナンチオマー　１Ｒ，４Ｓ
，９Ｓ）、（２．１４）イソピラザム（アンチ－エピマー性エナンチオマー　１Ｓ，４Ｒ
，９Ｒ）、（２．１５）イソピラザム（シン－エピマー性ラセミ化合物　１ＲＳ，４ＳＲ
，９ＲＳ）、（２．１６）イソピラザム（シン－エピマー性エナンチオマー　１Ｒ，４Ｓ
，９Ｒ）、（２．１７）イソピラザム（シン－エピマー性エナンチオマー　１Ｓ，４Ｒ，
９Ｓ）、（２．１８）メプロニル、（２．１９）オキシカルボキシン、（２．２０）ペン
フルフェン、（２．２１）ペンチオピラド、（２．２２）セダキサン、（２．２３）チフ
ルザミド、（２．２４）１－メチル－Ｎ－［２－（１，１，２，２－テトラフルオロエト
キシ）フェニル］－３－（トリフルオロメチル）－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミ
ド、（２．２５）３－（ジフルオロメチル）－１－メチル－Ｎ－［２－（１，１，２，２
－テトラフルオロエトキシ）フェニル］－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（２
．２６）３－（ジフルオロメチル）－Ｎ－［４－フルオロ－２－（１，１，２，３，３，
３－ヘキサフルオロプロポキシ）フェニル］－１－メチル－１Ｈ－ピラゾール－４－カル
ボキサミド、（２．２７）Ｎ－［１－（２，４－ジクロロフェニル）－１－メトキシプロ
パン－２－イル］－３－（ジフルオロメチル）－１－メチル－１Ｈ－ピラゾール－４－カ
ルボキサミド、（２．２８）５，８－ジフルオロ－Ｎ－［２－（２－フルオロ－４－｛［
４－（トリフルオロメチル）ピリジン－２－イル］オキシ｝フェニル）エチル］キナゾリ
ン－４－アミン、（２．２９）ベンゾビンジフルピル、（２．３０）Ｎ－［（１Ｓ，４Ｒ
）－９－（ジクロロメチレン）－１，２，３，４－テトラヒドロ－１，４－メタノナフタ
レン－５－イル］－３－（ジフルオロメチル）－１－メチル－１Ｈ－ピラゾール－４－カ
ルボキサミド、（２．３１）Ｎ－［（１Ｒ，４Ｓ）－９－（ジクロロメチレン）－１，２
，３，４－テトラヒドロ－１，４－メタノナフタレン－５－イル］－３－（ジフルオロメ
チル）－１－メチル－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（２．３２）３－（ジフ
ルオロメチル）－１－メチル－Ｎ－（１，１，３－トリメチル－２，３－ジヒドロ－１Ｈ
－インデン－４－イル）－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（２．３３）１，３
，５－トリメチル－Ｎ－（１，１，３－トリメチル－２，３－ジヒドロ－１Ｈ－インデン
－４－イル）－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（２．３４）１－メチル－３－
（トリフルオロメチル）－Ｎ－（１，１，３－トリメチル－２，３－ジヒドロ－１Ｈ－イ
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ンデン－４－イル）－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（２．３５）１－メチル
－３－（トリフルオロメチル）－Ｎ－［（３Ｒ）－１，１，３－トリメチル－２，３－ジ
ヒドロ－１Ｈ－インデン－４－イル］－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（２．
３６）１－メチル－３－（トリフルオロメチル）－Ｎ－［（３Ｓ）－１，１，３－トリメ
チル－２，３－ジヒドロ－１Ｈ－インデン－４－イル］－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボ
キサミド、（２．３７）３－（ジフルオロメチル）－１－メチル－Ｎ－［（３Ｓ）－１，
１，３－トリメチル－２，３－ジヒドロ－１Ｈ－インデン－４－イル］－１Ｈ－ピラゾー
ル－４－カルボキサミド、（２．３８）３－（ジフルオロメチル）－１－メチル－Ｎ－［
（３Ｒ）－１，１，３－トリメチル－２，３－ジヒドロ－１Ｈ－インデン－４－イル］－
１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（２．３９）１，３，５－トリメチル－Ｎ－［
（３Ｒ）－１，１，３－トリメチル－２，３－ジヒドロ－１Ｈ－インデン－４－イル］－
１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（２．４０）１，３，５－トリメチル－Ｎ－［
（３Ｓ）－１，１，３－トリメチル－２，３－ジヒドロ－１Ｈ－インデン－４－イル］－
１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（２．４１）ベノダニル、（２．４２）２－ク
ロロ－Ｎ－（１，１，３－トリメチル－２，３－ジヒドロ－１Ｈ－インデン－４－イル）
ピリジン－３－カルボキサミド、（２．４３）Ｎ－［１－（４－イソプロポキシ－２－メ
チルフェニル）－２－メチル－１－オキソプロパン－２－イル］－３－メチルチオフェン
－２－カルボキサミド；　（３）　複合体ＩＩＩにおける呼吸鎖の阻害薬、例えば、（３
．１）アメトクトラジン、（３．２）アミスルブロム、（３．３）アゾキシストロビン、
（３．４）シアゾファミド、（３．５）クメトキシストロビン（ｃｏｕｍｅｔｈｏｘｙｓ
ｔｒｏｂｉｎ）、（３．６）クモキシストロビン、（３．７）ジモキシストロビン、（３
．８）エノキサストロビン、（３．９）ファモキサドン、（３．１０）フェンアミドン、
（３．１１）フルフェノキシストロビン（ｆｌｕｆｅｎｏｘｙｓｔｒｏｂｉｎ）、（３．
１２）フルオキサストロビン、（３．１３）クレソキシム－メチル、（３．１４）メトミ
ノストロビン、（３．１５）オリサストロビン、（３．１６）ピコキシストロビン、（３
．１７）ピラクロストロビン、（３．１８）ピラメトストロビン、（３．１９）ピラオキ
シストロビン、（３．２０）ピリベンカルブ、（３．２１）トリクロピリカルブ、（３．
２２）トリフロキシストロビン、（３．２３）（２Ｅ）－２－（２－｛［６－（３－クロ
ロ－２－メチルフェノキシ）－５－フルオロピリミジン－４－イル］オキシ｝フェニル）
－２－（メトキシイミノ）－Ｎ－メチルアセトアミド、（３．２４）（２Ｅ）－２－（メ
トキシイミノ）－Ｎ－メチル－２－（２－｛［（｛（１Ｅ）－１－［３－（トリフルオロ
メチル）フェニル］エチルデン｝アミノ）オキシ］メチル｝フェニル）アセトアミド、（
３．２５）（２Ｅ）－２－（メトキシイミノ）－Ｎ－メチル－２－｛２－［（Ｅ）－（｛
１－［３－（トリフルオロメチル）フェニル］エトキシ｝イミノ）メチル］フェニル｝ア
セトアミド、（３．２６）（２Ｅ）－２－｛２－［（｛［（１Ｅ）－１－（３－｛［（Ｅ
）－１－フルオロ－２－フェニルビニル］オキシ｝フェニル）エチルデン］アミノ｝オキ
シ）メチル］フェニル｝－２－（メトキシイミノ）－Ｎ－メチルアセトアミド、（３．２
７）フェナミノストロビン（ｆｅｎａｍｉｎｏｓｔｒｏｂｉｎ）、（３．２８）５－メト
キシ－２－メチル－４－（２－｛［（｛（１Ｅ）－１－［３－（トリフルオロメチル）フ
ェニル］エチルデン｝アミノ）オキシ］メチル｝フェニル）－２，４－ジヒドロ－３Ｈ－
１，２，４－トリアゾール－３－オン、（３．２９）（２Ｅ）－２－｛２－［（｛シクロ
プロピル［（４－メトキシフェニル）イミノ］メチル｝スルファニル）メチル］フェニル
｝－３－メトキシアクリル酸メチル、（３．３０）Ｎ－（３－エチル－３，５，５－トリ
メチルシクロヘキシル）－３－ホルムアミド－２－ヒドロキシベンズアミド、（３．３１
）２－｛２－［（２，５－ジメチルフェノキシ）メチル］フェニル｝－２－メトキシ－Ｎ
－メチルアセトアミド、（３．３２）２－｛２－［（２，５－ジメチルフェノキシ）メチ
ル］フェニル｝－２－メトキシ－Ｎ－メチルアセトアミド；　（４）　有糸分裂及び細胞
分裂の阻害薬、例えば、（４．１）ベノミル、（４．２）カルベンダジム、（４．３）ク
ロルフェナゾール、（４．４）ジエトフェンカルブ、（４．５）エタボキサム、（４．６
）フルオピコリド、（４．７）フベリダゾール、（４．８）ペンシクロン、（４．９）チ
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アベンダゾール、（４．１０）チオファネート－メチル、（４．１１）チオファネート、
（４．１２）ゾキサミド、（４．１３）５－クロロ－７－（４－メチルピペリジン－１－
イル）－６－（２，４，６－トリフルオロフェニル）［１，２，４］トリアゾロ［１，５
－ａ］ピリミジン、（４．１４）３－クロロ－５－（６－クロロピリジン－３－イル）－
６－メチル－４－（２，４，６－トリフルオロフェニル）ピリダジン；　（５）　多部位
に作用し得る化合物、例えば、（５．１）ボルドー液、（５．２）カプタホール、（５．
３）キャプタン、（５．４）クロロタロニル、（５．５）水酸化銅、（５．６）ナフテン
酸銅、（５．７）酸化銅、（５．８）塩基性塩化銅、（５．９）硫酸銅（２＋）、（５．
１０）ジクロフルアニド、（５．１１）ジチアノン、（５．１２）ドジン、（５．１３）
ドジン遊離塩基、（５．１４）ファーバム、（５．１５）フルオロホルペット、（５．１
６）ホルペット、（５．１７）グアザチン、（５．１８）酢酸グアザチン、（５．１９）
イミノクタジン、（５．２０）イミノクタジンアルベシル酸塩、（５．２１）イミノクタ
ジン三酢酸塩、（５．２２）マンカッパー、（５．２３）マンゼブ、（５．２４）マンネ
ブ、（５．２５）メチラム、（５．２６）メチラム亜鉛（ｍｅｔｉｒａｍ　ｚｉｎｃ）、
（５．２７）オキシン銅、（５．２８）プロパミジン（ｐｒｏｐａｍｉｄｉｎｅ）、（５
．２９）プロピネブ、（５．３０）硫黄及び硫黄剤、例えば、多硫化カルシウム、（５．
３１）チウラム、（５．３２）トリルフルアニド、（５．３３）ジネブ、（５．３４）ジ
ラム、（５．３５）アニラジン；　（６）　宿主の防御を誘発し得る化合物、例えば、（
６．１）アシベンゾラル－Ｓ－メチル、（６．２）イソチアニル、（６．３）プロベナゾ
ール、（６．４）チアジニル、（６．５）ラミナリン（ｌａｍｉｎａｒｉｎ）；　（７）
　アミノ酸及び／又はタンパク質の生合成の阻害薬、例えば、（７．１）アンドプリム（
ａｎｄｏｐｒｉｍ）、（７．２）ブラストサイジン－Ｓ、（７．３）シプロジニル、（７
．４）カスガマイシン、（７．５）カスガマイシン塩酸塩水和物、（７．６）メパニピリ
ム、（７．７）ピリメタニル、（７．８）３－（５－フルオロ－３，３，４，４－テトラ
メチル－３，４－ジヒドロイソキノリン－１－イル）キノリン、（７．９）オキシテトラ
サイクリン、（７．１０）ストレプトマイシン；　（８）　ＡＴＰ産生の阻害薬、例えば
、（８．１）酢酸トリフェニルスズ、（８．２）塩化トリフェニルスズ、（８．３）水酸
化トリフェニルスズ、（８．４）シルチオファム；　（９）　細胞壁合成の阻害薬、例え
ば、（９．１）ベンチアバリカルブ、（９．２）ジメトモルフ、（９．３）フルモルフ、
（９．４）イプロバリカルブ、（９．５）マンジプロパミド、（９．６）ポリオキシン、
（９．７）ポリオキソリム、（９．８）バリダマイシン、（９．９）バリフェナレート、
（９．１０）ポリオキシンＢ；　（１０）　脂質及び膜の合成の阻害薬、例えば、（１０
．１）ビフェニル、（１０．２）クロロネブ、（１０．３）ジクロラン、（１０．４）エ
ジフェンホス、（１０．５）エトリジアゾール、（１０．６）ヨードカルブ（ｉｏｄｏｃ
ａｒｂ）、（１０．７）イプロベンホス、（１０．８）イソプロチオラン、（１０．９）
プロパモカルブ、（１０．１０）プロパモカルブ塩酸塩、（１０．１１）プロチオカルブ
、（１０．１２）ピラゾホス、（１０．１３）キントゼン、（１０．１４）テクナゼン、
（１０．１５）トルクロホス－メチル；　（１１）　メラニン生合成の阻害薬、例えば、
（１１．１）カルプロパミド、（１１．２）ジクロシメット、（１１．３）フェノキサニ
ル、（１１．４）フタリド、（１１．５）ピロキロン、（１１．６）トリシクラゾール、
（１１．７）｛３－メチル－１－［（４－メチルベンゾイル）アミノ］ブタン－２－イル
｝カルバミン酸２，２，２－トリフルオロエチル；　（１２）　核酸合成の阻害薬、例え
ば、（１２．１）ベナラキシル、（１２．２）ベナラキシル－Ｍ（キララキシル（ｋｉｒ
ａｌａｘｙｌ））、（１２．３）ブピリメート、（１２．４）クロジラコン、（１２．５
）ジメチリモール、（１２．６）エチリモール、（１２．７）フララキシル、（１２．８
）
ヒメキサゾール、（１２．９）メタラキシル、（１２．１０）メタラキシル－Ｍ（メフェ
ノキサム）、（１２．１１）オフラセ、（１２．１２）オキサジキシル、（１２．１３）
オキソリン酸，（１２．１４）オクチリノン；　（１３）　シグナル伝達の阻害薬、例え
ば、（１３．１）クロゾリネート、（１３．２）フェンピクロニル、（１３．３）フルジ
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オキソニル、（１３．４）イプロジオン、（１３．５）プロシミドン、（１３．６）キノ
キシフェン、（１３．７）ビンクロゾリン、（１３．８）プロキナジド；　（１４）　脱
共役剤として作用し得る化合物、例えば、（１４．１）ビナパクリル、（１４．２）ジノ
カップ、（１４．３）フェリムゾン、（１４．４）フルアジナム、（１４．５）メプチル
ジノカップ（１３１－７２－６）；　（１５）　さらなる化合物、例えば、（１５．１）
ベンチアゾール、（１５．２）ベトキサジン、（１５．３）カプシマイシン（ｃａｐｓｉ
ｍｙｃｉｎ）、（１５．４）カルボン、（１５．５）キノメチオネート、（１５．６）ピ
リオフェノン（クラザフェノン（ｃｈｌａｚａｆｅｎｏｎｅ））、（１５．７）クフラネ
ブ、（１５．８）シフルフェナミド、（１５．９）シモキサニル、（１５．１０）シプロ
スルファミド、（１５．１１）ダゾメット、（１５．１２）デバカルブ、（１５．１３）
ジクロロフェン、（１５．１４）ジクロメジン、（１５．１５）ジフェンゾコート、（１
５．１６）ジフェンゾコートメチル硫酸塩、（１５．１７）ジフェニルアミン、（１５．
１８）エコメイト、（１５．１９）フェンピラザミン、（１５．２０）フルメトベル、（
１５．２１）フルオルイミド、（１５．２２）フルスルファミド、（１５．２３）フルチ
アニル、（１５．２４）ホセチル－アルミニウム、（１５．２５）ホセチル－カルシウム
、（１５．２６）ホセチル－ナトリウム、（１５．２７）ヘキサクロロベンゼン、（１５
．２８）イルママイシン、（１５．２９）メタスルホカルブ、（１５．３０）イソチオシ
アン酸メチル、（１５．３１）メトラフェノン、（１５．３２）ミルディオマイシン、（
１５．３３）ナタマイシン、（１５．３４）ジメチルジチオカルバミン酸ニッケル、（１
５．３５）ニトロタル－イソプロピル、（１５．３６）オクチリノン、（１５．３７）オ
キサモカルブ（ｏｘａｍｏｃａｒｂ）、（１５．３８）オキシフェンチイン（ｏｘｙｆｅ
ｎｔｈｉｉｎ）、（１５．３９）ペンタクロロフェノール及び塩、（１５．４０）フェノ
トリン、（１５．４１）亜リン酸及びその塩、（１５．４２）プロパモカルブ－ホセチレ
ート（ｐｒｏｐａｍｏｃａｒｂ－ｆｏｓｅｔｙｌａｔｅ）、（１５．４３）プロパノシン
－ナトリウム（ｐｒｏｐａｎｏｓｉｎｅ－ｓｏｄｉｕｍ）、（１５．４４）ピリモルフ、
（１５．４５）（２Ｅ）－３－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３－（２－クロロピ
リジン－４－イル）－１－（モルホリン－４－イル）プロパ－２－エン－１－オン、（１
５．４６）（２Ｚ）－３－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３－（２－クロロピリジ
ン－４－イル）－１－（モルホリン－４－イル）プロパ－２－エン－１－オン、（１５．
４７）ピロールニトリン、（１５．４８）テブフロキン、（１５．４９）テクロフタラム
、（１５．５０）トルニファニド、（１５．５１）トリアゾキシド、（１５．５２）トリ
クラミド、（１５．５３）ザリラミド、（１５．５４）（３Ｓ，６Ｓ，７Ｒ，８Ｒ）－８
－ベンジル－３－［（｛３－［（イソブチリルオキシ）メトキシ］－４－メトキシピリジ
ン－２－イル｝カルボニル）アミノ］－６－メチル－４，９－ジオキソ－１，５－ジオキ
ソナン－７－イル　２－メチルプロパノエート、（１５．５５）１－（４－｛４－［（５
Ｒ）－５－（２，６－ジフルオロフェニル）－４，５－ジヒドロ－１，２－オキサゾール
－３－イル］－１，３－チアゾール－２－イル｝ピペリジン－１－イル）－２－［５－メ
チル－３－（トリフルオロメチル）－１Ｈ－ピラゾール－１－イル］エタノン、（１５．
５６）１－（４－｛４－［（５Ｓ）－５－（２，６－ジフルオロフェニル）－４，５－ジ
ヒドロ－１，２－オキサゾール－３－イル］－１，３－チアゾール－２－イル｝ピペリジ
ン－１－イル）－２－［５－メチル－３－（トリフルオロメチル）－１Ｈ－ピラゾール－
１－イル］エタノン、（１５．５７）１－（４－｛４－［５－（２，６－ジフルオロフェ
ニル）－４，５－ジヒドロ－１，２－オキサゾール－３－イル］－１，３－チアゾール－
２－イル｝ピペリジン－１－イル）－２－［５－メチル－３－（トリフルオロメチル）－
１Ｈ－ピラゾール－１－イル］エタノン、（１５．５８）１－（４－メトキシフェノキシ
）－３，３－ジメチルブタン－２－イル　１Ｈ－イミダゾール－１－カルボキシレート、
（１５．５９）２，３，５，６－テトラクロロ－４－（メチルスルホニル）ピリジン、（
１５．６０）２，３－ジブチル－６－クロロチエノ［２，３－ｄ］ピリミジン－４（３Ｈ
）－オン、（１５．６１）２，６－ジメチル－１Ｈ，５Ｈ－［１，４］ジチイノ［２，３
－ｃ：５，６－ｃ’］ジピロール－１，３，５，７（２Ｈ，６Ｈ）－テトロン、（１５．
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６２）２－［５－メチル－３－（トリフルオロメチル）－１Ｈ－ピラゾール－１－イル］
－１－（４－｛４－［（５Ｒ）－５－フェニル－４，５－ジヒドロ－１，２－オキサゾー
ル－３－イル］－１，３－チアゾール－２－イル｝ピペリジン－１－イル）エタノン、（
１５．６３）２－［５－メチル－３－（トリフルオロメチル）－１Ｈ－ピラゾール－１－
イル］－１－（４－｛４－［（５Ｓ）－５－フェニル－４，５－ジヒドロ－１，２－オキ
サゾール－３－イル］－１，３－チアゾール－２－イル｝ピペリジン－１－イル）エタノ
ン、（１５．６４）２－［５－メチル－３－（トリフルオロメチル）－１Ｈ－ピラゾール
－１－イル］－１－｛４－［４－（５－フェニル－４，５－ジヒドロ－１，２－オキサゾ
ール－３－イル）－１，３－チアゾール－２－イル］ピペリジン－１－イル｝エタノン、
（１５．６５）２－ブトキシ－６－ヨード－３－プロピル－４Ｈ－クロメン－４－オン、
（１５．６６）２－クロロ－５－［２－クロロ－１－（２，６－ジフルオロ－４－メトキ
シフェニル）－４－メチル－１Ｈ－イミダゾール－５－イル］ピリジン、（１５．６７）
２－フェニルフェノール及び塩、（１５．６８）３－（４，４，５－トリフルオロ－３，
３－ジメチル－３，４－ジヒドロイソキノリン－１－イル）キノリン、（１５．６９）３
，４，５－トリクロロピリジン－２，６－ジカルボニトリル、（１５．７０）３－クロロ
－５－（４－クロロフェニル）－４－（２，６－ジフルオロフェニル）－６－メチルピリ
ダジン、（１５．７１）４－（４－クロロフェニル）－５－（２，６－ジフルオロフェニ
ル）－３，６－ジメチルピリダジン、（１５．７２）５－アミノ－１，３，４－チアジア
ゾール－２－チオール、（１５．７３）５－クロロ－Ｎ’－フェニル－Ｎ’－（プロパ－
２－イン－１－イル）チオフェン－２－スルホノヒドラジド、（１５．７４）５－フルオ
ロ－２－［（４－フルオロベンジル）オキシ］ピリミジン－４－アミン、（１５．７５）
５－フルオロ－２－［（４－メチルベンジル）オキシ］ピリミジン－４－アミン、（１５
．７６）５－メチル－６－オクチル［１，２，４］トリアゾロ［１，５－ａ］ピリミジン
－７－アミン、（１５．７７）（２Ｚ）－３－アミノ－２－シアノ－３－フェニルアクリ
ル酸エチル、（１５．７８）Ｎ’－（４－｛［３－（４－クロロベンジル）－１，２，４
－チアジアゾール－５－イル］オキシ｝－２，５－ジメチルフェニル）－Ｎ－エチル－Ｎ
－メチルイミドホルムアミド、（１５．７９）Ｎ－（４－クロロベンジル）－３－［３－
メトキシ－４－（プロパ－２－イン－１－イルオキシ）フェニル］プロパンアミド、（１
５．８０）Ｎ－［（４－クロロフェニル）（シアノ）メチル］－３－［３－メトキシ－４
－（プロパ－２－イン－１－イルオキシ）フェニル］プロパンアミド、（１５．８１）Ｎ
－［（５－ブロモ－３－クロロピリジン－２－イル）メチル］－２，４－ジクロロニコチ
ンアミド、（１５．８２）Ｎ－［１－（５－ブロモ－３－クロロピリジン－２－イル）エ
チル］－２，４－ジクロロニコチンアミド、（１５．８３）Ｎ－［１－（５－ブロモ－３
－クロロピリジン－２－イル）エチル］－２－フルオロ－４－ヨードニコチンアミド、（
１５．８４）Ｎ－｛（Ｅ）－［（シクロプロピルメトキシ）イミノ］［６－（ジフルオロ
メトキシ）－２，３－ジフルオロフェニル］メチル｝－２－フェニルアセトアミド、（１
５．８５）Ｎ－｛（Ｚ）－［（シクロプロピルメトキシ）イミノ］［６－（ジフルオロメ
トキシ）－２，３－ジフルオロフェニル］メチル｝－２－フェニルアセトアミド、（１５
．８６）Ｎ’－｛４－［（３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－シアノ－１，２－チアゾール－５
－イル）オキシ］－２－クロロ－５－メチルフェニル｝－Ｎ－エチル－Ｎ－メチルイミド
ホルムアミド、（１５．８７）Ｎ－メチル－２－（１－｛［５－メチル－３－（トリフル
オロメチル）－１Ｈ－ピラゾール－１－イル］アセチル｝ピペリジン－４－イル）－Ｎ－
（１，２，３，４－テトラヒドロナフタレン－１－イル）－１，３－チアゾール－４－カ
ルボキサミド、（１５．８８）Ｎ－メチル－２－（１－｛［５－メチル－３－（トリフル
オロメチル）－１Ｈ－ピラゾール－１－イル］アセチル｝ピペリジン－４－イル）－Ｎ－
［（１Ｒ）－１，２，３，４－テトラヒドロナフタレン－１－イル］－１，３－チアゾー
ル－４－カルボキサミド、（１５．８９）Ｎ－メチル－２－（１－｛［５－メチル－３－
（トリフルオロメチル）－１Ｈ－ピラゾール－１－イル］アセチル｝ピペリジン－４－イ
ル）－Ｎ－［（１Ｓ）－１，２，３，４－テトラヒドロナフタレン－１－イル］－１，３
－チアゾール－４－カルボキサミド、（１５．９０）｛６－［（｛［（１－メチル－１Ｈ
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－テトラゾール－５－イル）（フェニル）メチレン］アミノ｝オキシ）メチル］ピリジン
－２－イル｝カルバミン酸ペンチル、（１５．９１）フェナジン－１－カルボン酸、（１
５．９２）キノリン－８－オール、（１５．９３）キノリン－８－オールスルフェート（
２：１）、（１５．９４）｛６－［（｛［（１－メチル－１Ｈ－テトラゾール－５－イル
）（フェニル）メチレン］アミノ｝オキシ）メチル］ピリジン－２－イル｝カルバミン酸
ｔｅｒｔ－ブチル、（１５．９５）１－メチル－３－（トリフルオロメチル）－Ｎ－［２
’－（トリフルオロメチル）ビフェニル－２－イル］－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキ
サミド、（１５．９６）Ｎ－（４’－クロロビフェニル－２－イル）－３－（ジフルオロ
メチル）－１－メチル－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（１５．９７）Ｎ－（
２’，４’－ジクロロビフェニル－２－イル）－３－（ジフルオロメチル）－１－メチル
－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（１５．９８）３－（ジフルオロメチル）－
１－メチル－Ｎ－［４’－（トリフルオロメチル）ビフェニル－２－イル］－１Ｈ－ピラ
ゾール－４－カルボキサミド、（１５．９９）Ｎ－（２’，５’－ジフルオロビフェニル
－２－イル）－１－メチル－３－（トリフルオロメチル）－１Ｈ－ピラゾール－４－カル
ボキサミド、（１５．１００）３－（ジフルオロメチル）－１－メチル－Ｎ－［４’－（
プロパ－１－イン－１－イル）ビフェニル－２－イル］－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボ
キサミド、（１５．１０１）５－フルオロ－１，３－ジメチル－Ｎ－［４’－（プロパ－
１－イン－１－イル）ビフェニル－２－イル］－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド
、（１５．１０２）２－クロロ－Ｎ－［４’－（プロパ－１－イン－１－イル）ビフェニ
ル－２－イル］ニコチンアミド、（１５．１０３）３－（ジフルオロメチル）－Ｎ－［４
’－（３，３－ジメチルブタ－１－イン－１－イル）ビフェニル－２－イル］－１－メチ
ル－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（１５．１０４）Ｎ－［４’－（３，３－
ジメチルブタ－１－イン－１－イル）ビフェニル－２－イル］－５－フルオロ－１，３－
ジメチル－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（１５．１０５）３－（ジフルオロ
メ
チル）－Ｎ－（４’－エチニルビフェニル－２－イル）－１－メチル－１Ｈ－ピラゾール
－４－カルボキサミド、（１５．１０６）Ｎ－（４’－エチニルビフェニル－２－イル）
－５－フルオロ－１，３－ジメチル－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（１５．
１０７）２－クロロ－Ｎ－（４’－エチニルビフェニル－２－イル）ニコチンアミド、（
１５．１０８）２－クロロ－Ｎ－［４’－（３，３－ジメチルブタ－１－イン－１－イル
）ビフェニル－２－イル］ニコチンアミド、（１５．１０９）４－（ジフルオロメチル）
－２－メチル－Ｎ－［４’－（トリフルオロメチル）ビフェニル－２－イル］－１，３－
チアゾール－５－カルボキサミド、（１５．１１０）５－フルオロ－Ｎ－［４’－（３－
ヒドロキシ－３－メチルブタ－１－イン－１－イル）ビフェニル－２－イル］－１，３－
ジメチル－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（１５．１１１）２－クロロ－Ｎ－
［４’－（３－ヒドロキシ－３－メチルブタ－１－イン－１－イル）ビフェニル－２－イ
ル］ニコチンアミド、（１５．１１２）３－（ジフルオロメチル）－Ｎ－［４’－（３－
メトキシ－３－メチルブタ－１－イン－１－イル）ビフェニル－２－イル］－１－メチル
－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（１５．１１３）５－フルオロ－Ｎ－［４’
－（３－メトキシ－３－メチルブタ－１－イン－１－イル）ビフェニル－２－イル］－１
，３－ジメチル－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（１５．１１４）２－クロロ
－Ｎ－［４’－（３－メトキシ－３－メチルブタ－１－イン－１－イル）ビフェニル－２
－イル］ニコチンアミド、（１５．１１５）（５－ブロモ－２－メトキシ－４－メチルピ
リジン－３－イル）（２，３，４－トリメトキシ－６－メチルフェニル）メタノン、（１
５．１１６）Ｎ－［２－（４－｛［３－（４－クロロフェニル）プロパ－２－イン－１－
イル］オキシ｝－３－メトキシフェニル）エチル］－Ｎ２－（メチルスルホニル）バリン
アミド、（１５．１１７）４－オキソ－４－［（２－フェニルエチル）アミノ］ブタン酸
、（１５．１１８）ブタ－３－イン－１－イル　｛６－［（｛［（Ｚ）－（１－メチル－
１Ｈ－テトラゾール－５－イル）（フェニル）メチレン］アミノ｝オキシ）メチル］ピリ
ジン－２－イル｝カルバメート、（１５．１１９）４－アミノ－５－フルオロピリミジン
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－２－オール（メソメリック形態：４－アミノ－５－フルオロピリミジン－２（１Ｈ）－
オン）、（１５．１２０）３，４，５－トリヒドロキシ安息香酸プロピル、（１５．１２
１）１，３－ジメチル－Ｎ－（１，１，３－トリメチル－２，３－ジヒドロ－１Ｈ－イン
デン－４－イル）－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（１５．１２２）１，３－
ジメチル－Ｎ－［（３Ｒ）－１，１，３－トリメチル－２，３－ジヒドロ－１Ｈ－インデ
ン－４－イル］－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（１５．１２３）１，３－ジ
メチル－Ｎ－［（３Ｓ）－１，１，３－トリメチル－２，３－ジヒドロ－１Ｈ－インデン
－４－イル］－１Ｈ－ピラゾール－４－カルボキサミド、（１５．１２４）［３－（４－
クロロ－２－フルオロフェニル）－５－（２，４－ジフルオロフェニル）－１，２－オキ
サゾール－４－イル］（ピリジン－３－イル）メタノール、（１５．１２５）（Ｓ）－［
３－（４－クロロ－２－フルオロフェニル）－５－（２，４－ジフルオロフェニル）－１
，２－オキサゾール－４－イル］（ピリジン－３－イル）メタノール、（１５．１２６）
（Ｒ）－［３－（４－クロロ－２－フルオロフェニル）－５－（２，４－ジフルオロフェ
ニル）－１，２－オキサゾール－４－イル］（ピリジン－３－イル）メタノール、（１５
．１２７）２－｛［３－（２－クロロフェニル）－２－（２，４－ジフルオロフェニル）
オキシラン－２－イル］メチル｝－２，４－ジヒドロ－３Ｈ－１，２，４－トリアゾール
－３－チオン、（１５．１２８）１－｛［３－（２－クロロフェニル）－２－（２，４－
ジフルオロフェニル）オキシラン－２－イル］メチル｝－１Ｈ－１，２，４－トリアゾー
ル－５－イルチオシアネート、（１５．１２９）５－（アリルスルファニル）－１－｛［
３－（２－クロロフェニル）－２－（２，４－ジフルオロフェニル）オキシラン－２－イ
ル］メチル｝－１Ｈ－１，２，４－トリアゾール、（１５．１３０）２－［１－（２，４
－ジクロロフェニル）－５－ヒドロキシ－２，６，６－トリメチルヘプタン－４－イル］
－２，４－ジヒドロ－３Ｈ－１，２，４－トリアゾール－３－チオン、（１５．１３１）
２－｛［ｒｅｌ（２Ｒ，３Ｓ）－３－（２－クロロフェニル）－２－（２，４－ジフルオ
ロフェニル）オキシラン－２－イル］メチル｝－２，４－ジヒドロ－３Ｈ－１，２，４－
トリアゾール－３－チオン、（１５．１３２）２－｛［ｒｅｌ（２Ｒ，３Ｒ）－３－（２
－クロロフェニル）－２－（２，４－ジフルオロフェニル）オキシラン－２－イル］メチ
ル｝－２，４－ジヒドロ－３Ｈ－１，２，４－トリアゾール－３－チオン、（１５．１３
３）１－｛［ｒｅｌ（２Ｒ，３Ｓ）－３－（２－クロロフェニル）－２－（２，４－ジフ
ルオロフェニル）オキシラン－２－イル］メチル｝－１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－
５－イルチオシアネート、（１５．１３４）１－｛［ｒｅｌ（２Ｒ，３Ｒ）－３－（２－
クロロフェニル）－２－（２，４－ジフルオロフェニル）オキシラン－２－イル］メチル
｝－１Ｈ－１，２，４－トリアゾール－５－イルチオシアネート、（１５．１３５）５－
（アリルスルファニル）－１－｛［ｒｅｌ（２Ｒ，３Ｓ）－３－（２－クロロフェニル）
－２－（２，４－ジフルオロフェニル）オキシラン－２－イル］メチル｝－１Ｈ－１，２
，４－トリアゾール、（１５．１３６）５－（アリルスルファニル）－１－｛［ｒｅｌ（
２Ｒ，３Ｒ）－３－（２－クロロフェニル）－２－（２，４－ジフルオロフェニル）オキ
シラン－２－イル］メチル｝－１Ｈ－１，２，４－トリアゾール、（１５．１３７）２－
［（２Ｓ，４Ｓ，５Ｓ）－１－（２，４－ジクロロフェニル）－５－ヒドロキシ－２，６
，６－トリメチルヘプタン－４－イル］－２，４－ジヒドロ－３Ｈ－１，２，４－トリア
ゾール－３－チオン、（１５．１３８）２－［（２Ｒ，４Ｓ，５Ｓ）－１－（２，４－ジ
クロロフェニル）－５－ヒドロキシ－２，６，６－トリメチルヘプタン－４－イル］－２
，４－ジヒドロ－３Ｈ－１，２，４－トリアゾール－３－チオン、（１５．１３９）２－
［（２Ｒ，４Ｒ，５Ｒ）－１－（２，４－ジクロロフェニル）－５－ヒドロキシ－２，６
，６－トリメチルヘプタン－４－イル］－２，４－ジヒドロ－３Ｈ－１，２，４－トリア
ゾール－３－チオン、（１５．１４０）２－［（２Ｓ，４Ｒ，５Ｒ）－１－（２，４－ジ
クロロフェニル）－５－ヒドロキシ－２，６，６－トリメチルヘプタン－４－イル］－２
，４－ジヒドロ－３Ｈ－１，２，４－トリアゾール－３－チオン、（１５．１４１）２－
［（２Ｓ，４Ｓ，５Ｒ）－１－（２，４－ジクロロフェニル）－５－ヒドロキシ－２，６
，６－トリメチルヘプタン－４－イル］－２，４－ジヒドロ－３Ｈ－１，２，４－トリア
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ゾール－３－チオン、（１５．１４２）２－［（２Ｒ，４Ｓ，５Ｒ）－１－（２，４－ジ
クロロフェニル）－５－ヒドロキシ－２，６，６－トリメチルヘプタン－４－イル］－２
，４－ジヒドロ－３Ｈ－１，２，４－トリアゾール－３－チオン、（１５．１４３）２－
［（２Ｒ，４Ｒ，５Ｓ）－１－（２，４－ジクロロフェニル）－５－ヒドロキシ－２，６
，６－トリメチルヘプタン－４－イル］－２，４－ジヒドロ－３Ｈ－１，２，４－トリア
ゾール－３－チオン、（１５．１４４）２－［（２Ｓ，４Ｒ，５Ｓ）－１－（２，４－ジ
クロロフェニル）－５－ヒドロキシ－２，６，６－トリメチルヘプタン－４－イル］－２
，４－ジヒドロ－３Ｈ－１，２，４－トリアゾール－３－チオン、（１５．１４５）２－
フルオロ－６－（トリフルオロメチル）－Ｎ－（１，１，３－トリメチル－２，３－ジヒ
ドロ－１Ｈ－インデン－４－イル）ベンズアミド、（１５．１４６）２－（６－ベンジル
ピリジン－２－イル）キナゾリン、（１５．１４７）２－［６－（３－フルオロ－４－メ
トキシフェニル）－５－メチルピリジン－２－イル］キナゾリン、（１５．１４８）３－
（４，４－ジフルオロ－３，３－ジメチル－３，４－ジヒドロイソキノリン－１－イル）
キノリン、（１５．１４９）アブシジン酸。　
【００１５】
一般に、当該三成分混合物の中には、活性化合物（Ａ）の１重量部当たり、０．０１～１
００重量部（好ましくは、０．０５～２０重量部、特に好ましくは、０．１～１０重量部
）のグループ（Ｂ）の活性化合物及び０．０１～１００重量部（好ましくは、０．０５～
２０重量部、特に好ましくは、０．１～１０重量部）のグループ（Ｃ）の活性化合物が存
在している。当該混合比は、好ましくは、相乗性混合物が得られるように選択する。　
【００１６】
本発明によれば、表現「組合せ」は、例えば、単独の「レディーミックス」形態における
、及び、単独の活性化合物の別々の製剤又は単一の活性化合物と残りの２種類の成分の２
成分混合物の組合せで構成される組み合わされた散布混合物（例えば、「タンクミックス
」）における、及び、順次的な方法で（即ち、数時間又は数日間などの適度に短い期間で
順次的に）施用された場合の単独の活性成分の組み合わされた使用における、化合物（Ａ
）、化合物（Ｂ）及び場合による化合物（Ｃ）のさまざまな組合せを意味する。好ましく
は、化合物（Ａ）、化合物（Ｂ）及び化合物（Ｃ）を施用する順番は、本発明を実施する
上で重要ではない。　
【００１７】
本発明は、さらに、本発明による活性化合物組合せを含んでいる、望ましくない微生物を
駆除する（ｃｏｍｂａｔｉｎｇ）／防除するための組成物にも関する。好ましくは、該組
成物は、農業上適切な補助剤、溶媒、担体、界面活性剤又は増量剤を含んでいる殺菌剤組
成物である。　
【００１８】
さらに、本発明は、望ましくない微生物を駆除する方法にも関し、ここで、該方法は、本
発明による活性化合物組合せを当該植物病原性菌類及び／又はそれらの生息環境に施用す
ることを特徴とする。　
【００１９】
従って、本発明は、線虫抵抗性作物に発生している線虫類を防除するための、及び／又は
、収穫量を増大させるための、本発明による組合せを含んでいる組成物の使用にも関する
。従って、本発明は、昆虫抵抗性作物に発生している線虫類を防除するための、本発明に
よる組合せを含んでいる組成物の使用にも関する。　
【００２０】
線虫類は、水中で生きることに適合した、小さな蠕虫様の多細胞動物である。線虫の種類
の数は、５０万と見積もられている。土壌動物相の重要な部分を占める線虫類は、土壌プ
ロセスによって形成される、間隙（ｐｏｒｅ）と称される相互に連結したチャンネルの迷
路の中に生息している。線虫類は、土壌粒子に密着している水の膜の中を移動する。植物
寄生性線虫類（その大部分は、根を食する）は、殆どの植物に関連して見られる。植物寄
生性線虫類の一部は、内部寄生性であり、根、塊茎、芽、種子などの組織の内部で生息し
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して外部から摂食している。１匹の内部寄生性線虫が、植物を枯死させることが可能であ
り、又は、その植物の生産性を低減させることが可能である。根を食する内部寄生虫には
、ネコブセンチュウ類（メロイデギネ属各種）、ニセフクロセンチュウ類（ロチレンクル
ス属各種）、シストセンチュウ類（ヘテロデラ属各種）及びネグサレセンチュウ類（プラ
チレンクス属各種）のような、経済的に重要な害虫が包含される。線虫類による直接的な
摂食は、植物による養分及び水の取込を著しく低減させ得る。線虫類は、線虫類が種子発
芽直後の実生の根を攻撃する場合、作物の生産性に最大の影響を及ぼし得る。線虫による
摂食は、さらにまた、広範な種類の植物病原性菌類及び植物病原性細菌類に対して侵入口
を提供する開放創も作る。これらの微生物による感染は、しばしば、線虫の摂食による直
接的な影響よりも大きな経済的損害をもたらす。　
【００２１】
一般に、線虫抵抗性は、寄生性線虫類
による摂食部位又はその隣接部位におけるに宿主植物細胞の死よって特徴付けられる。特
定の抵抗性遺伝子及び線虫類の相互作用は、抵抗性応答の時期及び場所に影響を与える。
Ｗｉｌｌｉａｍｓｏｎら（Ｔｒｅｎｄｓ　ｉｎ　Ｇｅｎｅｔｉｃｓ，　Ｖｏｌ．　２２，
　Ｎｏ．７，　Ｊｕｌｙ　２００６）は、植物における抵抗性に関連した植物線虫類相互
作用の種類と機序について記載している。　
【００２２】
線虫抵抗性植物は、３種類の主なアプローチ（線虫の標的、線虫－作物の界面及び植物の
応答）に関連し得る。摂食阻害物質若しくは殺線虫性タンパク質、ＲＮＡ干渉による必須
の線虫遺伝子発現の撹乱、ＲＮＡ干渉、ペプチド若しくは植物抗体による感覚機能の撹乱
又は線虫の代謝は、線虫の標的に関する例であり；移動及び侵入に関する線虫の病原性因
子又は摂食部位の誘導及び維持に関する線虫の病原性因子のＲＮＡ干渉、ペプチド若しく
は植物抗体、ステルス植物又は忌避植物による撹乱；又は、宿主植物の非宿主植物への変
換は、線虫－作物の界面の例であり、一方、線虫の侵入によって、植物抵抗性遺伝子又は
過敏性応答が活性化される；摂食部位特異的プロモーターによる誘導された細胞死若しく
は別の部位の不適合性又は作物の耐性作物への変換は、植物の応答に関する例である。　
【００２３】
本発明による組合せは、表１中に記載されている遺伝子のうちの１種類以上を有している
植物において植物寄生性線虫類を防除するのに特に有用である。これらの遺伝子の各々に
対するヌクレオチド配列及びアミノ酸配列に関する情報は、表１の第２列に記載されてい
る米国特許出願番号に関連して、表１の第４列及び第５列に記載されている配列番号によ
って、表される。　　
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【表１】

【００２４】
本発明による組合せは、以下の文献に記載されている遺伝子のうちの１種類以上を有して
いる植物において植物寄生性線虫類を防除するのに特に有用である：ＷＯ２００９／０２
７５３９Ａ２、ＷＯ２００９／０２７３１３Ａ２、ＷＯ２００８／１５２００８Ａ２、Ｗ
Ｏ２００８／１１０５２２Ａ１、ＷＯ２００８／０９５９７２Ａ１、ＷＯ２００８／０９
５９７０Ａ１、ＷＯ２００８／０９５９６９Ａ１、ＷＯ２００８／０９５９１９Ａ１、Ｗ
Ｏ２００８／０９５９１６Ａ１、ＷＯ２００８／０９５９１１Ａ２、ＷＯ２００８／０９
５９１０Ａ１、ＷＯ２００８／０９５８８９Ａ１、ＷＯ２００８／０９５８８６Ａ１、Ｗ
Ｏ２００８／０７７８９２Ａ１、ＷＯ２００８／０７１７２６Ａ２、ＷＯ２００６／０２
０８２１Ａ２、ＷＯ２００５／０８２９３２Ａ２、ＷＯ２００９／０４８８４７Ａ１、Ｗ
Ｏ２００７／０９５４６９Ａ２、ＷＯ２００５／０１２３４０Ａ１、ＷＯ２００７／１０
４５７０Ａ２、１１／７６５，４９１、１１／７６５，４９４、１０／９２６，８１９、
１０／７８２，０２０、１２／０３２，４７９、１０／７８３，４１７、１０／７８２，
０９６、１１／６５７，９６４、１２／１９２，９０４、１１／３９６，８０８、１２／
１６６，２５３、１２／１６６，２３９、１２／１６６，１２４、１２／１６６，２０９
、１１／７６２，８８６、１２／３６４，３３５、１１／７６３，９４７、１２／２５２
，４５３、１２／２０９，３５４、１２／４９１，３９６、又は、１２／４９７，２２１
。　
【００２５】
本発明による組合せは、以下の遺伝子のうちの１種類以上を有している植物において植物
寄生性線虫類を防除するのに特に有用である：Ｈｓ１ｐｒｏ－１、Ｍｉ－１、Ｍｉ－１．
２、Ｈｅｒｏ　Ａ、Ｇｐａ２、Ｇｒｏ１－４、Ｒｈｇ１、Ｒｈｇ４、Ｍｉ－３、Ｍｉ－９
、Ｃｒｅ１、Ｃｒｅ３、Ｍａ、Ｈｓａ－１Ｏｇ、Ｍｅ３、Ｒｍｃ１、ＣＬＡＶＡＴＡ３－
様ペプチド（例えば、ＳＹＶ４６）。　
【００２６】
本発明による活性化合物組合せは、以下のものをコードする遺伝子のうちの１種類以上を
有している植物において植物寄生性線虫類を防除するのに特に有用である：プロテイナー
ゼ阻害物質タンパク質、特に、トリプシン阻害物質、シスタチン（システインプロテイナ
ーゼのタンパク質阻害物質）（ｒｅｆ．：“Ｄｅｓｉｇｎｓ　ｆｏｒ　ｅｎｇｉｎｅｅｒ
ｅｄ　ｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ　ｔｏ　ｒｏｏｔ－ｐａｒａｓｉｔｉｃ　ｎｅｍａｔｏｄｅ
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ｓ”，　ｐａｇｅｓ　３６９－３７４，　Ｖｏｌｕｍｅ　１３，　Ｉｓｓｕｅ　９－Ｔｒ
ｅｎｄｓ　ｉｎ　Ｂｉｏｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　１９９５）。　
【００２７】
その例は、ササゲトリプシン阻害物質（ｒｅｆ　２４、２５）、イネに由来するオリザシ
スタチン（Ｏｃ－Ｉ）（ｒｅｆ　２７）である。好ましくは、これらの遺伝子の突然変異
体（特に、アスパルテート８６を欠いているＯＣ－Ｉ突然変異体）を有している植物を使
用することができる。　
【００２８】
本発明によれば、担体は、特に植物又は植物の部分又は種子への施用に関して、適用性を
良好にするために、当該活性化合物と混合させるか又は合する天然又は合成の有機物質又
は無機物質を意味するものと理解される。このような担体（ここで、該担体は、固体又は
液体であり得る）は、一般に、不活性であり、そして、農業において使用するのに適して
いるべきである。　
【００２９】
適切な固体又は液体の担体は、以下のものである：例えば、アンモニウム塩、並びに、粉
砕された天然鉱物、例えば、カオリン、クレー、タルク、チョーク、石英、アタパルジャ
イト、モンモリロナイト又はケイ藻土、並びに、粉砕された合成鉱物、例えば、微粉砕シ
リカ、アルミナ及び天然又は合成のシリケート、樹脂、蝋、固形肥料、水、アルコール、
特に、ブタノール、有機溶媒、鉱油及び植物油、並びに、それらの誘導体。そのような担
体の混合物も使用し得る。粒剤に適している固体担体は、以下のものである：例えば、粉
砕して分別した天然鉱物、例えば、方解石、大理石、軽石、海泡石、苦灰岩、並びに、さ
らに、無機及び有機の粗挽き粉からなる合成顆粒、並びに、さらに、おがくず、ココナッ
ツ殻、トウモロコシ穂軸及びタバコの葉柄などの有機材料からなる顆粒。　
【００３０】
適切な液化ガス状の増量剤又は担体は、周囲温度及び大気圧下では気体である液体、例え
ば、エーロゾル噴射剤、例えば、ブタン、プロパン、窒素及び二酸化炭素などである。　
【００３１】
上記製剤において、粘着性付与剤、例えば、カルボキシメチルセルロース、並びに、粉末
及び顆粒及びラテックスの形態にある天然ポリマー及び合成ポリマー、例えば、アラビア
ゴム、ポリビニルアルコール、ポリ酢酸ビニル、又は、天然のリン脂質、例えば、セファ
リン及びレシチン、及び、合成リン脂質などを使用することができる。可能な別の添加剤
は、鉱油及び植物油並びに蝋（これらは、場合により、変性されていてもよい）である。
　
【００３２】
使用する増量剤が水である場合、例えば、有機溶媒を補助溶媒として使用することも可能
である。適する液体溶媒は、本質的に、以下のものである：芳香族化合物、例えば、キシ
レン、トルエン又はアルキルナフタレン類、塩素化芳香族化合物及び塩素化脂肪族炭化水
素、例えば、クロロベンゼン類、クロロエチレン類又は塩化メチレン、脂肪族炭化水素、
例えば、シクロヘキサン又はパラフィン類、例えば、鉱油留分、鉱油及び植物油、アルコ
ール類、例えば、ブタノール又はグリコールとそれらのエーテル及びエステル、ケトン類
、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン又はシクロヘキサノ
ン、強極性溶媒、例えば、ジメチルホルムアミド及びジメチルスルホキシド、及び、さら
に、水。　
【００３３】
本発明による組成物には、例えば界面活性剤などの、さらなる付加的な成分も含有させる
ことができる。適切な界面活性剤は、イオン特性若しくは非イオン特性を有する乳化剤、
分散剤又は湿潤剤であるか、又は、そのような界面活性剤の混合物である。これらの界面
活性剤の例は、以下のものである：ポリアクリル酸の塩、リグノスルホン酸の塩、フェノ
ールスルホン酸若しくはナフタレンスルホン酸の塩、エチレンオキシドと脂肪アルコール
の重縮合物若しくはエチレンオキシドと脂肪酸の重縮合物若しくはエチレンオキシドと脂
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肪アミンの重縮合物、置換されているフェノール（好ましくは、アルキルフェノール又は
アリールフェノール）、スルホコハク酸エステルの塩、タウリン誘導体（好ましくは、ア
ルキルタウレート）、ポリエトキシ化アルコールのリン酸エステル若しくはポリエトキシ
化フェノールのリン酸エステル、ポリオールの脂肪酸エステル、並びに、硫酸アニオン、
スルホン酸アニオン及びリン酸アニオンを含んでいる該化合物の誘導体。該活性化合物の
うちの１種類及び／又は該不活性担体のうちの１種類が水不溶性であり且つ施用が水で行
われる場合は、界面活性剤を存在させることが必要である。界面活性剤の割合は、本発明
による組成物の５重量％～４０重量％である。　
【００３４】
着色剤、例えば、無機顔料、例えば、酸化鉄、酸化チタン、プルシアンブルー（Ｐｒｕｓ
ｓｉａｎ　ｂｌｕｅ）、並びに、有機染料、例えば、アリザリン染料、アゾ染料及び金属
フタロシアニン染料、並びに、微量栄養素、例えば、鉄塩、マンガン塩、ホウ素塩、銅塩
、コバルト塩、モリブデン塩及び亜鉛塩などを使用することができる。　
【００３５】
適切な場合には、付加的な別の成分、例えば、保護コロイド、結合剤、粘着剤、増粘剤、
揺変性物質、浸透剤、安定化剤、金属イオン封鎖剤、錯体形成物質なども存在させること
ができる。一般的に、該活性化合物は、製剤目的で慣習的に使用される固体又は液体の任
意の添加剤と組み合わせることが可能である。　
【００３６】
一般に、本発明による組成物は、０．０５～９９重量％、０．０１～９８％重量％、好ま
しくは、０．１～９５重量％、特に好ましくは、０．５～９０重量％の本発明による活性
化合物組合せを含有し、極めて特に好ましくは、１０～７０重量％の本発明による活性化
合物組合せを含有する。　
【００３７】
本発明による活性化合物組合せ又は組成物は、そのままで使用することが可能であるか、
又は、それらのそれぞれの物理的及び／若しくは化学的特性に応じて、以下のようなそれ
らの製剤の形態若しくはその製剤から調製される使用形態で使用することが可能である：
エーロゾル剤、カプセル懸濁液剤、冷煙霧濃厚剤（ｃｏｌｄ－ｆｏｇｇｉｎｇ　ｃｏｎｃ
ｅｎｔｒａｔｅ）、温煙霧濃厚剤（ｗａｒｍ－ｆｏｇｇｉｎｇ　ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｅ
）、カプセル化粒剤、細粒剤、種子処理用フロアブル剤、即時使用可能な溶液剤（ｒｅａ
ｄｙ－ｔｏ－ｕｓｅ　ｓｏｌｕｔｉｏｎ）、散粉性粉末剤、乳剤、水中油型エマルション
剤、油中水型エマルション剤、大型粒剤、微粒剤、油分散性粉末剤、油混和性フロアブル
剤、油混和性液剤、泡剤（ｆｏａｍ）、ペースト剤、農薬粉衣種子（ｐｅｓｔｉｃｉｄｅ
－ｃｏａｔｅｄ　ｓｅｅｄ）、懸濁製剤（ｓｕｓｐｅｎｓｉｏｎ　ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔ
ｅ）、サスポエマルション製剤、可溶性濃厚剤（ｓｏｌｕｂｌｅ　ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔ
ｅ）、懸濁液剤（ｓｕｓｐｅｎｓｉｏｎ）、水和剤、可溶性粉末剤（ｓｏｌｕｂｌｅ　ｐ
ｏｗｄｅｒ）、粉剤及び粒剤、水溶性顆粒剤又は錠剤、種子処理用水溶性粉末剤、水和剤
、活性化合物が含浸されている天然生成物及び合成物質、並びに、さらに、ポリマー物質
中にマイクロカプセル化されているもの及び種子用のコーティング物質中にマイクロカプ
セル化されているもの、並びに、さらに、ＵＬＶ冷煙霧製剤（ＵＬＶ　ｃｏｌｄ－ｆｏｇ
ｇｉｎｇ　ｆｏｒｍｕｌａｔｉｏｎ）及びＵＬＶ温煙霧製剤（ＵＬＶ　ｗａｒｍ－ｆｏｇ
ｇｉｎｇ　ｆｏｒｍｕｌａｔｉｏｎ）。　
【００３８】
上記製剤は、自体公知の方法で、例えば、当該活性化合物又は活性化合物組合せを少なく
とも１種類の添加剤と混合させることによって、調製することができる。適切な添加剤は
、慣習的な全ての製剤助剤、例えば、有機溶媒、増量剤（ｅｘｔｅｎｄｅｒ）、溶媒又は
希釈剤、固体担体及び増量剤（ｆｉｌｌｅｒ）、界面活性剤（例えば、アジュバント、乳
化剤、分散剤、保護コロイド、湿潤剤、及び、粘着性付与剤）、分散剤及び／又は結合剤
又は固着剤、防腐剤、染料及び顔料、消泡剤、無機増粘剤及び有機増粘剤、撥水剤、適切
な
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場合には、乾燥剤及び紫外線安定剤、ジベレリン類、及び、さらに、水、及び、さらなる
加工助剤などである。いずれの場合にも調製しようとする製剤の型に応じて、例えば、湿
式粉砕、乾式粉砕又は造粒などの、さらなる加工段階が必要なこともあり得る。　
【００３９】
本発明による組成物には、適切な装置を用いて植物又は種子に対して施用することが可能
な即時使用可能（ｒｅａｄｙ－ｔｏ－ｕｓｅ）組成物のみではなく、使用前に水で希釈す
ることが必要な商業的な濃厚物も包含される。　
【００４０】
本発明による活性化合物組合せは、（商業用）製剤中に、及び、そのような製剤から調製
された使用形態中に、殺虫剤、誘引剤、不妊剤、殺細菌剤、殺ダニ剤、殺線虫剤、殺菌剤
、成長調節剤、除草剤、肥料、薬害軽減剤及び情報化学物質などの別の（既知）活性化合
物との混合物として、存在し得る。　
【００４１】
上記活性化合物又は組成物を用いた植物及び植物の部分の本発明による処理は、慣習的な
処理方法を用いて、例えば、浸漬、散布、噴霧、潅漑、気化、散粉、煙霧、ばらまき、泡
状化、塗布、拡散（ｓｐｒｅａｄｉｎｇ－ｏｎ）、潅水、潅注（ｄｒｅｎｃｈｉｎｇ）、
点滴潅漑などによって、直接的に行うか、又は、該活性化合物又は組成物を植物及び植物
の部分の周囲、生息環境若しくは貯蔵空間に作用させることにより行い、また、繁殖器官
（ｐｒｏｐａｇａｔｉｏｎ　ｍａｔｅｒｉａｌ）の場合、特に種子の場合は、さらに、乾
燥種子処理用粉末として、種子処理用溶液として、スラリー処理用水溶性粉末として行う
か、また、被覆することによって、１以上の層でコーティングすることなどによっても行
う。さらに、該活性化合物を微量散布法（ｕｌｔｒａ－ｌｏｗ　ｖｏｌｕｍｅ　ｍｅｔｈ
ｏｄ）によって施用することも可能であり、又は、該活性化合物調製物若しくは活性化合
物自体を土壌中に注入することも可能である。　
【００４２】
本発明は、さらに、種子を処理する方法も包含する。本発明は、さらに、前の段落におい
て記述されている方法のうちの１つによって処理された種子にも関する。　
【００４３】
本発明による活性化合物又は組成物は、特に、種子を処理するのに適している。有害な生
物に起因する作物植物に対する被害の大部分は、貯蔵中、又は、播種後、さらに、植物が
発芽している最中及び発芽の後に、種子が感染することによって引き起こされる。この相
は特に危険である。それは、成長している植物の根及び苗条は特に感受性が高く、少量の
損傷であってもその植物が死に至り得るからである。従って、適切な組成物を用いて種子
及び発芽中の植物を保護することに、大きな関心が持たれている。　
【００４４】
植物の種子を処理することによる植物病原性菌類の防除は、長い間知られており、継続的
に改良が加えられている。しかしながら、種子の処理には、必ずしも満足のいくように解
決することができるわけではない一連の問題が伴っている。かくして、播種後若しくは植
物の出芽後に作物保護剤を追加で施用することを不要とするか又は追加の施用を少なくと
も著しく低減させるような、種子及び発芽中の植物を保護する方法を開発することは望ま
しい。さらに、使用する活性化合物によって植物自体に損傷を与えることなく、植物病原
性菌類による攻撃から種子及び発芽中の植物が最大限に保護されるように、使用する活性
化合物の量を最適化することも望ましい。特に、種子を処理する方法では、最少量の作物
保護剤を使用して種子及び発芽中の植物の最適な保護を達成するために、トランスジェニ
ック植物の内因性の殺菌特性も考慮に入れるべきである。　
【００４５】
従って、本発明は、特に、植物病原性菌類による攻撃に対して種子及び発芽中の植物を保
護する方法にも関し、ここで、該方法は、当該種子を本発明の組成物で処理することによ
る。本発明は、さらに、種子及び発芽中の植物を植物病原性菌類に対して保護するために
種子を処理するための本発明の組成物の使用にも関する。さらに、本発明は、植物病原性
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菌類に対して保護されるように、本発明の組成物で処理された種子にも関する。　
【００４６】
出芽後の植物に損傷を与える植物病原性菌類の防除は、主として、土壌及び植物の地上部
を作物保護組成物で処理することによって行われる。作物保護組成物が環境並びにヒト及
び動物の健康に対して影響を及ぼし得ることに関して懸念があるので、施用する活性化合
物の量を低減する努力が成されている。　
【００４７】
本発明の有利な点の１つは、本発明の組成物が有している際立った浸透移行特性によって
、その組成物で種子を処理することにより、植物病原性菌類から、その種子自体が保護さ
れるのみではなく、出芽後に生じる植物も保護されるということである。このようにして
、播種時又は播種後間もなくの作物の即時的な処理を省くことができる。　
【００４８】
さらにまた、本発明による混合物が、特に、トランスジェニック種子（ここで、その種子
から成長した植物は、害虫に対して作用するタンパク質を発現することができる）に対し
ても使用可能であるということも、有利な点として見なされる。そのような種子を本発明
の活性化合物組合せ又は組成物で処理することで、例えば殺虫性タンパク質の発現によっ
てさえ、特定の害虫は防除可能である。驚くべきことに、本発明において、さらなる相乗
効果が観察される場合がある。そのような相乗効果は、害虫による攻撃に対する保護の有
効性をさらに増強する。　
【００４９】
本発明による組成物は、農業において、温室内で、森林で又は園芸若しくはブドウ栽培に
おいて使用される全ての植物品種の種子を保護するのに適している。特に、これは、禾穀
類（例えば、コムギ、オオムギ、ライムギ、ライコムギ、アワ、エンバク）、トウモロコ
シ、ワタ、ダイズ、イネ、ジャガイモ、ヒマワリ、インゲンマメ、コーヒー、ビート（例
えば、テンサイ、及び、飼料用ビート）、ラッカセイ、ナタネ、ケシ、オリーブ、ココナ
ッツ、カカオ、サトウキビ、タバコ、野菜（例えば、トマト、キュウリ、コショウ、エン
ドウマメ、インゲンマメ、タマネギ、及び、レタス）、芝生及び観賞植物の種子である（
下記も参照されたい）。禾穀類（例えば、コムギ、オオムギ、ライムギ、ライコムギ、及
び、エンバク）、トウモロコシ及びイネの種子を処理することは、特に重要である。　
【００５０】
以下でもさらに記載されているように、本発明の活性化合物組合せ又は組成物によるトラ
ンスジェニック種子の処理は、特に重要である。これは、殺虫特性を有するポリペプチド
又はタンパク質の発現を可能にする少なくとも１種類の異種遺伝子を含んでいる植物の種
子である。トランスジェニック種子内の異種遺伝子は、例えば、バシルス（Ｂａｃｉｌｌ
ｕｓ）種、リゾビウム（Ｒｈｉｚｏｂｉｕｍ）種、シュードモナス（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎ
ａｓ）種、セラチア（Ｓｅｒｒａｔｉａ）種、トリコデルマ（Ｔｒｉｃｈｏｄｅｒｍａ）
種、クラビバクテル（Ｃｌａｖｉｂａｃｔｅｒ）種、グロムス（Ｇｌｏｍｕｓ）種又はグ
リオクラジウム（Ｇｌｉｏｃｌａｄｉｕｍ）種の微生物に由来し得る。好ましくは、この
異種遺伝子は、その遺伝子産物がアワノメイガ（Ｅｕｒｏｐｅａｎ　ｃｏｒｎ　ｂｏｒｅ
ｒ）及び／又はウェスタンコーンルートワーム（Ｗｅｓｔｅｒｎ　ｃｏｒｎ　ｒｏｏｔｗ
ｏｒｍ）に対して活性を示すバシルス属各種（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｓｐ．）に由来する。
特に好ましくは、該異種遺伝子は、バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔ
ｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）に由来する。　
【００５１】
本発明に関連して、本発明による活性化合物組合せ又は組成物は、種子に対して、単独で
施用するか、又は、適切な製剤中に含ませて施用する。好ましくは、種子は、処理によっ
て損傷が引き起こされないように充分に安定な状態で処理する。一般に、種子は、収穫と
播種の間の任意の時点で処理することができる。通常、使用される種子は、植物から分離
されていて、穂軸、殻、葉柄、外皮、被毛又は果肉を伴っていない。かくして、例えば、
収穫され、不純物が取り除かれ、含水量が１５重量％未満となるまで乾燥された種子を使
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用することができる。あるいは、乾燥後に例えば水で処理され、その後再度乾燥された種
子を使用することもできる。　
【００５２】
種子を処理する場合、種子の発芽が悪影響を受けないように、又は、種子から生じた植物
が損傷を受けないように、種子に施用する本発明組成物の量及び／又はさらなる添加剤の
量を選択することに関して、一般に注意しなくてはならない。このことは、特に、特定の
施用量で薬害作用を示し得る活性化合物の場合には、留意しなくてはならない。　
【００５３】
本発明による組成物は、直接的に施用することが、即ち、さらに別の成分を含ませること
なく、また、希釈することなく、施用することが可能である。一般に、該組成物は、適切
な製剤の形態で種子に施用するのが好ましい。種子を処理するための適切な製剤及び方法
は、当業者には知られており、例えば、以下の文献に記載されている：ＵＳ　４，２７２
，４１７、ＵＳ　４，２４５，４３２、ＵＳ　４，８０８，４３０、ＵＳ　５，８７６，
７３９、ＵＳ　２００３／０１７６４２８Ａ１、ＷＯ　２００２／０８０６７５、ＷＯ　
２００２／０２８１８６。　
【００５４】
本発明に従って使用することが可能な活性化合物組合せは、慣習的な種子粉衣製剤、例え
ば、溶液剤、エマルション剤、懸濁液剤、粉末剤、泡剤、スラリー剤又は種子用の別のコ
ーティング材料、及び、さらに、ＵＬＶ製剤などに変換することができる。　
【００５５】
これらの製剤は、既知方法で、該活性化合物又は活性化合物組合せを、慣習的な添加剤、
例えば、慣習的な増量剤、及び、さらに、溶媒又は希釈剤、着色剤、湿潤剤、分散剤、乳
化剤、消泡剤、防腐剤、第２の増粘剤、粘着剤、ジベレリン類などと混合させ、及び、さ
らに、水と混合させることによって、調製する。　
【００５６】
本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤中に存在させることができる適切な着
色剤には、そのような目的に関して慣習的な全ての着色剤が包含される。水中での溶解性
が乏しい顔料及び水中で溶解する染料のいずれも使用することができる。挙げることがで
きる例としては、「Ｒｈｏｄａｍｉｎ　Ｂ」、「Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　１１
２」、及び、「Ｃ．Ｉ．Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｒｅｄ　１」の名称で知られている着色剤など
がある。　
【００５７】
本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤中に存在させることができる適切な湿
潤剤には、農薬活性物質の製剤において慣習的な、湿潤を促進する全ての物質が包含され
る。好ましくは、アルキルナフタレンスルホネート類、例えば、ジイソプロピルナフタレ
ンスルホネート又はジイソブチルナフタレンスルホネートなどを使用することができる。
　
【００５８】
本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤中に存在させることができる適切な分
散剤及び／又は乳化剤には、農薬活性物質の製剤において慣習的な非イオン性、アニオン
性及びカチオン性の全ての分散剤が包含される。好ましくは、非イオン性若しくはアニオ
ン性の分散剤又は非イオン性若しくはアニオン性の分散剤の混合物を使用することができ
る。特に適切な非イオン性分散剤は、エチレンオキシド－プロピレンオキシドブロックコ
ポリマー類、アルキルフェノールポリグリコールエーテル類及びトリスチリルフェノール
ポリグリコールエーテル類、並びに、それらのリン酸化誘導体又は硫酸化誘導体である。
特に適切なアニオン性分散剤は、リグノスルホネート類、ポリアクリル酸塩類及びアリー
ルスルホネート－ホルムアルデヒド縮合物である。　
【００５９】
本発明に従って使用される種子粉衣製剤中に存在させることができる消泡剤には、農薬活
性化合物の製剤において慣習的な全ての泡抑制化合物が包含される。好ましくは、シリコ
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ーン消泡剤、ステアリン酸マグネシウム、シリコーンエマルション類、長鎖アルコール類
、脂肪酸とそれらの塩、及び、さらに、有機フッ素化合物、並びに、それらの混合物を使
用する。　
【００６０】
本発明に従って使用される種子粉衣製剤中に存在させることができる防腐剤には、農薬組
成物中で当該目的のために使用することが
可能な全ての化合物が包含される。例として、ジクロロフェン及びベンジルアルコールヘ
ミホルマールを挙げることができる。　
【００６１】
本発明に従って使用される種子粉衣製剤中に存在させることができる第２の増粘剤には、
農薬組成物中で当該目的のために使用することが可能な全ての化合物が包含される。セル
ロース誘導体、アクリル酸誘導体、多糖類、例えば、キサンタンガム又はＶｅｅｇｕｍ、
変性クレー、フィロケイ酸塩、例えば、アタパルジャイト及びベントナイト、並びに、さ
らに、微粉化ケイ酸が好ましい。　
【００６２】
本発明に従って使用される種子粉衣製剤中に存在させることができる適切な粘着剤には、
種子粉衣中で使用可能な全ての慣習的な結合剤が包含される。ポリビニルピロリドン、ポ
リ酢酸ビニル、ポリビニルアルコール及びチロースを好ましいものとして挙げることがで
きる。　
【００６３】
本発明に従って使用される種子粉衣製剤中に存在させることができる適切なジベレリン類
は、好ましくは、ジベレリンＡ１、ジベレリンＡ３（＝ジベレリン酸）、ジベレリンＡ４
及びジベレリンＡ７であり；ジベレリン酸を使用するのが特に好ましい。ジベレリン類は
知られている（ｃｆ．　Ｒ．　Ｗｅｇｌｅｒ　“Ｃｈｅｍｉｅ　ｄｅｒ　Ｐｆｌａｎｚｅ
ｎｓｃｈｕｔｚ－　ａｎｄ　Ｓｃｈａｄｌｉｎｇｓｂｅｋａｍｐｆｕｎｇｓｍｉｔｔｅｌ
”　［Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ｏｆ　Ｃｒｏｐ　Ｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎ　Ａｇｅｎｔｓ　ａ
ｎｄ　Ｐｅｓｔｉｃｉｄｅｓ］，　Ｖｏｌ．２，　Ｓｐｒｉｎｇｅｒ　Ｖｅｒｌａｇ，　
１９７０，　ｐｐ．４０１－４１２）。　
【００６４】
本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤は、極めて多くの種類の種子を処理す
るために、直接的に使用することができるか、又は、予め水で希釈したあとで使用するこ
とができる。本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤又はそれらの希釈された
調製物は、トランスジェニック植物の種子を粉衣するために使用することもできる。これ
に関連して、発現により形成された物質との相互作用において、相乗効果が生じることも
あり得る。　
【００６５】
本発明に従って使用することが可能な種子粉衣製剤又は水を添加することによってその種
子粉衣製剤から調製される調製物を用いて種子を処理するのに適している混合装置には、
粉衣するために一般的に使用することができる全ての混合装置が包含される。粉衣すると
きに採用される具体的な手順は、種子を混合機の中に入れること、所望される特定量の種
子粉衣製剤を、そのままで添加するか又は予め水で希釈したあとで添加すること、及び、
該製剤が当該種子の表面に均質に分配されるまで混合を実施することを含む。場合により
、続いて、乾燥工程を行う。　
【００６６】
本発明による活性化合物又は組成物は、強力な殺微生物活性（ｍｉｃｒｏｂｉｃｉｄａｌ
　ａｃｔｉｖｉｔｙ）を有しており、作物保護と材料物質（ｍａｔｅｒｉａｌ）の保護に
おいて、菌類及び細菌類などの望ましくない微生物を防除するために使用することができ
る。　
【００６７】
作物保護において、殺菌剤は、ネコブカビ類（Ｐｌａｓｍｏｄｉｏｐｈｏｒｏｍｙｃｅｔ
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ｅｓ）、卵菌類（Ｏｏｍｙｃｅｔｅｓ）、ツボカビ類（Ｃｈｙｔｒｉｄｉｏｍｙｃｅｔｅ
ｓ）、接合菌類（Ｚｙｇｏｍｙｃｅｔｅｓ）、子嚢菌類（Ａｓｃｏｍｙｃｅｔｅｓ）、担
子菌類（Ｂａｓｉｄｉｏｍｙｃｅｔｅｓ）及び不完全菌類（Ｄｅｕｔｅｒｏｍｙｃｅｔｅ
ｓ）を防除するために、使用することができる。　
【００６８】
作物保護において、殺細菌剤（ｂａｃｔｅｒｉｃｉｄｅ）は、シュードモナス科（Ｐｓｅ
ｕｄｏｍｏｎａｄａｃｅａｅ）、リゾビウム科（Ｒｈｉｚｏｂｉａｃｅａｅ）、腸内細菌
科（Ｅｎｔｅｒｏｂａｃｔｅｒｉａｃｅａｅ）、コリネバクテリウム科（Ｃｏｒｙｎｅｂ
ａｃｔｅｒｉａｃｅａｅ）及びストレプトミセス科（Ｓｔｒｅｐｔｏｍｙｃｅｔａｃｅａ
ｅ）を防除するために、使用することができる。　
【００６９】
本発明による殺菌剤組成物は、植物病原性菌類を治療的又は保護的に防除するために使用
することができる。従って、本発明は、本発明による活性化合物組合せ又は組成物を使用
して植物病原性菌類を防除するための治療的方法又は保護的方法にも関し、ここで、該活
性化合物組合せ又は組成物は、種子、植物若しくは植物の部分、果実又は植物がそこで成
育している土壌に施用される。好ましくは、植物若しくは植物の部分、果実又は植物がそ
こで成育している土壌に施用する。　
【００７０】
作物保護において植物病原性菌類を駆除するための本発明による組成物は、有効で且つ植
物に対して毒性を示さない量の本発明化合物を含んでいる。「有効で且つ植物に対して毒
性を示さない量（ａｃｔｉｖｅ，　ｂｕｔ　ｎｏｎ－ｐｈｙｔｏｔｏｘｉｃ　ａｍｏｕｎ
ｔ）」は、菌類に起因する植物病害を防除するか又は完全に根絶するのに充分でありなが
ら、同時に、植物毒性の顕著な症状を示すことのない、本発明組成物の量を意味するもの
である。そのような施用量は、一般に、比較的広い範囲内で変えることができる。そのよ
うな施用量は、複数の要因、例えば、植物病原性菌類、植物又は作物、気候条件及び本発
明による組成物の成分などに依存する。　
【００７１】
植物病害を防除するために必要な濃度における該活性化合物に対して植物が充分な耐性を
示すという事実により、植物の地上部の処理、栄養繁殖器官（ｖｅｇｅｔａｔｉｖｅ　ｐ
ｒｏｐａｇａｔｉｏｎ　ｍａｔｅｒｉａｌ）及び種子の処理、並びに、土壌の処理が可能
である。　
【００７２】
本発明に従って、全ての植物及び植物の部分を処理することができる。ここで、植物とい
うのは、望ましい及び望ましくない野生植物又は作物植物（自然発生した作物植物を包含
する）のような全ての植物及び植物群を意味するものと理解される。作物植物は、慣習的
な育種法及び最適化法により、又は、生物工学的方法及び遺伝子工学的方法により、又は
、それら方法を組み合わせたものにより得ることが可能な植物であることができる。その
ような作物植物には、トランスジェニック植物も包含され、また、植物品種保護権によっ
て保護することができる植物品種又は保護することができない植物品種も包含される。植
物の部分は、植物の地上及び地下の全ての部分及び器官、例えば、枝条、葉、花及び根な
どを意味するものと理解され、挙げることができる例は、葉、針状葉、茎、幹、花、子実
体、果実及び種子、さらに、根、塊茎及び根茎である。植物の部分には、さらに、収穫物
、並びに、栄養繁殖器官及び生殖繁殖器官（ｖｅｇｅｔａｔｉｖｅ　ａｎｄ　ｇｅｎｅｒ
ａｔｉｖｅ　ｐｒｏｐａｇａｔｉｏｎ　ｍａｔｅｒｉａｌ）、例えば、実生、塊茎、根茎
、挿木（ｃｕｔｔｉｎｇ）及び種子なども包含される。好ましいのは、植物全体を処理す
ること、並びに、枝条、葉、花及び根などの植物の地上及び地下の部分及び器官（挙げる
ことができる例は、葉、針状葉、茎、幹、花及び果実である）を処理することである。　
【００７３】
本発明の活性化合物は、植物が良好な耐性を示すこと及び温血動物に対する毒性が望まし
い程度であること及び環境によって充分に許容されることと相まって、植物及び植物の器
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官を保護するのに適しており、収穫高を増大させるのに適しており、収穫物の質を向上さ
せるのに適している。それらは、好ましくは、作物保護剤として使用することができる。
それらは、通常の感受性種及び抵抗性種に対して有効であり、また、全ての発育段階又は
一部の発育段階に対して有効である。　
【００７４】
以下の植物を、本発明に従って処理することが可能な植物として挙げることができる：　
ワタ、アマ、ブドウの木、果実、野菜、例えば、バラ科各種（Ｒｏｓａｃｅａｅ　ｓｐ．
）（例えば、仁果、例えば、リンゴ及びナシ、さらに、核果、例えば、アンズ、サクラの
木、アーモンド及びモモ、並びに、小果樹、例えば、イチゴ）、リベシオイダエ科各種（
Ｒｉｂｅｓｉｏｉｄａｅ　ｓｐ．）、クルミ科各種（Ｊｕｇｌａｎｄａｃｅａｅ　ｓｐ．
）、カバノキ科各種（Ｂｅｔｕｌａｃｅａｅ　ｓｐ．）、ウルシ科各種（Ａｎａｃａｒｄ
ｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）、ブナ科各種（Ｆａｇａｃｅａｅ　ｓｐ．）、クワ科各種（Ｍｏ
ｒａｃｅａｅ　ｓｐ．）、モクセイ科各種（Ｏｌｅａｃｅａｅ　ｓｐ．）、マタタビ科各
種（Ａｃｔｉｎｉｄａｃｅａｅ　ｓｐ．）、クスノキ科各種（Ｌａｕｒａｃｅａｅ　ｓｐ
．）、バショウ科各種（Ｍｕｓａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、バナナの木及びプランテ
ーション）、アカネ科各種（Ｒｕｂｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、コーヒー）、ツバ
キ科各種（Ｔｈｅａｃｅａｅ　ｓｐ．）、アオギリ科各種（Ｓｔｅｒｃｕｌｉｃｅａｅ　
ｓｐ．）、ミカン科各種（Ｒｕｔａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、レモン、オレンジ及び
グレープフルーツ）、ナス科各種（Ｓｏｌａｎａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、トマト）
、ユリ科各種（Ｌｉｌｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）、キク科各種（Ａｓｔｅｒａｃｅａｅ　ｓ
ｐ．）（例えば、レタス）、セリ科各種（Ｕｍｂｅｌｌｉｆｅｒａｅ　ｓｐ．）、アブラ
ナ科各種（Ｃｒｕｃｉｆｅｒａｅ　ｓｐ．）、アカザ科各種（Ｃｈｅｎｏｐｏｄｉａｃｅ
ａｅ　ｓｐ．）、ウリ科各種（Ｃｕｃｕｒｂｉｔａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、キュウ
リ）、ネギ科各種（Ａｌｌｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、リーキ、タマネギ）、マメ
科各種（Ｐａｐｉｌｉｏｎａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、エンドウ）；　主要作物植物
、例えば、イネ科各種（Ｇｒａｍｉｎｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、トウモロコシ、芝、禾
穀類、例えば、コムギ、ライムギ、イネ、オオムギ、エンバク、アワ、及び、ライコムギ
）、イネ科各種（Ｐｏａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、サトウキビ）、キク科各種（Ａｓ
ｔｅｒａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、ヒマワリ）、アブラナ科各種（Ｂｒａｓｓｉｃａ
ｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、白キャベツ、赤キャベツ、ブロッコリー、カリフラワー、
芽キャベツ、タイサイ、コールラビ、ハツカダイコン、さらに、ナタネ、カラシナ、セイ
ヨウワサビ、及び、コショウソウ）、マメ科各種（Ｆａｂａｃａｅ　ｓｐ．）（例えば、
インゲンマメ、エンドウ、ピーナッツ）、マメ科各種（Ｐａｐｉｌｉｏｎａｃｅａｅ　ｓ
ｐ．）（例えば、ダイズ）、ナス科各種（Ｓｏｌａｎａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、ジ
ャガイモ）、アカザ科各種（Ｃｈｅｎｏｐｏｄｉａｃｅａｅ　ｓｐ．）（例えば、テンサ
イ、飼料用ビート、フダンソウ、ビートルート）；　庭及び森林における作物植物及び観
賞植物；　さらに、何れの場合にもこれら植物の遺伝子組み換えが行われた品種。　
【００７５】
好ましい実施形態では、該植物は、単子葉植物であり得る。単子葉植物の例としては、オ
オムギ、トウモロコシ、リーキ、タマネギ、イネ、ソルガム、スウィートコーン、コムギ
、ライムギ、アワ、サトウキビ、エンバク、ライコムギ、スイッチグラス及び芝草などを
挙げることができる。特に好ましい実施形態では、該植物は、トウモロコシである。　
【００７６】
上記で既に述べたように、本発明によって、全ての植物及びそれらの部分を処理すること
ができる。好ましい実施形態では、野生の植物種及び植物品種、又は、交雑若しくはプロ
トプラスト融合のような慣習的な生物学的育種法により得られた植物種及び植物品種、並
びに、それらの部分を処理する。好ましいさらなる実施形態では、適切な場合には慣習的
な方法と組み合わせた遺伝子工学的方法により得られたトランスジェニック植物及び植物
品種（遺伝子組換え生物）及びそれらの部分を処理する。用語「部分（ｐａｒｔｓ）」、
「植物の部分（ｐａｒｔｓ　ｏｆ　ｐｌａｎｔｓ）」及び「植物の部分（ｐｌａｎｔ　ｐ
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ａｒｔｓ）」については、既に上記で説明した。特に好ましくは、いずれの場合も市販さ
れているか又は使用されている植物品種の植物を、本発明によって処理する。植物品種は
、慣習的な育種又は突然変異誘発又は組換えＤＮＡ技術によって得られた、新しい特性（
「形質」）を有する植物を意味するものと理解されるべきである。これらは、品種、生物
型又は遺伝子型であることができる。　
【００７７】
本発明による処理方法は、遺伝子組換え生物（ＧＭＯ）、例えば、植物又は種子などの処
理に
おいて使用される。遺伝子組換え植物（又は、トランスジェニック植物）は、異種遺伝子
がゲノムに安定的に組み込まれている植物である。表現「異種遺伝子」は、本質的に、供
給されたか又は当該植物の外部で構築された遺伝子であって、核のゲノム、葉緑体のゲノ
ム又はミトコンドリアのゲノムの中に導入されたときに、興味深いタンパク質若しくはポ
リペプチドを発現することにより、又は、その植物体内に存在している別の１つ若しくは
複数の遺伝子をダウンレギュレート若しくはサイレンシングすることにより、当該形質転
換された植物に新しい又は改善された作物学的特性又は別の特性を付与する遺伝子を意味
する〔例えば、以下のものを使用する：アンチセンス技術、コサプレッション技術又はＲ
ＮＡ干渉－ＲＮＡｉ技術〕。ゲノム内に位置している異種遺伝子は、導入遺伝子とも称さ
れる。植物ゲノム内におけるその特異的な位置によって定義される導入遺伝子は、形質転
換又は遺伝子導入イベントと称される。　
【００７８】
植物種又は植物品種、それらの生育場所及び生育条件（土壌、気候、生育期、養分（ｄｉ
ｅｔ））に応じて、本発明の処理により、相加効果を超える効果（「相乗効果」）も生じ
得る。かくして、例えば、本発明により使用し得る活性化合物及び組成物の施用量の低減
及び／又は活性スペクトルの拡大及び／又は活性の増強、植物の生育の向上、高温又は低
温に対する耐性の向上、渇水又は水中若しくは土壌中に含まれる塩分に対する耐性の向上
、開花能力の向上、収穫の容易性の向上、促進された成熟、収穫量の増加、果実の大きさ
の増大、植物の高さの増大、葉の緑色の向上、より早い開花、収穫された生産物の品質の
向上及び／又は栄養価の増加、果実内の糖度の上昇、収穫された生産物の貯蔵安定性の向
上及び／又は加工性の向上などが可能であり、ここで、これらは、実際に予期されるであ
ろう効果を超える。　
【００７９】
特定の施用量において、本発明による活性化合物組合せは、植物において強化効果（ｓｔ
ｒｅｎｇｔｈｅｎｉｎｇ　ｅｆｆｅｃｔ）も示し得る。従って、本発明の活性化合物組合
せは、望ましくない植物病原性の菌類及び／又は微生物類及び／又はウイルス類による攻
撃に対して植物の防御システムを動員させるのにも適している。これは、適切な場合には
、本発明による組合せの例えば菌類に対する強化された活性の理由のうちの１つであり得
る。植物を強化する（抵抗性を誘導する）物質は、本発明に関連して、処理された植物が
、その後で望ましくない植物病原性の菌類及び／又は微生物類及び／又はウイルス類を接
種されたときに、それら植物病原性の菌類及び／又は微生物類及び／又はウイルス類に対
して実質的な程度の抵抗性を示すように、植物の防御システムを刺激することができる物
質又は物質の組合せを意味するものと理解される。かくして、処理後ある一定の期間、上
記病原体による攻撃から植物を保護するために、本発明の物質を用いることができる。保
護がもたらされる期間は、植物が該活性化合物で処理されてから、一般に、１～１０日間
、好ましくは、１～７日間である。　
【００８０】
本発明に従って処理するのが好ましい植物及び植物品種は、特に有利で有益な形質を植物
に付与する遺伝物質を有している全ての植物（育種によって得られたものであろうと、及
び／又は、生物工学的方法によって得られたものであろうと）を包含する。　
【００８１】
本発明に従って処理するのが同様に好ましい植物及び植物品種は、１以上の生物的ストレ
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スに対して抵抗性を示す。即ち、そのような植物は、害虫及び有害微生物に対して、例え
ば、線虫類、昆虫類、ダニ類、植物病原性の菌類、細菌類、ウイルス類及び／又はウイロ
イド類などに対して、良好な防御を示す。　
【００８２】
本発明による組合せは、線虫抵抗性植物において植物寄生性線虫類を防除するのに特に有
用であり、ここで、該線虫類は、以下の種の線虫である：アフェレンコイデス属種（Ａｐ
ｈｅｌｅｎｃｈｏｉｄｅｓ　ｓｐｐ．）、ブルサフェレンクス属種（Ｂｕｒｓａｐｈｅｌ
ｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、ジチレンクス属種（Ｄｉｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、
グロボデラ属種（Ｇｌｏｂｏｄｅｒａ　ｓｐｐ．）、ヘテロデラ属種（Ｈｅｔｅｒｏｄｅ
ｒａ　ｓｐｐ．）、ロンギドルス属種（Ｌｏｎｇｉｄｏｒｕｓ　ｓｐｐ．）、メロイドギ
ネ属種（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｓｐｐ．）、プラチレンクス属種（Ｐｒａｔｙｌｅｎ
ｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、ラドホルス属種（Ｒａｄｏｐｈｏｌｕｓ　ｓｐｐ．）、トリコド
ルス属種（Ｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｓｐｐ．）、チレンクルス属種（Ｔｙｌｅｎｃｈｕ
ｌｕｓ　ｓｐｐ．）、キシフィネマ属種（Ｘｉｐｈｉｎｅｍａ　ｓｐｐ．）、ヘリコチレ
ンクス属種（Ｈｅｌｉｃｏｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、チレンコリンクス属種（Ｔ
ｙｌｅｎｃｈｏｒｈｙｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、スクテロネマ属種（Ｓｃｕｔｅｌｌｏｎ
ｅｍａ　ｓｐｐ．）、パラトリコドルス属種（Ｐａｒａｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｓｐｐ
．）、メロイネマ属種（Ｍｅｌｏｉｎｅｍａ　ｓｐｐ．）、パラフェレンクス属種（Ｐａ
ｒａｐｈｅｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、アグレンクス属種（Ａｇｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｐ
ｐ．）、ベロノライムス属種（Ｂｅｌｏｎｏｌａｉｍｕｓ　ｓｐｐ．）、ナコブス属種（
Ｎａｃｏｂｂｕｓ　ｓｐｐ．）、ロチレンクルス属種（Ｒｏｔｙｌｅｎｃｈｕｌｕｓ　ｓ
ｐｐ．）、ロチレンクス属種（Ｒｏｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、ネオチレンクス属
種（Ｎｅｏｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、パラフェレンクス属種（Ｐａｒａｐｈｅｌ
ｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、ドリコドルス属種（Ｄｏｌｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｓｐｐ．）
、ホプロライムス属種（Ｈｏｐｌｏｌａｉｍｕｓ　ｓｐｐ．）、プンクトデラ属種（Ｐｕ
ｎｃｔｏｄｅｒａ　ｓｐｐ．）、クリコネメラ属種（Ｃｒｉｃｏｎｅｍｅｌｌａ　ｓｐｐ
．）、キニスルシウス属種（Ｑｕｉｎｉｓｕｌｃｉｕｓ　ｓｐｐ．）、ヘミシクリオホラ
属種（Ｈｅｍｉｃｙｃｌｉｏｐｈｏｒａ　ｓｐｐ．）、アングイナ属種（Ａｎｇｕｉｎａ
　ｓｐｐ．）、スバングイナ属種（Ｓｕｂａｎｇｕｉｎａ　ｓｐｐ．）、ヘミクリコネモ
イデス属種（Ｈｅｍｉｃｒｉｃｏｎｅｍｏｉｄｅｓ　ｓｐｐ．）、プシレンクス属種（Ｐ
ｓｉｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、プセウドハレンクス属種（Ｐｓｅｕｄｏｈａｌｅｎｃ
ｈｕｓ　ｓｐｐ．）、クリコネモイデス属種（Ｃｒｉｃｏｎｅｍｏｉｄｅｓ　ｓｐｐ．）
、カコパウルス属種（Ｃａｃｏｐａｕｒｕｓ　ｓｐｐ．）、アグレンクス・アグリコラ（
Ａｇｌｅｎｃｈｕｓ　ａｇｒｉｃｏｌａ）、アングイナ・トリチシ（Ａｎｇｕｉｎａ　ｔ
ｒｉｔｉｃｉ）、アフェレンコイデス・アラキジス（Ａｐｈｅｌｅｎｃｈｏｉｄｅｓ　ａ
ｒａｃｈｉｄｉｓ）、アフェレンコイデス・フラガリアエ（Ａｐｈｅｌｅｎｃｈｏｉｄｅ
ｓ　ｆｒａｇａｒｉａｅ）、ベロノライムス・グラシリス（Ｂｅｌｏｎｏｌａｉｍｕｓ　
ｇｒａｃｉｌｉｓ）、ベロノライムス・ロンギカウダツス（Ｂｅｌｏｎｏｌａｉｍｕｓ　
ｌｏｎｇｉｃａｕｄａｔｕｓ）、ベロノライムス・ノルトニ（Ｂｅｌｏｎｏｌａｉｍｕｓ
　ｎｏｒｔｏｎｉ）、カコパウルス・ペスチス（Ｃａｃｏｐａｕｒｕｓ　ｐｅｓｔｉｓ）
、クリコネメラ・クルバタ（Ｃｒｉｃｏｎｅｍｅｌｌａ　ｃｕｒｖａｔａ）、クリコネメ
ラ・オノエンシス（Ｃｒｉｃｏｎｅｍｅｌｌａ　ｏｎｏｅｎｓｉｓ）、クリコネメラ・オ
ルナタ（Ｃｒｉｃｏｎｅｍｅｌｌａ　ｏｒｎａｔａ）、クリコネメラ・ルシウム（Ｃｒｉ
ｃｏｎｅｍｅｌｌａ　ｒｕｓｉｕｍ）、クリコネメラ・キセノプラキス（Ｃｒｉｃｏｎｅ
ｍｅｌｌａ　ｘｅｎｏｐｌａｘ）（＝メソクリコネマ・キセノプラキス（Ｍｅｓｏｃｒｉ
ｃｏｎｅｍａ　ｘｅｎｏｐｌａｘ））、及び、概して、クリコネメラ属種（Ｃｒｉｃｏｎ
ｅｍｅｌｌａ　ｓｐｐ．）、クリコネモイデス・フェルニアエ（Ｃｒｉｃｏｎｅｍｏｉｄ
ｅｓ　ｆｅｒｎｉａｅ）、クリコネモイデス・オノエンセ（Ｃｒｉｃｏｎｅｍｏｉｄｅｓ
　ｏｎｏｅｎｓｅ）、クリコネモイデス・オルナツム（Ｃｒｉｃｏｎｅｍｏｉｄｅｓ　ｏ
ｒｎａｔｕｍ）、及び、概して、クリコネモイデス属種（Ｃｒｉｃｏｎｅｍｏｉｄｅｓ　
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ｓｐｐ．）、ジチレンクス・デストルクトル（Ｄｉｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｄｅｓｔｒｕｃ
ｔｏｒ）、ジチレンクス・ジプサシ（Ｄｉｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｄｉｐｓａｃｉ）、ジチ
レンクス・ミセリオファグス（Ｄｉｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｍｙｃｅｌｉｏｐｈａｇｕｓ）
、及び、概して、ジチレンクス属種（Ｄｉｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、ドリコドル
ス・ヘテロセファルス（Ｄｏｌｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｈｅｔｅｒｏｃｅｐｈａｌｕｓ）、
グロボデラ・パリダ（Ｇｌｏｂｏｄｅｒａ　ｐａｌｌｉｄａ）（＝ヘテロデラ・パリダ（
Ｈｅｔｅｒｏｄｅｒａ　ｐａｌｌｉｄａ））、グロボデラ・ロストキエンシス（Ｇｌｏｂ
ｏｄｅｒａ　ｒｏｓｔｏｃｈｉｅｎｓｉｓ）、グロボデラ・ソラナセアルム（Ｇｌｏｂｏ
ｄｅｒａ　ｓｏｌａｎａｃｅａｒｕｍ）、グロボデラ・タバクム（Ｇｌｏｂｏｄｅｒａ　
ｔａｂａｃｕｍ）、グロボデラ・ビルギニアエ（Ｇｌｏｂｏｄｅｒａ　ｖｉｒｇｉｎｉａ
ｅ）、ヘリコチレンクス・ジゴニクス（Ｈｅｌｉｃｏｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｄｉｇｏｎｉ
ｃｕｓ）、ヘリコチレンクス・ジヒステラ（Ｈｅｌｉｃｏｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｄｉｈｙ
ｓｔｅｒａ）、ヘリコチレンクス・エリトリネ（Ｈｅｌｉｃｏｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｅｒ
ｙｔｈｒｉｎｅ）、ヘリコチレンクス・ムルチシンクツス（Ｈｅｌｉｃｏｔｙｌｅｎｃｈ
ｕｓ　ｍｕｌｔｉｃｉｎｃｔｕｓ）、ヘリコチレンクス・ナンヌス（Ｈｅｌｉｃｏｔｙｌ
ｅｎｃｈｕｓ　ｎａｎｎｕｓ）、ヘリコチレンクス・プセウドロブスツス（Ｈｅｌｉｃｏ
ｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｐｓｅｕｄｏｒｏｂｕｓｔｕｓ）、及び、概して、ヘリコチレンク
ス属種（Ｈｅｌｉｃｏｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、ヘミクリコネモイデス（Ｈｅｍ
ｉｃｒｉｃｏｎｅｍｏｉｄｅｓ）、ヘミシクリオホラ・アレナリア（Ｈｅｍｉｃｙｃｌｉ
ｏｐｈｏｒａ　ａｒｅｎａｒｉａ）、ヘミシクリオホラ・ヌダタ（Ｈｅｍｉｃｙｃｌｉｏ
ｐｈｏｒａ　ｎｕｄａｔａ）、ヘミシクリオホラ・パルバナ（Ｈｅｍｉｃｙｃｌｉｏｐｈ
ｏｒａ　ｐａｒｖａｎａ）、ヘテロデラ・アベナエ（Ｈｅｔｅｒｏｄｅｒａ　ａｖｅｎａ
ｅ）、ヘテロデラ・クルシフェラエ（Ｈｅｔｅｒｏｄｅｒａ　ｃｒｕｃｉｆｅｒａｅ）、
ヘテロデラ・グリシネス（Ｈｅｔｅｒｏｄｅｒａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ）、ヘテロデラ・オ
リザエ（Ｈｅｔｅｒｏｄｅｒａ　ｏｒｙｚａｅ）、ヘテロデラ・スカハクチイ（Ｈｅｔｅ
ｒｏｄｅｒａ　ｓｃｈａｃｈｔｉｉ）、ヘテロデラ・ゼアエ（Ｈｅｔｅｒｏｄｅｒａ　ｚ
ｅａｅ）、及び、概して、ヘテロデラ属種（Ｈｅｔｅｒｏｄｅｒａ　ｓｐｐ．）、ホプロ
ライムス・アエギプチイ（Ｈｏｐｌｏｌａｉｍｕｓ　ａｅｇｙｐｔｉｉ）、ホプロライム
ス・カリホルニクス（Ｈｏｐｌｏｌａｉｍｕｓ　ｃａｌｉｆｏｒｎｉｃｕｓ）、ホプロラ
イムス・コルムブス（Ｈｏｐｌｏｌａｉｍｕｓ　ｃｏｌｕｍｂｕｓ）、ホプロライムス・
ガレアツス（Ｈｏｐｌｏｌａｉｍｕｓ　ｇａｌｅａｔｕｓ）、ホプロライムス・インジク
ス（Ｈｏｐｌｏｌａｉｍｕｓ　ｉｎｄｉｃｕｓ）、ホプロライムス・マグニスチルス（Ｈ
ｏｐｌｏｌａｉｍｕｓ　ｍａｇｎｉｓｔｙｌｕｓ）、ホプロライムス・パラロブスツス（
Ｈｏｐｌｏｌａｉｍｕｓ　ｐａｒａｒｏｂｕｓｔｕｓ）、ロンギドルス・アフリカヌス（
Ｌｏｎｇｉｄｏｒｕｓ　ａｆｒｉｃａｎｕｓ）、ロンギドルス・ブレビアンヌラツス（Ｌ
ｏｎｇｉｄｏｒｕｓ　ｂｒｅｖｉａｎｎｕｌａｔｕｓ）、ロンギドルス・エロンガツス（
Ｌｏｎｇｉｄｏｒｕｓ　ｅｌｏｎｇａｔｕｓ）、ロンギドルス・ラエビカピタツス（Ｌｏ
ｎｇｉｄｏｒｕｓ　ｌａｅｖｉｃａｐｉｔａｔｕｓ）、ロンギドルス・ビネアコラ（Ｌｏ
ｎｇｉｄｏｒｕｓ　ｖｉｎｅａｃｏｌａ）、及び、概して、ロンギドルス属種（Ｌｏｎｇ
ｉｄｏｒｕｓ　ｓｐｐ．）、メロイデギネ・アクロネア（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ａｃ
ｒｏｎｅａ）、メロイデギネ・アフリカナ（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ａｆｒｉｃａｎａ
）、メロイデギネ・アレナリア（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ａｒｅｎａｒｉａ）、メロイ
デギネ・アレナリア・タメシ（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ
　ａｒｅｎａｒｉａ　ｔｈａｍｅｓｉ）、メロイデギネ・アルチエラ（Ｍｅｌｏｉｄｏｇ
ｙｎｅ　ａｒｔｉｅｌｌａ）、メロイデギネ・キトウォオジ（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　
ｃｈｉｔｗｏｏｄｉ）、メロイデギネ・コフェイコラ（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｃｏｆ
ｆｅｉｃｏｌａ）、メロイデギネ・エチオピカ（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｅｔｈｉｏｐ
ｉｃａ）、メロイデギネ・エキシグア（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｅｘｉｇｕａ）、メロ
イデギネ・グラミニコラ（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｇｒａｍｉｎｉｃｏｌａ）、メロイ
デギネ・グラミニス（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｇｒａｍｉｎｉｓ）、メロイデギネ・ハ
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プラ（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｈａｐｌａ）、メロイデギネ・インコグニタ（Ｍｅｌｏ
ｉｄｏｇｙｎｅ　ｉｎｃｏｇｎｉｔａ）、メロイデギネ・インコグニタ・アクリタ（Ｍｅ
ｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｉｎｃｏｇｎｉｔａ　ａｃｒｉｔａ）、メロイデギネ・ジャバニカ
（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｊａｖａｎｉｃａ）、メロイデギネ・キクイエンシス（Ｍｅ
ｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｋｉｋｕｙｅｎｓｉｓ）、メロイデギネ・ナアシ（Ｍｅｌｏｉｄｏ
ｇｙｎｅ　ｎａａｓｉ）、メロイデギネ・パラナエンシス（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｐ
ａｒａｎａｅｎｓｉｓ）、メロイデギネ・タメシ（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｔｈａｍｅ
ｓｉ）、及び、概して、メロイデギネ属種（Ｍｅｌｏｉｄｏｇｙｎｅ　ｓｐｐ．）、メロ
イネマ属種（Ｍｅｌｏｉｎｅｍａ　ｓｐｐ．）、ナコブス・アベルランス（Ｎａｃｏｂｂ
ｕｓ　ａｂｅｒｒａｎｓ）、ネオチレンクス・ビギシ（Ｎｅｏｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｖｉ
ｇｉｓｓｉ）、パラフェレンクス・プセウドパリエチヌス（Ｐａｒａｐｈｅｌｅｎｃｈｕ
ｓ　ｐｓｅｕｄｏｐａｒｉｅｔｉｎｕｓ）、パラトリコドルス・アリウス（Ｐａｒａｔｒ
ｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ａｌｌｉｕｓ）、パラトリコドルス・ロバツス（Ｐａｒａｔｒｉｃ
ｈｏｄｏｒｕｓ　ｌｏｂａｔｕｓ）、パラトリコドルス・ミノル（Ｐａｒａｔｒｉｃｈｏ
ｄｏｒｕｓ　ｍｉｎｏｒ）、パラトリコドルス・ナヌス（Ｐａｒａｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕ
ｓ　ｎａｎｕｓ）、パラトリコドルス・ポロスス（Ｐａｒａｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｐ
ｏｒｏｓｕｓ）、パラトリコドルス・テレス（Ｐａｒａｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｔｅｒ
ｅｓ）、及び、概して、パラトリコドルス属種（Ｐａｒａｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｓｐ
ｐ．）、パラチレンクス・ハマツス（Ｐａｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｈａｍａｔｕｓ）、
パラチレンクス・ミヌツス（Ｐａｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｍｉｎｕｔｕｓ）、パラチレ
ンクス・プロジェクツス（Ｐａｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｐｒｏｊｅｃｔｕｓ）、及び、
概して、パラチレンクス属種（Ｐａｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、プラチレンク
ス・アギリス（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ａｇｉｌｉｓ）、プラチレンクス・アレニ（
Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ａｌｌｅｎｉ）、プラチレンクス・アンジヌス（Ｐｒａｔｙ
ｌｅｎｃｈｕｓ　ａｎｄｉｎｕｓ）、プラチレンクス・ブラキウルス（Ｐｒａｔｙｌｅｎ
ｃｈｕｓ　ｂｒａｃｈｙｕｒｕｓ）、プラチレンクス・セレアリス（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃ
ｈｕｓ　ｃｅｒｅａｌｉｓ）、プラチレンクス・コフェアエ（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ
　ｃｏｆｆｅａｅ）、プラチレンクス・クレナツス（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｃｒｅ
ｎａｔｕｓ）、プラチレンクス・デラトレイ（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｄｅｌａｔｔ
ｒｅｉ）、プラチレンクス・ギイビカウダツス（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｇｉｉｂｂ
ｉｃａｕｄａｔｕｓ）、プラチレンクス・ゴオデイイ（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｇｏ
ｏｄｅｙｉ）、プラチレンクス・ハマツス（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｈａｍａｔｕｓ
）、プラチレンクス・ヘキシンシスス（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｈｅｘｉｎｃｉｓｕ
ｓ）、プラチレンクス・ロオシ（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｌｏｏｓｉ）、プラチレン
クス・ネグレクツス（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｎｅｇｌｅｃｔｕｓ）、プラチレンク
ス・ペネトランス（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｐｅｎｅｔｒａｎｓ）、プラチレンクス
・プラテンシス（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｐｒａｔｅｎｓｉｓ）、プラチレンクス・
スクリブネリ（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｃｒｉｂｎｅｒｉ）、プラチレンクス・テ
レス（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｔｅｒｅｓ）、プラチレンクス・トルネイ（Ｐｒａｔ
ｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｔｈｏｒｎｅｉ）、プラチレンクス・ブルヌス（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃ
ｈｕｓ　ｖｕｌｎｕｓ）、プラチレンクス・ゼアエ（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｚｅａ
ｅ）、及び、概して、プラチレンクス属種（Ｐｒａｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、プ
セウドハレンクス・ミヌツス（Ｐｓｅｕｄｏｈａｌｅｎｃｈｕｓ　ｍｉｎｕｔｕｓ）、プ
シレンクス・マグニデンス（Ｐｓｉｌｅｎｃｈｕｓ　ｍａｇｎｉｄｅｎｓ）、プシレンク
ス・ツミズス（Ｐｓｉｌｅｎｃｈｕｓ　ｔｕｍｉｄｕｓ）、プンクトデラ・カルコエンシ
ス（Ｐｕｎｃｔｏｄｅｒａ　ｃｈａｌｃｏｅｎｓｉｓ）、キニスルシウス・アクツス（Ｑ
ｕｉｎｉｓｕｌｃｉｕｓ　ａｃｕｔｕｓ）、ラドホルス・シトロフィルス（Ｒａｄｏｐｈ
ｏｌｕｓ　ｃｉｔｒｏｐｈｉｌｕｓ）、ラドホルス・シミリス（Ｒａｄｏｐｈｏｌｕｓ　
ｓｉｍｉｌｉｓ）、ロチレンクルス・ボレアリス（Ｒｏｔｙｌｅｎｃｈｕｌｕｓ　ｂｏｒ
ｅａｌｉｓ）、ロチレンクルス・パルブス（Ｒｏｔｙｌｅｎｃｈｕｌｕｓ　ｐａｒｖｕｓ
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）、ロチレンクルス・レニホルミス（Ｒｏｔｙｌｅｎｃｈｕｌｕｓ　ｒｅｎｉｆｏｒｍｉ
ｓ）、及び、概して、ロチレンクルス属種（Ｒｏｔｙｌｅｎｃｈｕｌｕｓ　ｓｐｐ．）、
ロチレンクス・ラウレンチヌス（Ｒｏｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｌａｕｒｅｎｔｉｎｕｓ）、
ロチレンクス・マクロドラツス（Ｒｏｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｍａｃｒｏｄｏｒａｔｕｓ）
、ロチレンクス・ロブスツス（Ｒｏｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｒｏｂｕｓｔｕｓ）、ロチレン
クス・ウニホルミス（Ｒｏｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｕｎｉｆｏｒｍｉｓ）、及び、概して、
ロチレンクス属種（Ｒｏｔｙｌｅｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、スクテロネマ・ブラキウルム
（Ｓｃｕｔｅｌｌｏｎｅｍａ　ｂｒａｃｈｙｕｒｕｍ）、スクテロネマ・ブラジス（Ｓｃ
ｕｔｅｌｌｏｎｅｍａ　ｂｒａｄｙｓ）、スクテロネマ・クラトリカウダツム（Ｓｃｕｔ
ｅｌｌｏｎｅｍａ　ｃｌａｔｈｒｉｃａｕｄａｔｕｍ）、及び、概して、スクテロネマ属
種（Ｓｃｕｔｅｌｌｏｎｅｍａ　ｓｐｐ．）、スバングイナ・ラジシオラ（Ｓｕｂａｎｇ
ｕｉｎａ　ｒａｄｉｃｉｏｌａ）、テチレンクス・ニコチアナエ（Ｔｅｔｙｌｅｎｃｈｕ
ｓ　ｎｉｃｏｔｉａｎａｅ）、トリコドルス・シリンドリクス（Ｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕｓ
　ｃｙｌｉｎｄｒｉｃｕｓ）、トリコドルス・ミノル（Ｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｍｉｎ
ｏｒ）、トリコドルス・プリミチブス（Ｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｐｒｉｍｉｔｉｖｕｓ
）、トリコドルス・プロキシムス（Ｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｐｒｏｘｉｍｕｓ）、トリ
コドルス・シミリス（Ｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｓｉｍｉｌｉｓ）、トリコドルス・スパ
ルスス（Ｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｓｐａｒｓｕｓ）、及び、概して、トリコドルス属種
（Ｔｒｉｃｈｏｄｏｒｕｓ　ｓｐｐ．）、チレンコリンクス・アグリ（Ｔｙｌｅｎｃｈｏ
ｒｈｙｎｃｈｕｓ　ａｇｒｉ）、チレンコリンクス・ブラシカエ（Ｔｙｌｅｎｃｈｏｒｈ
ｙｎｃｈｕｓ　ｂｒａｓｓｉｃａｅ）、チレンコリンクス・クラルス（Ｔｙｌｅｎｃｈｏ
ｒｈｙｎｃｈｕｓ　ｃｌａｒｕｓ）、チレンコリンクス・クライトニ（Ｔｙｌｅｎｃｈｏ
ｒｈｙｎｃｈｕｓ　ｃｌａｙｔｏｎｉ）、チレンコリンクス・ジギタツス（Ｔｙｌｅｎｃ
ｈｏｒｈｙｎｃｈｕｓ　ｄｉｇｉｔａｔｕｓ）、チレンコリンクス・エブリエンシス（Ｔ
ｙｌｅｎｃｈｏｒｈｙｎｃｈｕｓ　ｅｂｒｉｅｎｓｉｓ）、チレンコリンクス・マキシム
ス（Ｔｙｌｅｎｃｈｏｒｈｙｎｃｈｕｓ　ｍａｘｉｍｕｓ）、チレンコリンクス・ヌズス
（Ｔｙｌｅｎｃｈｏｒｈｙｎｃｈｕｓ　ｎｕｄｕｓ）、チレンコリンクス・ブルガリス（
Ｔｙｌｅｎｃｈｏｒｈｙｎｃｈｕｓ　ｖｕｌｇａｒｉｓ）、及び、概して、チレンコリン
クス属種（Ｔｙｌｅｎｃｈｏｒｈｙｎｃｈｕｓ　ｓｐｐ．）、チレンクルス・セミペネト
ランス（Ｔｙｌｅｎｃｈｕｌｕｓ　ｓｅｍｉｐｅｎｅｔｒａｎｓ）、キシフィネマ・アメ
リカヌム（Ｘｉｐｈｉｎｅｍａ　ａｍｅｒｉｃａｎｕｍ）、キシフィネマ・ブレビコレ（
Ｘｉｐｈｉｎｅｍａ　ｂｒｅｖｉｃｏｌｌｅ）、キシフィネマ・ジモルフィカウダツム（
Ｘｉｐｈｉｎｅｍａ　ｄｉｍｏｒｐｈｉｃａｕｄａｔｕｍ）、キシフィネマ・インデキス
（Ｘｉｐｈｉｎｅｍａ　ｉｎｄｅｘ）、及び、キシフィネマ属種（Ｘｉｐｈｉｎｅｍａ　
ｓｐｐ．）。　
【００８３】
本発明に従って同様に処理し得る植物及び植物品種は、１以上の非生物的ストレスに対し
て抵抗性を示す植物である。非生物的なストレス状態としては、例えば、渇水、低温に晒
されること、熱に晒されること、浸透ストレス、湛水、土壌中の塩分濃度の上昇、より多
くの鉱物に晒されること、オゾンに晒されること、強い光に晒されること、利用可能な窒
素養分が限られていること、利用可能なリン養分が限られていること、日陰回避などを挙
げることができる。　
【００８４】
本発明に従って同様に処理し得る植物及び植物品種は、増大した収量特性を特徴とする植
物である。そのような植物における増大した収量は、例えば、改善された植物の生理機能
、成長及び発育、例えば、水の利用効率、水の保持効率、改善された窒素の利用性、強化
された炭素同化作用、改善された光合成、上昇した発芽効率及び促進された成熟などの結
果であり得る。収量は、さらに、改善された植物の構成（ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ）に
よっても影響され得る（ストレス条件下及び非ストレス条件下）。そのような改善された
植物の構成としては、限定するものではないが、早咲き、ハイブリッド種子産生のための
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開花制御、実生の活力、植物の寸法、節間の数及び距離、根の成長、種子の寸法、果実の
寸法、莢の寸法、莢又は穂の数、１つの莢又は穂当たりの種子の数、種子の体積、強化さ
れた種子充填、低減された種子分散、低減された莢の裂開及び耐倒伏性などがある。収量
についてのさらなる形質としては、種子の組成、例えば、炭水化物含有量、タンパク質含
有量、油含有量及び油の組成、栄養価、抗栄養化合物の低減、改善された加工性並びに向
上した貯蔵安定性などがある。　
【００８５】
本発明に従って処理し得る植物は、雑種強勢（これは、結果として、一般に、増加した収
量、向上した活力、向上した健康状態並びに生物的及び非生物的ストレス因子に対する向
上した抵抗性をもたらす）の特性を既に呈しているハイブリッド植物である。そのような
植物は、典型的には、雄性不稔交配母体近交系（ｉｎｂｒｅｄ　ｍａｌｅ－ｓｔｅｒｉｌ
ｅ　ｐａｒｅｎｔ　ｌｉｎｅ）（雌性親）を別の雄性稔性交配母体近交系（ｉｎｂｒｅｄ
　ｍａｌｅ－ｆｅｒｔｉｌｅ　ｐａｒｅｎｔ　ｌｉｎｅ）（雄性親）と交雑させることに
よって作られる。ハイブリッド種子は、典型的には、雄性不稔植物から収穫され、そして
、栽培者に販売される。雄性不稔植物は、場合により（例えば、トウモロコシにおいて）
、雄穂を除去することによって〔即ち、雄性繁殖器官（又は、雄花）を機械的に除去する
ことによって〕、作ることができる。しかしながら、より典型的には、雄性不稔性は、植
物ゲノム内の遺伝的決定基の結果である。その場合、及び、特に種子がハイブリッド植物
から収穫される所望の生産物である場合、典型的には、該ハイブリッド植物において雄性
稔性を確実に完全に回復させることは有用である。これは、雄性不稔性に関与する遺伝的
決定基を含んでいるハイブリッド植物において雄性稔性を回復させることが可能な適切な
稔性回復遺伝子を雄性親が有していることを確実なものとすることによって達成すること
ができる。雄性不稔性に関する遺伝的決定基は、細胞質内に存在し得る。細胞質雄性不稔
（ＣＭＳ）の例は、例えば、アブラナ属各種（Ｂｒａｓｓｉｃａ　ｓｐｅｃｉｅｓ）に関
して記述された。しかしながら、雄性不稔性に関する遺伝的決定基は、核ゲノム内にも存
在し得る。雄性不稔性植物は、遺伝子工学などの植物バイオテ
クノロジー法によっても得ることができる。雄性不稔性植物を得る特に有用な方法は、Ｗ
Ｏ　８９／１０３９６に記載されており、ここでは、例えば、バルナーゼなどのリボヌク
レアーゼを雄ずい中のタペータム細胞内において選択的に発現させる。次いで、タペータ
ム細胞内においてバルスターなどのリボヌクレアーゼインヒビターを発現させることによ
って、稔性を回復させることができる。　
【００８６】
本発明に従って処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテクノロジー
法によって得られたもの）は、除草剤耐性植物、即ち、１種類以上の所与の除草剤に対し
て耐性にされた植物である。そのような植物は、遺伝的形質転換によって得ることができ
るか、又は、当該除草剤耐性を付与する突然変異を含んでいる植物を選抜することによっ
て得ることができる。　
【００８７】
除草剤耐性植物は、例えば、グリホセート耐性植物、即ち、除草剤グリホセート又はその
塩に対して耐性にされた植物である。植物は、種々の方法によって、グリホセートに対し
て耐性にすることができる。例えば、グリホセート耐性植物は、酵素５－エノールピルビ
ルシキミ酸－３－リン酸シンターゼ（ＥＰＳＰＳ）をコードする遺伝子で植物を形質転換
させることによって得ることができる。そのようなＥＰＳＰＳ遺伝子の例は、以下のもの
である：細菌サルモネラ・チフィムリウム（Ｓａｌｍｏｎｅｌｌａ　ｔｙｐｈｉｍｕｒｉ
ｕｍ）のＡｒｏＡ遺伝子（突然変異ＣＴ７）、細菌アグロバクテリウム属各種（Ａｇｒｏ
ｂａｃｔｅｒｉｕｍ　ｓｐ．）のＣＰ４遺伝子、ペチュニアのＥＰＳＰＳをコードする遺
伝子、トマトのＥＰＳＰＳをコードする遺伝子又はオヒシバ属（Ｅｌｅｕｓｉｎｅ）のＥ
ＰＳＰＳをコードする遺伝子。それは、突然変異ＥＰＳＰＳであることも可能である。グ
リホセート耐性植物は、さらにまた、グリホセートオキシドレダクターゼ酵素をコードす
る遺伝子を発現させることによって得ることもできる。グリホセート耐性植物は、さらに
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また、グリホセートアセチルトランスフェラーゼ酵素をコードする遺伝子を発現させるこ
とによって得ることもできる。グリホセート耐性植物は、さらにまた、上記遺伝子の自然
発生突然変異を含んでいる植物を選抜することによって得ることもできる。　
【００８８】
別の除草剤抵抗性植物は、例えば、酵素グルタミンシンターゼを阻害する除草剤（例えば
、ビアラホス、ホスフィノトリシン又はグルホシネート）に対して耐性にされている植物
である。そのような植物は、当該除草剤を解毒する酵素を発現させるか、又は、阻害に対
して抵抗性を示す突然変異グルタミンシンターゼ酵素を発現させることによって、得るこ
とができる。そのような有効な一解毒酵素は、ホスフィノトリシンアセチルトランスフェ
ラーゼをコードする酵素である（例えば、ストレプトマイセス属各種（Ｓｔｒｅｐｔｏｍ
ｙｃｅｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）に由来するｂａｒタンパク質又はｐａｔタンパク質）。外因
性のホスフィノトリシンアセチルトランスフェラーゼを発現する植物も記述されている。
　
【００８９】
さらなる除草剤耐性植物は、さらにまた、酵素ヒドロキシフェニルピルビン酸ジオキシゲ
ナーゼ（ＨＰＰＤ）を阻害する除草剤に対して耐性にされている植物である。ヒドロキシ
フェニルピルビン酸ジオキシゲナーゼ類は、パラ－ヒドロキシフェニルピルベート（ＨＰ
Ｐ）がホモゲンチセートに変換される反応を触媒する酵素である。ＨＰＰＤ阻害薬に対し
て耐性を示す植物は、自然発生抵抗性ＨＰＰＤ酵素をコードする遺伝子を用いて、又は、
突然変異ＨＰＰＤ酵素をコードする遺伝子を用いて、形質転換させることができる。ＨＰ
ＰＤ阻害薬に対する耐性は、さらにまた、ＨＰＰＤ阻害薬による天然ＨＰＰＤ酵素の阻害
にもかかわらずホモゲンチセートを形成させることが可能な特定の酵素をコードする遺伝
子を用いて植物を形質転換させることによっても得ることができる。ＨＰＰＤ阻害薬に対
する植物の耐性は、さらにまた、、ＨＰＰＤ耐性酵素をコードする遺伝子に加えて酵素プ
レフェナートデヒドロゲナーゼをコードする遺伝子を用いて植物を形質転換させることに
よって改善することもできる。　
【００９０】
さらに別の除草剤抵抗性植物は、アセトラクテートシンターゼ（ＡＬＳ）阻害薬に対して
耐性にされている植物である。既知ＡＬＳ阻害薬としては、例えば、スルホニル尿素系除
草剤、イミダゾリノン系除草剤、トリアゾロピリミジン系除草剤、ピリミジニルオキシ（
チオ）ベンゾエート系除草剤、及び／又は、スルホニルアミノカルボニルトリアゾリノン
系除草剤などがある。ＡＬＳ酵素（「アセトヒドロキシ酸シンターゼ（ＡＨＡＳ）」とし
ても知られている）における種々の突然変異体は、種々の除草剤及び除草剤の群に対する
耐性を付与することが知られている。スルホニル尿素耐性植物及びイミダゾリノン耐性植
物の作製については、ＷＯ　１９９６／０３３２７０に記述されている。別のイミダゾリ
ノン耐性植物についても記述されている。さらなるスルホニル尿素耐性植物及びイミダゾ
リノン耐性植物は、さらにまた、例えば、ＷＯ　２００７／０２４７８２などにも記述さ
れている。　
【００９１】
イミダゾリノン及び／又はスルホニル尿素に対して耐性を示す別の植物は、例えば、ダイ
ズに関して、イネに関して、テンサイに関して、レタスに関して、又は、ヒマワリに関し
て記述されているように、誘導された突然変異誘発、当該除草剤の存在下での細胞培養に
おける選抜又は突然変異育種によって得ることができる。　
【００９２】
本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテクノ
ロジー法によって得られたもの）は、昆虫抵抗性トランスジェニック植物、即ち、特定の
標的昆虫による攻撃に対して抵抗性にされた植物である。そのような植物は、遺伝的形質
転換によって得ることができるか、又は、そのような昆虫抵抗性を付与する突然変異を含
んでいる植物を選抜することによって得ることができる。　
【００９３】
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本明細書中で使用されている場合、「昆虫抵抗性トランスジェニック植物」には、以下の
ものをコードするコード配列を含んでいる少なくとも１の導入遺伝子を含んでいる任意の
植物が包含される：　（１）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕ
ｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）に由来する殺虫性結晶タンパク質又はその殺虫活性を示す一部分
、例えば、オンライン上で「ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｌｉｆｅｓｃｉ．ｓｕｓｓｅｘ．ａ
ｃ．ｕｋ／Ｈｏｍｅ／Ｎｅｉｌ＿Ｃｒｉｃｋｍｏｒｅ／Ｂｔ／」において挙げられている
殺虫性結晶タンパク質又はその殺虫活性を示す一部分、例えば、Ｃｒｙタンパク質類（Ｃ
ｒｙ１Ａｂ、Ｃｒｙ１Ａｃ、Ｃｒｙ１Ｆ、Ｃｒｙ２Ａｂ、Ｃｒｙ３Ａａ、又は、Ｃｒｙ３
Ｂｂ）のタンパク質又はその殺虫活性を示す一部分；又は、　（２）　バシルス・ツリン
ギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）に由来する第２の別の結
晶タンパク質又はその一部分の存在下において殺虫活性を示す、バシルス・ツリンギエン
シス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）に由来する結晶タンパク質又は
その一部分、例えば、Ｃｒｙ３４結晶タンパク質とＣｒｙ３５結晶タンパク質で構成され
ているバイナリートキシン；又は、　（３）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌ
ｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）に由来する種々の殺虫性結晶タンパク質の一部分
を含んでいる殺虫性ハイブリッドタンパク質、例えば、上記（１）のタンパク質のハイブ
リッド、又は、上記（２）のタンパク質のハイブリッド、例えば、トウモロコシイベント
ＭＯＮ９８０３４で産生されるＣｒｙ１Ａ．１０５タンパク質（ＷＯ　２００７／０２７
７７７）；又は、　（４）　上記（１）～（３）のうちのいずれか１つのタンパク質にお
いて、標的昆虫種に対するさらに強い殺虫活性を得るために、及び／又は、影響を受ける
標的昆虫種の範囲を拡大するために、及び／又は、クローニング若しくは形質転換に際し
てコード化ＤＮＡ中に導入された変化に起因して、幾つかのアミノ酸（特に、１～１０の
アミノ酸）が別のアミノ酸で置き換えられていているもの、例えば、トウモロコシイベン
トＭＯＮ８６３若しくはＭＯＮ８８０１７におけるＣｒｙ３Ｂｂ１タンパク質又はトウモ
ロコシイベントＭＩＲ６０４におけるＣｒｙ３Ａタンパク質；又は、　（５）　バシルス
・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）又はバシルス・
セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）に由来する殺虫性分泌タンパク質又はその
殺虫活性を示す一部分、例えば、「ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｌｉｆｅｓｃｉ．ｓｕｓｓｅ
ｘ．ａｃ．ｕｋ／ｈｏｍｅ／Ｎｅｉｌ＿Ｃｒｉｃｋｍｏｒｅ／Ｂｔ／ｖｉｐ．ｈｔｍｌ」
において挙げられている栄養成長期殺虫性タンパク質（ｖｅｇｅｔａｔｉｖｅ　ｉｎｓｅ
ｃｔｉｃｉｄａｌ　ｐｒｏｔｅｉｎ）（ＶＩＰ）、例えば、ＶＩＰ３Ａａタンパク質類の
タンパク質；又は、　（６）　バシルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕ
ｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）又はバシルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）に
由来する第２の分泌タンパク質の存在下において殺虫活性を示す、バシルス・ツリンギエ
ンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）又はバシルス・セレウス（Ｂ
ａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）に由来する分泌タンパク質、例えば、ＶＩＰ１Ａタンパ
ク質とＶＩＰ２Ａタンパク質で構成されているバイナリートキシン；又は、　（７）　バ
シルス・ツリンギエンシス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｔｈｕｒｉｎｇｉｅｎｓｉｓ）又はバシ
ルス・セレウス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｃｅｒｅｕｓ）に由来する種々の分泌タンパク質の
一部分を含んでいる殺虫性ハイブリッドタンパク質、例えば、上記（１）のタンパク質の
ハイブリッド、又は、上記（２）のタンパク質のハイブリッド；又は、　（８）　上記（
１）～（３）のうちのいずれか１つのタンパク質において、標的昆虫種に対するさらに強
い殺虫活性を得るために、及び／又は、影響を受ける標的昆虫種の範囲を拡大するために
、及び／又は、クローニング若しくは形質転換に際してコード化ＤＮＡ中に導入された変
化（それでも、まだ、殺虫性タンパク質をコードしている）に起因して、幾つかのアミノ
酸（特に、１～１０のアミノ酸）が別のアミノ酸で置き換えられていているもの、例えば
、ワタイベントＣＯＴ１０２におけるＶＩＰ３Ａａタンパク質。　
【００９４】
もちろん、「昆虫抵抗性トランスジェニック植物」は、本明細書中で使用されている場合
、上記クラス（１）～（８）のいずれか１つのタンパク質をコードする遺伝子の組合せを
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含んでいる任意の植物も包含する。一実施形態では、異なった標的昆虫種を対象とする異
なったタンパク質を使用した場合に影響を受ける標的昆虫種の範囲を拡大するために、又
は、同一の標的昆虫種に対して殺虫活性を示すが作用機序は異なっている（例えば、当該
昆虫体内の異なった受容体結合部位に結合する）異なったタンパク質を用いることによっ
て当該植物に対する昆虫の抵抗性の発達を遅延させるために、昆虫抵抗性植物は、上記ク
ラス（１）～（８）のいずれか１つのタンパク質をコードする２つ以上の導入遺伝子を含
んでいる。　
【００９５】
本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテクノ
ロジー法によって得られたもの）は、非生物的ストレスに対して耐性を示す。そのような
植物は、遺伝的形質転換によって得ることができるか、又は、そのようなストレス抵抗性
を付与する突然変異を含んでいる植物を選抜することによって得ることができる。特に有
用なストレス耐性植物としては、以下のものなどがある：　（ａ）　植物細胞内又は植物
内におけるポリ（ＡＤＰ－リボース）ポリメラーゼ（ＰＡＲＰ）遺伝子の発現及び／又は
活性を低減させることが可能な導入遺伝子を含んでいる植物；　（ｂ）　植物又は植物細
胞のＰＡＲＧコード化遺伝子の発現及び／又は活性を低減させることが可能なストレス耐
性を強化する導入遺伝子を含んでいる植物；　（ｃ）　ニコチンアミダーゼ、ニコチン酸
ホスホリボシルトランスフェラーゼ、ニコチン酸モノヌクレオチドアデニル
トランスフェラーゼ、ニコチンアミドアデニンジヌクレオチドシンテターゼ又はニコチン
アミドホスホリボシルトランスフェラーゼを包含するニコチンアミドアデニンジヌクレオ
チドサルベージ合成経路の植物機能性酵素（ｐｌａｎｔ－ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　ｅｎｚ
ｙｍｅ）をコードするストレス耐性を強化する導入遺伝子を含んでいる植物。　
【００９６】
本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテクノ
ロジー法によって得られたもの）は、収穫された生産物の改変された量、品質及び／若し
くは貯蔵安定性、並びに／又は、収穫された生産物の特定の成分の改変された特性を示す
。例えば：　（１）　野生型の植物細胞又は植物において合成された澱粉と比較して、そ
の物理化学的特性〔特に、アミロース含有量若しくはアミロース／アミロペクチン比、枝
分かれ度、平均鎖長、側鎖分布、粘性挙動、ゲル化強度（ｇｅｌｌｉｎｇ　ｓｔｒｅｎｇ
ｔｈ）、澱粉粒径及び／又は澱粉粒子形態〕が変えられていて、特定の用途により適した
変性澱粉を合成するトランスジェニック植物；　（２）　非澱粉炭水化物ポリマーを合成
するか又は遺伝子組換えがなされていない野生型植物と比較して改変された特性を有する
非澱粉炭水化物ポリマーを合成するトランスジェニック植物。その例は、ポリフルクトー
ス（特に、イヌリン型及びレバン型のポリフルクトース）を産生する植物、α－１，４－
グルカン類を産生する植物、α－１，６－分枝　α－１，４－グルカン類を産生する植物
、アルテルナンを産生する植物である；　（３）　ヒアルロナンを産生するトランスジェ
ニック植物。　
【００９７】
本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテクノ
ロジー法によって得ることができるもの）は、改変された繊維特性を有する植物（例えば
、ワタ植物）である。そのよう植物は、遺伝的形質転換によって得ることができるか、又
は、そのような改変された繊維特性を付与する突然変異を含んでいる植物を選抜すること
によって得ることができる。そのような植物としては、以下のものなどがある：　（ａ）
　改変された形態のセルロースシンターゼ遺伝子を含んでいる植物（例えば、ワタ植物）
；　（ｂ）　改変された形態のｒｓｗ２相同核酸又はｒｓｗ３相同核酸を含んでいる植物
（例えば、ワタ植物）；　（ｃ）　スクロースリン酸シンターゼの発現が増大している植
物（例えば、ワタ植物）；　（ｄ）　スクロースシンターゼの発現が増大している植物（
例えば、ワタ植物）；　（ｅ）　繊維細胞に基づいた原形質連絡のゲーティングのタイミ
ングが（例えば、繊維選択的β－１，３－グルカナーゼのダウンレギュレーションを介し
て）改変されている植物（例えば、ワタ植物）；　（ｆ）　反応性が（例えば、ｎｏｄＣ
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を包含するＮ－アセチルグルコサミントランスフェラーゼ遺伝子の発現及びキチンシンタ
ーゼ遺伝子の発現を介して）改変されている繊維を有する植物（例えば、ワタ植物）。　
【００９８】
本発明に従って同様に処理し得る植物又は植物品種（遺伝子工学などの植物バイオテクノ
ロジー法によって得ることができるもの）は、改変されたオイルプロフィール特性を有す
る植物（例えば、ナタネ植物又は関連するアブラナ属植物）である。そのよう植物は、遺
伝的形質転換によって得ることができるか、又は、そのような改変されたオイル特性を付
与する突然変異を含んでいる植物を選抜することによって得ることができる。そのような
植物としては、以下のものなどがある：　（ａ）　オレイン酸含有量が高いオイルを産生
する植物（例えば、ナタネ植物）；　（ｂ）　リノレン酸含有量が低いオイルを産生する
植物（例えば、ナタネ植物）；　（ｃ）　飽和脂肪酸のレベルが低いオイルを産生する植
物（例えば、ナタネ植物）。　
【００９９】
本発明に従って処理し得る特に有用なトランスジェニック植物は、１種類以上の毒素をコ
ードする１種類以上の遺伝子を含んでいる植物、例えば、下記商品名で販売されている以
下のものである：ＹＩＥＬＤ　ＧＡＲＤ（登録商標）（例えば、トウモロコシ、ワタ、ダ
イズ）、ＫｎｏｃｋＯｕｔ（登録商標）（例えば、トウモロコシ）、ＢｉｔｅＧａｒｄ（
登録商標）（例えば、トウモロコシ）、ＢＴ－Ｘｔｒａ（登録商標）（例えば、トウモロ
コシ）、ＳｔａｒＬｉｎｋ（登録商標）（例えば、トウモロコシ）、Ｂｏｌｌｇａｒｄ（
登録商標）（ワタ）、Ｎｕｃｏｔｎ（登録商標）（ワタ）、Ｎｕｃｏｔｎ　３３Ｂ（登録
商標）（ワタ）、ＮａｔｕｒｅＧａｒｄ（登録商標）（例えば、トウモロコシ）、Ｐｒｏ
ｔｅｃｔａ（登録商標）及びＮｅｗＬｅａｆ（登録商標）（ジャガイモ）。挙げることが
できる除草剤耐性植物の例は、Ｒｏｕｎｄｕｐ　Ｒｅａｄｙ（登録商標）（グリホセート
に対する耐性、例えば、トウモロコシ、ワタ、ダイズ）、Ｌｉｂｅｒｔｙ　Ｌｉｎｋ（登
録商標）（ホスフィノトリシンに対する耐性、例えば、ナタネ）、ＩＭＩ（登録商標）（
イミダゾリノン系に対する耐性）及びＳＴＳ（登録商標）（スルホニル尿素系に対する耐
性、例えば、トウモロコシ）の商品名で販売されているトウモロコシ品種、ワタ品種及び
ダイズ品種である。挙げることができる除草剤抵抗性植物（除草剤耐性に関して慣習的な
方法で品種改良された植物）としては、Ｃｌｅａｒｆｉｅｌｄ（登録商標）（例えば、ト
ウモロコシ）の商品名で販売されている品種などがある。　
【０１００】
本発明に従って処理し得る特に有用なトランスジェニック植物は、形質転換イベント又は
形質転換イベントの組合せを含んでいる植物であり、それらは、例えば、国又は地域のさ
まざまな規制機関によるデータベースに記載されている〔例えば、「ｈｔｔｐ：／／ｇｍ
ｏｉｎｆｏ．ｊｒｃ．ｉｔ／ｇｍｐ＿ｂｒｏｗｓｅ．ａｓｐｘ」及び「ｈｔｔｐ：／／ｗ
ｗｗ．ａｇｂｉｏｓ．ｃｏｍ／ｄｂａｓｅ．ｐｈｐ」を参照されたい〕。　
【０１０１】
材料物質の保護において、本発明の物質は、望ましくない菌類及び／又は微生物類による
侵襲及び破壊に対して工業材料（ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　ｍａｔｅｒｉａｌ）を保護するた
めに使用することができる。　
【０１０２】
工業材料は、本発明に関連して、工学技術において使用するために調製された非生体材料
であると理解される。例えば、本発明の活性物質で微生物による変性又は破壊から保護さ
れる工業材料は、接着剤、膠、紙、壁紙及び板紙、織物、カーペット、皮革、木材、塗料
及びプラスチック製品、冷却用潤滑油、並びに、微生物によって侵襲又は破壊され得る別
の材料などであり得る。菌類及び／又は微生物類の増殖により悪影響を及ぼされ得る建築
物及び製造プラントの部品、例えば、冷却水循環路、冷却装置、暖房装置、空調設備及び
換気設備なども、保護すべき材料の範囲内に含まれる。本発明の範囲内においては、工業
材料として、好ましくは、接着剤、膠、紙及び板紙、皮革、木材、塗料、冷却用潤滑油及
び熱交換液体が挙げられ、木材が特に好ましい。本発明による組合せは、腐朽、変色、脱
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色又は黴発生などの、不利な効果を防止することができる。本発明による活性化合物組合
せ及び組成物は、さらに、海水又は淡海水と接触するもの、特に、船体（ｓｈｉｐ　ｈｕ
ｌｌ）、篩、網、建造物、埠頭及び信号設備を、コロニー形成から保護するために使用す
ることもできる。　
【０１０３】
本発明による処理方法は、菌類及び微生物類の攻撃から貯蔵品を保護する分野においても
使用することができる。本発明によれば、用語「貯蔵品（ｓｔｏｒａｇｅ　ｇｏｏｄｓ）
」は、自然の生活環から得られて長期間の保護が望まれる、植物起源又は動物起源の天然
物質及びそれらの加工された形態を意味するものと理解される。植物起源の貯蔵品は、例
えば、植物若しくは植物の分部、例えば、茎、葉、塊茎、種子、果実若しくは穀粒などは
、新たに収穫された状態で保護することができるか、又は、加工された形態で、例えば、
前乾燥、加湿、粉砕、摩砕、加圧又は焙煎された形態で保護することができる。貯蔵品の
定義には、さらに、未加工材木の形態にあるにある材木〔例えば、建築用材木、電柱（ｅ
ｌｅｃｔｒｉｃｉｔｙ　ｐｙｌｏｎ）及び柵〕又は完成品の形態にある材木〔例えば、家
具又は木製物品〕の両方とも包含される。動物起源の貯蔵品は、皮革、革製品、毛皮及び
獣毛などである。本発明による組合せは、腐朽、変色又は黴発生などの、不利な効果を防
止することができる。好ましくは、「貯蔵品」は、植物起源の天然物質及びそれらの加工
された形態を意味するものと理解され、さらに好ましくは、果実及びそれらの加工された
形態（例えば、仁果類、核果類、小果樹類及び柑橘類果実並びにそれらの加工された形態
）を意味するものと理解される。　
【０１０４】
本発明に従って治療することが可能な菌類病の何種類かの病原体について、非限定的に例
として挙げることができる：　・　うどんこ病（Ｐｏｗｄｅｒｙ　Ｍｉｌｄｅｗ　Ｄｉｓ
ｅａｓｅ）、例えば、ブルメリア（Ｂｌｕｍｅｒｉａ）病、例えば、ブルメリア・グラミ
ニス（Ｂｌｕｍｅｒｉａ　ｇｒａｍｉｎｉｓ）に起因するもの；　ポドスファエラ（Ｐｏ
ｄｏｓｐｈａｅｒａ）病、例えば、ポドスファエラ・レウコトリカ（Ｐｏｄｏｓｐｈａｅ
ｒａ　ｌｅｕｃｏｔｒｉｃｈａ）に起因するもの；　スファエロテカ（Ｓｐｈａｅｒｏｔ
ｈｅｃａ）病、例えば、スファエロテカ・フリギネア（Ｓｐｈａｅｒｏｔｈｅｃａ　ｆｕ
ｌｉｇｉｎｅａ）に起因するもの；　ウンシヌラ（Ｕｎｃｉｎｕｌａ）病、例えば、ウン
シヌラ・ネカトル（Ｕｎｃｉｎｕｌａ　ｎｅｃａｔｏｒ）に起因するもの；　・　さび病
（Ｒｕｓｔ　Ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、ギムノスポランギウム（Ｇｙｍｎｏｓｐｏｒａ
ｎｇｉｕｍ）病、例えば、ギムノスポランギウム・サビナエ（Ｇｙｍｎｏｓｐｏｒａｎｇ
ｉｕｍ　ｓａｂｉｎａｅ）に起因するもの；　ヘミレイア（Ｈｅｍｉｌｅｉａ）病、例え
ば、ヘミレイア・バスタトリクス（Ｈｅｍｉｌｅｉａ　ｖａｓｔａｔｒｉｘ）に起因する
もの；　ファコプソラ（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ）病、例えば、ファコプソラ・パキリジ（
Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　ｐａｃｈｙｒｈｉｚｉ）及びファコプソラ・メイボミアエ（Ｐｈ
ａｋｏｐｓｏｒａ　ｍｅｉｂｏｍｉａｅ）に起因するもの；　プッシニア（Ｐｕｃｃｉｎ
ｉａ）病、例えば、プッシニア・レコンジタ（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｒｅｃｏｎｄｉｔａ）
、プッシニア・グラミニス（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｇｒａｍｉｎｉｓ）又はプッシニア・ス
トリイホルミス（Ｐｕｃｃｉｎｉａ　ｓｔｒｉｉｆｏｒｍｉｓ）に起因するもの；　ウロ
ミセス（Ｕｒｏｍｙｃｅｓ）病、例えば、ウロミセス・アペンジクラツス（Ｕｒｏｍｙｃ
ｅｓ　ａｐｐｅｎｄｉｃｕｌａｔｕｓ）に起因するもの；　・　卵菌類による病害（Ｏｏ
ｍｙｃｅｔｅ　Ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、アルブゴ（Ａｌｂｕｇｏ）病、例えば、アル
ブゴ・カンジダ（Ａｌｂｕｇｏ　ｃａｎｄｉｄａ）に起因するもの；　ブレミア（Ｂｒｅ
ｍｉａ）病、例えば、ブレミア・ラクツカエ（Ｂｒｅｍｉａ　ｌａｃｔｕｃａｅ）に起因
するもの；　ペロノスポラ（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ）病、例えば、ペロノスポラ・ピシ
（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｐｉｓｉ）及びペロノスポラ・ブラシカエ（Ｐｅｒｏｎｏｓ
ｐｏｒａ　ｂｒａｓｓｉｃａｅ）に起因するもの；　フィトフトラ（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈ
ｏｒａ）病、例えば、フィトフトラ・インフェスタンス（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｉ
ｎｆｅｓｔａｎｓ）に起因するもの；　プラスモパラ（Ｐｌａｓｍｏｐａｒａ）病、例え
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ば、プラスモパラ・ビチコラ（Ｐｌａｓｍｏｐａｒａ　ｖｉｔｉｃｏｌａ）に起因するも
の；　プセウドペロノスポラ（Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ）病、例えば、プセ
ウドペロノスポラ・フムリ（Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｈｕｍｕｌｉ）及び
プセウドペロノスポラ・クベンシス（Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｃｕｂｅｎ
ｓｉｓ）に起因するもの；　ピシウム（Ｐｙｔｈｉｕｍ）病、例えば、ピシウム・ウルチ
ムム（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｕｌｔｉｍｕｍ）に起因するもの；　・　葉斑点性、葉汚斑性及
び葉枯れ性の病害（Ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ，　Ｌｅａｆ　ｂｌｏｔｃｈ　ａｎｄ　Ｌｅａｆ
　Ｂｌｉｇｈｔ　Ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、
アルテルナリア（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ）病、例えば、アルテルナリア・ソラニ（Ａｌｔ
ｅｒｎａｒｉａ　ｓｏｌａｎｉ）に起因するもの；　セルコスポラ（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒ
ａ）病、例えば、セルコスポラ・ベチコラ（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｂｅｔｉｃｏｌａ）
に起因するもの；　クラジオスポリウム（Ｃｌａｄｉｏｓｐｏｒｉｕｍ）病、例えば、ク
ラジオスポリウム・ククメリヌム（Ｃｌａｄｉｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｃｕｃｕｍｅｒｉｎｕ
ｍ）に起因するもの；　コクリオボルス（Ｃｏｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ）病、例えば、コク
リオボルス・サチブス（Ｃｏｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ　ｓａｔｉｖｕｓ）（分生子形態：Ｄ
ｒｅｃｈｓｌｅｒａ、異名：Ｈｅｌｍｉｎｔｈｏｓｐｏｒｉｕｍ）又はコクリオボルス・
ミヤベアヌス（Ｃｏｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ　ｍｉｙａｂｅａｎｕｓ）に起因するもの；　
コレトトリクム（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ）病、例えば、コレトトリクム・リンデ
ムチアヌム（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｌｉｎｄｅｍｕｔｈｉａｎｕｍ）に起因す
るもの；　シクロコニウム（Ｃｙｃｌｏｃｏｎｉｕｍ）病、例えば、シクロコニウム・オ
レアギヌム（Ｃｙｃｌｏｃｏｎｉｕｍ　ｏｌｅａｇｉｎｕｍ）に起因するもの；　ジアポ
ルテ（Ｄｉａｐｏｒｔｈｅ）病、例えば、ジアポルテ・シトリ（Ｄｉａｐｏｒｔｈｅ　ｃ
ｉｔｒｉ）に起因するもの；　エルシノエ（Ｅｌｓｉｎｏｅ）病、例えば、エルシノエ・
ファウセッチイ（Ｅｌｓｉｎｏｅ　ｆａｗｃｅｔｔｉｉ）に起因するもの；　グロエオス
ポリウム（Ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｉｕｍ）病、例えば、グロエオスポリウム・ラエチコロル
（Ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｌａｅｔｉｃｏｌｏｒ）に起因するもの；　グロメレラ（
Ｇｌｏｍｅｒｅｌｌａ）病、例えば、グロメレラ・シングラタ（Ｇｌｏｍｅｒｅｌｌａ　
ｃｉｎｇｕｌａｔａ）に起因するもの；　グイグナルジア（Ｇｕｉｇｎａｒｄｉａ）病、
例えば、グイグナルジア・ビドウェリイ（Ｇｕｉｇｎａｒｄｉａ　ｂｉｄｗｅｌｌｉｉ）
に起因するもの；　レプトスファエリア（Ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｉａ）病、例えば、レ
プトスファエリア・マクランス（Ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｉａ　ｍａｃｕｌａｎｓ）及び
レプトスファエリア・ノドルム（Ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｉａ　ｎｏｄｏｒｕｍ）に起因
するもの；　マグナポルテ（Ｍａｇｎａｐｏｒｔｈｅ）病、例えば、マグナポルテ・グリ
セア（Ｍａｇｎａｐｏｒｔｈｅ　ｇｒｉｓｅａ）に起因するもの；　ミコスファエレラ（
Ｍｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ）病、例えば、ミコスファエレラ・グラミニコラ（Ｍｙｃ
ｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ　ｇｒａｍｉｎｉｃｏｌａ）、ミコスファエレラ・アラキジコラ
（Ｍｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ　ａｒａｃｈｉｄｉｃｏｌａ）及びミコスファエレラ・
フィジエンシス（Ｍｙｃｏｓｐｈａｅｒｅｌｌａ　ｆｉｊｉｅｎｓｉｓ）に起因するもの
；　ファエオスファエリア（Ｐｈａｅｏｓｐｈａｅｒｉａ）病、例えば、ファエオスファ
エリア・ノドルム（Ｐｈａｅｏｓｐｈａｅｒｉａ　ｎｏｄｏｒｕｍ）に起因するもの；　
ピレノホラ（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ）病、例えば、ピレノホラ・テレス（Ｐｙｒｅｎｏ
ｐｈｏｒａ　ｔｅｒｅｓ）又はピレノホラ・トリチシ・レペンチス（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏ
ｒａ　ｔｒｉｔｉｃｉ　ｒｅｐｅｎｔｉｓ）に起因するもの；　ラムラリア（Ｒａｍｕｌ
ａｒｉａ）病、例えば、ラムラリア・コロ－シグニ（Ｒａｍｕｌａｒｉａ　ｃｏｌｌｏ－
ｃｙｇｎｉ）又はラムラリア・アレオラ（Ｒａｍｕｌａｒｉａ　ａｒｅｏｌａ）に起因す
るもの；　リンコスポリウム（Ｒｈｙｎｃｈｏｓｐｏｒｉｕｍ）病、例えば、リンコスポ
リウム・セカリス（Ｒｈｙｎｃｈｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｓｅｃａｌｉｓ）に起因するもの；
　セプトリア（Ｓｅｐｔｏｒｉａ）病、例えば、セプトリア・アピイ（Ｓｅｐｔｏｒｉａ
　ａｐｉｉ）及びセプトリア・リコペルシシ（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｌｙｃｏｐｅｒｓｉｃ
ｉ）に起因するもの；　チフラ（Ｔｙｐｈｕｌａ）病、例えば、チフラ・インカルナタ（
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Ｔｈｙｐｈｕｌａ　ｉｎｃａｒｎａｔａ）に起因するもの；　ベンツリア（Ｖｅｎｔｕｒ
ｉａ）病、例えば、ベンツリア・イナエクアリス（Ｖｅｎｔｕｒｉａ　ｉｎａｅｑｕａｌ
ｉｓ）に起因するもの；　・　根、葉鞘及び茎の病害（Ｒｏｏｔ－，　Ｓｈｅａｔｈ　ａ
ｎｄ　Ｓｔｅｍ　Ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、コルチシウム（Ｃｏｒｔｉｃｉｕｍ）病、
例えば、コルチシウム・グラミネアルム（Ｃｏｒｔｉｃｉｕｍ　ｇｒａｍｉｎｅａｒｕｍ
）に起因するもの；　フサリウム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ）病、例えば、フサリウム・オキシ
スポルム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｏｘｙｓｐｏｒｕｍ）に起因するもの；　ガエウマンノミ
セス（Ｇａｅｕｍａｎｎｏｍｙｃｅｓ）病、例えば、ガエウマンノミセス・グラミニス（
Ｇａｅｕｍａｎｎｏｍｙｃｅｓ　ｇｒａｍｉｎｉｓ）に起因するもの；　リゾクトニア（
Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ）病、例えば、リゾクトニア・ソラニ（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ
　ｓｏｌａｎｉ）に起因するもの；　サロクラジウム（Ｓａｒｏｃｌａｄｉｕｍ）病、例
えば、サロクラジウム・オリザエ（Ｓａｒｏｃｌａｄｉｕｍ　ｏｒｙｚａｅ）に起因する
もの；　スクレロチウム（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｕｍ）病、例えば、スクレロチウム・オリザ
エ（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｕｍ　ｏｒｙｚａｅ）に起因するもの；　タペシア（Ｔａｐｅｓｉ
ａ）病、例えば、タペシア・アクホルミス（Ｔａｐｅｓｉａ　ａｃｕｆｏｒｍｉｓ）に起
因するもの；　チエラビオプシス（Ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ）病、例えば、チエラビ
オプシス・バシコラ（Ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ　ｂａｓｉｃｏｌａ）に起因するもの
；　・　穂の病害（Ｅａｒ　ａｎｄ　Ｐａｎｉｃｌｅ　Ｄｉｓｅａｓｅ）（トウモロコシ
の穂軸を包含する）、例えば、アルテルナリア（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ）病、例えば、ア
ルテルナリア属種（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｓｐｐ．）に起因するもの；　アスペルギル
ス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ）病、例えば、アスペルギルス・フラブス（Ａｓｐｅｒｇｉ
ｌｌｕｓ　ｆｌａｖｕｓ）に起因するもの；　クラドスポリウム（Ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉ
ｕｍ）病、例えば、クラジスポリウム・クラドスポリオイデス（Ｃｌａｄｉｏｓｐｏｒｉ
ｕｍ　ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉｏｉｄｅｓ）に起因するもの；　クラビセプス（Ｃｌａｖｉ
ｃｅｐｓ）病、例えば、クラビセプス・プルプレア（Ｃｌａｖｉｃｅｐｓ　ｐｕｒｐｕｒ
ｅａ）に起因するもの；　フサリウム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ）病、例えば、フサリウム・ク
ルモルム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｃｕｌｍｏｒｕｍ）に起因するもの；　ジベレラ（Ｇｉｂ
ｂｅｒｅｌｌａ）病、例えば、ジベレラ・ゼアエ（Ｇｉｂｂｅｒｅｌｌａ　ｚｅａｅ）に
起因するもの；　モノグラフェラ（Ｍｏｎｏｇｒａｐｈｅｌｌａ）病、例えば、モノグラ
フェラ・ニバリス（Ｍｏｎｏｇｒａｐｈｅｌｌａ　ｎｉｖａｌｉｓ）に起因するもの；　
・　黒穂病（Ｓｍｕｔ－　ａｎｄ　Ｂｕｎｔ　Ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、スファセロテ
カ（Ｓｐｈａｃｅｌｏｔｈｅｃａ）病、例えば、スファセロテカ・レイリアナ（Ｓｐｈａ
ｃｅｌｏｔｈｅｃａ　ｒｅｉｌｉａｎａ）に起因するもの；　チレチア（Ｔｉｌｌｅｔｉ
ａ）病、例えば、チレチア・カリエス（Ｔｉｌｌｅｔｉａ　ｃａｒｉｅｓ）に起因するも
の；　ウロシスチス（Ｕｒｏｃｙｓｔｉｓ）病、例えば、ウロシスチス・オクルタ（Ｕｒ
ｏｃｙｓｔｉｓ　ｏｃｃｕｌｔａ）に起因するもの；　ウスチラゴ（Ｕｓｔｉｌａｇｏ）
病、例えば、ウスチラゴ・ヌダ（Ｕｓｔｉｌａｇｏ　ｎｕｄａ）に起因するもの；　・　
果実の腐敗性及び黴性の病害（Ｆｒｕｉｔ　Ｒｏｔ　ａｎｄ　Ｍｏｕｌｄ　Ｄｉｓｅａｓ
ｅ）、例えば、アスペルギルス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ）病、例えば、アスペルギルス
・フラブス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｆｌａｖｕｓ）に起因するもの；　ボトリチス（
Ｂｏｔｒｙｔｉｓ）病、例えば、ボトリチス・シネレア（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ　ｃｉｎｅｒ
ｅａ）に起因するもの；　ペニシリウム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ）病、例えば、ペニシ
リウム・エキスパンスム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｅｘｐａｎｓｕｍ）及びペニシリウ
ム・プルプロゲヌム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｐｕｒｐｕｒｏｇｅｎｕｍ）に起因する
もの；　リゾプス（Ｒｈｉｚｏｐｕｓ）病、例えば、リゾプス・ストロニフェル（Ｒｈｉ
ｚｏｐｕｓ　ｓｔｏｌｏｎｉｆｅｒ）に起因するもの；　スクレロチニア（Ｓｃｌｅｒｏ
ｔｉｎｉａ）病、例えば、スクレロチニア・スクレロチオルム（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ
　ｓｃｌｅｒｏｔｉｏｒｕｍ）に起因するもの；　ベルチシリウム（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｌ
ｉｕｍ）病、例えば、ベルチシリウム・アルボアトルム（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｌｉｕｍ　ａ
ｌｂｏａｔｒｕｍ）に起因するもの；　・　種子及び土壌が媒介する腐朽性、黴性、萎凋
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性、腐敗性及び苗立ち枯れ性の病害（Ｓｅｅｄ－　ａｎｄ　Ｓｏｉｌｂｏｒｎｅ　Ｄｅｃ
ａｙ，　Ｍｏｕｌｄ，　Ｗｉｌｔ，　Ｒｏｔ　ａｎｄ　Ｄａｍｐｉｎｇ－ｏｆｆ　Ｄｉｓ
ｅａｓｅ）、例えば、アルテルナリア（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ）病、例えば、アルテルナ
リア・ブラシシコラ（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｂｒａｓｓｉｃｉｃｏｌａ）に起因するも
の；　アファノミセス（Ａｐｈａｎｏｍｙｃｅｓ）病、例えば、アファノミセス・エウテ
イケス（Ａｐｈａｎｏｍｙｃｅｓ　ｅｕｔｅｉｃｈｅｓ）に起因するもの；　アスコキタ
（Ａｓｃｏｃｈｙｔａ）病、例えば、アスコキタ・レンチス（Ａｓｃｏｃｈｙｔａ　ｌｅ
ｎｔｉｓ）に起因するもの；　アスペルギルス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ）病、例えば、
アスペルギルス・フラブス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｆｌａｖｕｓ）に起因するもの；
　クラドスポリウム（Ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉｕｍ）病、例えば、クラドスポリウム・ヘル
バルム（Ｃｌａｄｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｈｅｒｂａｒｕｍ）に起因するもの；　コクリオボ
ルス（Ｃｏｃｈｌｉｏｂｏｌｕｓ）病、例えば、コクリオボルス・サチブス（Ｃｏｃｈｌ
ｉｏｂｏｌｕｓ　ｓａｔｉｖｕｓ）（分生子形態：Ｄｒｅｃｈｓｌｅｒａ、Ｂｉｐｏｌａ
ｒｉｓ　異名：Ｈｅｌｍｉｎｔｈｏｓｐｏｒｉｕｍ）に起因するもの；　コレトトリクム
（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ）病、例えば、コレトトリクム・ココデス（Ｃｏｌｌｅ
ｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｃｏｃｃｏｄｅｓ）に起因するもの；　フサリウム（Ｆｕｓａｒｉ
ｕｍ）病、例えば、フサリウム・クルモルム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｃｕｌｍｏｒｕｍ）に
起因するもの；　ジベレラ（Ｇｉｂｂｅｒｅｌｌａ）病、例えば、ジベレラ・ゼアエ（Ｇ
ｉｂｂｅｒｅｌｌａ　ｚｅａｅ）に起因するもの；　マクロホミナ（Ｍａｃｒｏｐｈｏｍ
ｉｎａ）病、例えば、マクロホミナ・ファセオリナ（Ｍａｃｒｏｐｈｏｍｉｎａ　ｐｈａ
ｓｅｏｌｉｎａ）に起因するもの；　ミクロドキウム（Ｍｉｃｒｏｄｏｃｈｉｕｍ）病、
例えば、ミクロドキウム・ニバレ（Ｍｉｃｒｏｄｏｃｈｉｕｍ　ｎｉｖａｌｅ）に起因す
るもの；　モノグラフェラ（Ｍｏｎｏｇｒａｐｈｅｌｌａ）病、例えば、モノグラフェラ
・ニバリス（Ｍｏｎｏｇｒａｐｈｅｌｌａ　ｎｉｖａｌｉｓ）に起因するもの；　ペニシ
リウム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ）病、例えば、ペニシリウム・エキスパンスム（Ｐｅｎ
ｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｅｘｐａｎｓｕｍ）に起因するもの；　ホマ（Ｐｈｏｍａ）病、例え
ば、ホマ・リンガム（Ｐｈｏｍａ　ｌｉｎｇａｍ）に起因するもの；　ホモプシス（Ｐｈ
ｏｍｏｐｓｉｓ）病、例えば、ホモプシス・ソジャエ（Ｐｈｏｍｏｐｓｉｓ　ｓｏｊａｅ
）に起因するもの；　フィトフトラ（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ）病、例えば、フィトフ
トラ・カクトルム（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｃａｃｔｏｒｕｍ）に起因するもの；　
ピレノホラ（Ｐｙｒｅｎｏｐｈｏｒａ）病、例えば、ピレノホラ・グラミネア（Ｐｙｒｅ
ｎｏｐｈｏｒａ　ｇｒａｍｉｎｅａ）に起因するもの；　ピリクラリア（Ｐｙｒｉｃｕｌ
ａｒｉａ）病、例えば、ピリクラリア・オリザエ（Ｐｙｒｉｃｕｌａｒｉａ　ｏｒｙｚａ
ｅ）に起因するもの；　ピシウム（Ｐｙｔｈｉｕｍ）病、例えば、ピシウム・ウルチムム
（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｕｌｔｉｍｕｍ）に起因するもの；　リゾクトニア（Ｒｈｉｚｏｃｔ
ｏｎｉａ）病、例えば、リゾクトニア・ソラニ（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ
）
に起因するもの；　リゾプス（Ｒｈｉｚｏｐｕｓ）病、例えば、リゾプス・オリザエ（Ｒ
ｈｉｚｏｐｕｓ　ｏｒｙｚａｅ）に起因するもの；　スクレロチウム（Ｓｃｌｅｒｏｔｉ
ｕｍ）病、例えば、スクレロチウム・ロルフシイ（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｕｍ　ｒｏｌｆｓｉ
ｉ）に起因するもの；　セプトリア（Ｓｅｐｔｏｒｉａ）病、例えば、セプトリア・ノド
ルム（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｎｏｄｏｒｕｍ）に起因するもの；　チフラ（Ｔｙｐｈｕｌａ
）病、例えば、チフラ・インカルナタ（Ｔｙｐｈｕｌａ　ｉｎｃａｒｎａｔａ）に起因す
るもの；　ベルチシリウム（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｌｉｕｍ）病、例えば、ベルチシリウム・
ダーリアエ（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｄａｈｌｉａｅ）に起因するもの；　・　腐乱
性病害、開花病及び枯れ込み性病害（Ｃａｎｋｅｒ，　Ｂｒｏｏｍ　ａｎｄ　Ｄｉｅｂａ
ｃｋ　Ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、ネクトリア（Ｎｅｃｔｒｉａ）病、例えば、ネクトリ
ア・ガリゲナ（Ｎｅｃｔｒｉａ　ｇａｌｌｉｇｅｎａ）に起因するもの；　・　枯損性病
害（Ｂｌｉｇｈｔ　Ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、モニリニア（Ｍｏｎｉｌｉｎｉａ）病、
例えば、モニリニア・ラキサ（Ｍｏｎｉｌｉｎｉａ　ｌａｘａ）に起因するもの；　・　
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葉水泡性病害又は縮葉病（Ｌｅａｆ　Ｂｌｉｓｔｅｒ　ｏｒ　Ｌｅａｆ　Ｃｕｒｌ　Ｄｉ
ｓｅａｓｅ）（花及び果実の奇形を包含する）、例えば、エキソバシジウム（Ｅｘｏｂａ
ｓｉｄｉｕｍ）病、例えば、エキソバシジウム・ベキサンス（Ｅｘｏｂａｓｉｄｉｕｍ　
ｖｅｘａｎｓ）に起因するもの；　タフリナ（Ｔａｐｈｒｉｎａ）病、例えば、タフリナ
・デホルマンス（Ｔａｐｈｒｉｎａ　ｄｅｆｏｒｍａｎｓ）に起因するもの；　・　木本
植物の衰退性病害（Ｄｅｃｌｉｎｅ　Ｄｉｓｅａｓｅ　ｏｆ　Ｗｏｏｄｅｎ　Ｐｌａｎｔ
ｓ）、例えば、エスカ（Ｅｓｃａ）病、例えば、ファエオモニエラ・クラミドスポラ（Ｐ
ｈａｅｏｍｏｎｉｅｌｌａ　ｃｌａｍｙｄｏｓｐｏｒａ）、ファエオアクレモニウム・ア
レオフィルム（Ｐｈａｅｏａｃｒｅｍｏｎｉｕｍ　ａｌｅｏｐｈｉｌｕｍ）及びフォミチ
ポリア・メジテラネア（Ｆｏｍｉｔｉｐｏｒｉａ　ｍｅｄｉｔｅｒｒａｎｅａ）に起因す
るもの；　ガノデルマ（Ｇａｎｏｄｅｒｍａ）病、例えば、ガノデルマ・ボニネンセ（Ｇ
ａｎｏｄｅｒｍａ　ｂｏｎｉｎｅｎｓｅ）に起因するもの；　リギドポルス（Ｒｉｇｉｄ
ｏｐｏｒｕｓ）病、例えば、リギドポルス・リグノスス（Ｒｉｇｉｄｏｐｏｒｕｓ　ｌｉ
ｇｎｏｓｕｓ）に起因するもの；　・　花及び種子の病害、例えば、ボトリチス（Ｂｏｔ
ｒｙｔｉｓ）病、例えば、ボトリチス・シネレア（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ　ｃｉｎｅｒｅａ）
に起因するもの；　・　塊茎の病害、例えば、リゾクトニア（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ）
病、例えば、リゾクトニア・ソラニ（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）に起因す
るもの；　ヘルミントスポリウム（Ｈｅｌｍｉｎｔｈｏｓｐｏｒｉｕｍ）病、例えば、ヘ
ルミントスポリウム・ソラニ（Ｈｅｌｍｉｎｔｈｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｓｏｌａｎｉ）に起
因するもの；　・　根瘤病（Ｃｌｕｂ　ｒｏｏｔ　ｄｉｓｅａｓｅ）、例えば、プラスモ
ジオホラ（Ｐｌａｓｍｏｄｉｏｐｈｏｒａ）病、例えば、プラスモジオホラ・ブラシカエ
（Ｐｌａｍｏｄｉｏｐｈｏｒａ　ｂｒａｓｓｉｃａｅ）に起因するもの；　・　例えば以
下のものなどの細菌性微生物に起因する病害：　キサントモナス属各種（Ｘａｎｔｈｏｍ
ｏｎａｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、キサントモナス・カムペストリス　ｐｖ．オリザ
エ（Ｘａｎｔｈｏｍｏｎａｓ　ｃａｍｐｅｓｔｒｉｓ　ｐｖ．　ｏｒｙｚａｅ）；　シュ
ードモナス属各種（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、シュードモナ
ス・シリンガエ　ｐｖ．ラクリマンス（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ　ｓｙｒｉｎｇａｅ　ｐ
ｖ．　ｌａｃｈｒｙｍａｎｓ）；　エルウィニア属各種（Ｅｒｗｉｎｉａ　ｓｐｅｃｉｅ
ｓ）、例えば、エルウィニア・アミロボラ（Ｅｒｗｉｎｉａ　ａｍｙｌｏｖｏｒａ）。　
【０１０５】
好ましいのは、ダイズの以下の病害の防除である：　・　例えば以下のものに起因する、
葉、茎、鞘及び種子の菌類病：アルテルナリア斑点病（ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｌｅａｆ
　ｓｐｏｔ）（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｓｐｅｃ．　ａｔｒａｎｓ　ｔｅｎｕｉｓｓｉｍ
ａ）、炭疽病（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｏｉｄｅｓ　ｄｅｍ
ａｔｉｕｍ　ｖａｒ．　ｔｒｕｎｃａｔｕｍ）、褐紋病（ｂｒｏｗｎ　ｓｐｏｔ）（Ｓｅ
ｐｔｏｒｉａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ）、紫斑病（ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏ
ｔ　ａｎｄ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｃｅｒｃｏｓｐｏｒａ　ｋｉｋｕｃｈｉｉ）、コアネホラ
葉枯病（ｃｈｏａｎｅｐｈｏｒａ　ｌｅａｆ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｃｈｏａｎｅｐｈｏｒａ
　ｉｎｆｕｎｄｉｂｕｌｉｆｅｒａ　ｔｒｉｓｐｏｒａ（Ｓｙｎ．））、ダクツリオホラ
斑点病（ｄａｃｔｕｌｉｏｐｈｏｒａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ｄａｃｔｕｌｉｏｐｈｏ
ｒａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ）、べと病（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｍａｎｓｈｕｒｉｃａ）
、ドレクスレラ胴枯病（ｄｒｅｃｈｓｌｅｒａ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｄｒｅｃｈｓｌｅｒａ
　ｇｌｙｃｉｎｉ）、斑点病（ｆｒｏｇｅｙｅ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ｃｅｒｃｏｓｐ
ｏｒａ　ｓｏｊｉｎａ）、そばかす病（ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｕｌｉｎａ　ｌｅａｆ　
ｓｐｏｔ）（Ｌｅｐｔｏｓｐｈａｅｒｕｌｉｎａ　ｔｒｉｆｏｌｉｉ）、灰星病（ｐｈｙ
ｌｌｏｓｔｉｃａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ｐｈｙｌｌｏｓｔｉｃｔａ　ｓｏｊａｅｃｏ
ｌａ）、黒点病（ｐｏｄ　ａｎｄ　ｓｔｅｍ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｐｈｏｍｏｐｓｉｓ　ｓ
ｏｊａｅ）、うどんこ病（Ｍｉｃｒｏｓｐｈａｅｒａ　ｄｉｆｆｕｓａ）、ピレノカエタ
斑点病（ｐｙｒｅｎｏｃｈａｅｔａ　ｌｅａｆ　ｓｐｏｔ）（Ｐｙｒｅｎｏｃｈａｅｔａ
　ｇｌｙｃｉｎｅｓ）、葉腐病（ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ａｅｒｉａｌ，　ｆｏｌｉａ
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ｇｅ，　ａｎｄ　ｗｅｂ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）、
さび病（Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　ｐａｃｈｙｒｈｉｚｉ，　Ｐｈａｋｏｐｓｏｒａ　ｍｅ
ｉｂｏｍｉａｅ）、黒とう病（Ｓｐｈａｃｅｌｏｍａ　ｇｌｙｃｉｎｅｓ）、ステムフィ
リウム葉枯病（ｓｔｅｍｐｈｙｌｉｕｍ　ｌｅａｆ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｓｔｅｍｐｈｙｌ
ｉｕｍ　ｂｏｔｒｙｏｓｕｍ）、褐色輪紋病（Ｃｏｒｙｎｅｓｐｏｒａ　ｃａｓｓｉｉｃ
ｏｌａ）；　・　例えば以下のものに起因する、根及び茎基部の菌類病：黒根腐病（Ｃａ
ｌｏｎｅｃｔｒｉａ　ｃｒｏｔａｌａｒｉａｅ）、炭腐病（Ｍａｃｒｏｐｈｏｍｉｎａ　
ｐｈａｓｅｏｌｉｎａ）、赤かび病（ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｂｌｉｇｈｔ　ｏｒ　ｗｉｌｔ
，　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ，　ａｎｄ　ｐｏｄ　ａｎｄ　ｃｏｌｌａｒ　ｒｏｔ）（Ｆｕｓａ
ｒｉｕｍ　ｏｘｙｓｐｏｒｕｍ、Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｏｒｔｈｏｃｅｒａｓ、Ｆｕｓａｒ
ｉｕｍ　ｓｅｍｉｔｅｃｔｕｍ、Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｅｑｕｉｓｅｔｉ）、ミコレプトジ
スクス根腐病（ｍｙｃｏｌｅｐｔｏｄｉｓｃｕｓ　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ）（Ｍｙｃｏｌｅｐ
ｔｏｄｉｓｃｕｓ　ｔｅｒｒｅｓｔｒｉｓ）、根腐病（ｎｅｏｃｏｓｍｏｓｐｏｒａ）（
Ｎｅｏｃｏｓｍｏｐｓｐｏｒａ　ｖａｓｉｎｆｅｃｔａ）、黒点病（Ｄｉａｐｏｒｔｈｅ
　ｐｈａｓｅｏｌｏｒｕｍ）、茎腐爛病（ｓｔｅｍ　ｃａｎｋｅｒ）（Ｄｉａｐｏｒｔｈ
ｅ　ｐｈａｓｅｏｌｏｒｕｍ　ｖａｒ．　ｃａｕｌｉｖｏｒａ）、茎疫病（ｐｈｙｔｏｐ
ｈｔｈｏｒａ　ｒｏｔ）（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｍｅｇａｓｐｅｒｍａ）、落葉病
（ｂｒｏｗｎ　ｓｔｅｍ　ｒｏｔ）（Ｐｈｉａｌｏｐｈｏｒａ　ｇｒｅｇａｔａ）、根茎
腐敗病（ｐｙｔｈｉｕｍ　ｒｏｔ）（Ｐｙｔｈｉｕｍ　ａｐｈａｎｉｄｅｒｍａｔｕｍ、
Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｉｒｒｅｇｕｌａｒｅ、Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｄｅｂａｒｙａｎｕｍ、Ｐｙ
ｔｈｉｕｍ　ｍｙｒｉｏｔｙｌｕｍ、Ｐｙｔｈｉｕｍ　ｕｌｔｉｍｕｍ）、リゾクトニア
根腐病（ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ，　ｓｔｅｍ　ｄｅｃａｙ，　ａｎ
ｄ　ｄａｍｐｉｎｇ－ｏｆｆ）（Ｒｈｉｚｏｃｔｏｎｉａ　ｓｏｌａｎｉ）、菌核病（ｓ
ｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｔｅｍ　ｄｅｃａｙ）（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｃｌｅｒ
ｏｔｉｏｒｕｍ）、スクレロチニアサウザンブライト病（ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｓｏ
ｕｔｈｅｒｎ　ｂｌｉｇｈｔ）（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉａ　ｒｏｌｆｓｉｉ）、チエラビ
オプシス根腐病（ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ　ｒｏｏｔ　ｒｏｔ）（Ｔｈｉｅｌａｖｉ
ｏｐｓｉｓ　ｂａｓｉｃｏｌａ）。　
【０１０６】
さらに好ましくは、以下の病原体を防除する：べと病、例えば、レタスにおける、ブレミ
ア・ラクツカエ（Ｂｒｅｍｉａ　ｌａｃｔｕｃａｅ）；ダイズ、タバコ、タマネギ及び他
の宿主における、ペロノスポラ属種（Ｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｓｐｐ．）；ホップにお
ける、プセウドペロノスポラ・フムリ（Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｈｕｍｕ
ｌｉ）；トウモロコシ、ソルガム及び他の宿主における、ペロノスクレロスポラ・マイジ
ス（Ｐｅｒｏｎｏｓｃｌｅｒｏｓｐｏｒａ　ｍａｙｄｉｓ）、ペロノスクレロスポラ・フ
ィリッピネンシス（Ｐ．ｐｈｉｌｉｐｐｉｎｅｎｓｉｓ）及びペロノスクレロスポラ・ソ
ルギ（Ｐ．ｓｏｒｇｈｉ）；及び、ウリ科植物における、プセウドペロノスポラ・クベン
シス（Ｐｓｅｕｄｏｐｅｒｏｎｏｓｐｏｒａ　ｃｕｂｅｎｓｉｓ）。　
【０１０７】
特に好ましいには、ペロノスクレロスポラ（Ｐｅｒｏｎｏｓｃｌｅｒｏｓｐｏｒａ）の３
種類の異なった種である：トウモロコシにおける、ペロノスクレロスポラ・マイジス（Ｐ
．ｍａｙｄｉｓ）、ペロノスクレロスポラ・フィリッピネンシス（Ｐ．ｐｈｉｌｉｐｐｉ
ｎｅｎｓｉｓ）、及び、ペロノスクレロスポラ・ソルギ（Ｐ．ｓｏｒｇｈｉ）。　
【０１０８】
上記微生物の抵抗性株を防除することも可能である。　
【０１０９】
工業材料を劣化又は変化させることができる微生物として挙げることができるものは、例
えば、細菌類、菌類、酵母類、藻類及び粘菌類（ｓｌｉｍｅ　ｏｒｇａｎｉｓｍｓ）など
である。本発明の活性化合物は、好ましくは、菌類、特に、カビ類、材木を変色させる菌
類及び材木を破壊する菌類（担子菌類（Ｂａｓｉｄｉｏｍｙｃｅｔｅｓ））、並びに、粘
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菌類（ｓｌｉｍｅ　ｏｒｇａｎｉｓｍｓ）及び藻類に対して作用する。以下の属の微生物
を例として挙げることができる：　アルテルナリア（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ）、例えば、
アルテルナリア・テヌイス（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｔｅｎｕｉｓ）；　アスペルギルス
（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ）、例えば、アスペルギルス・ニゲル（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕ
ｓ　ｎｉｇｅｒ）；　カエトミウム（Ｃｈａｅｔｏｍｉｕｍ）、例えば、カエトミウム・
グロボスム（Ｃｈａｅｔｏｍｉｕｍ　ｇｌｏｂｏｓｕｍ）；　コニオホラ（Ｃｏｎｉｏｐ
ｈｏｒａ）、例えば、コニオホラ・プエタナ（Ｃｏｎｉｏｐｈｏｒａ　ｐｕｅｔａｎａ）
；　レンチヌス（Ｌｅｎｔｉｎｕｓ）、例えば、レンチヌス・チグリヌス（Ｌｅｎｔｉｎ
ｕｓ　ｔｉｇｒｉｎｕｓ）；　ペニシリウム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ）、例えば、ペニ
シリウム・グラウクム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｇｌａｕｃｕｍ）；　ポリポルス（Ｐ
ｏｌｙｐｏｒｕｓ）、例えば、ポリポルス・ベルシコロル（Ｐｏｌｙｐｏｒｕｓ　ｖｅｒ
ｓｉｃｏｌｏｒ）；　アウレオバシジウム（Ａｕｒｅｏｂａｓｉｄｉｕｍ）、例えば、ア
ウレオバシジウム・プルランス（Ａｕｒｅｏｂａｓｉｄｉｕｍ　ｐｕｌｌｕｌａｎｓ）；
　スクレロホマ（Ｓｃｌｅｒｏｐｈｏｍａ）、例えば、スクレロホマ・ピチオフィラ（Ｓ
ｃｌｅｒｏｐｈｏｍａ　ｐｉｔｙｏｐｈｉｌａ）；　トリコデルマ（Ｔｒｉｃｈｏｄｅｒ
ｍａ）、例えば、トリコデルマ・ビリデ（Ｔｒｉｃｈｏｄｅｒｍａ　ｖｉｒｉｄｅ）；　
エシェリキア（Ｅｓｃｈｅｒｉｃｈｉａ）、例えば、エシェリキア・コリ（Ｅｓｃｈｅｒ
ｉｃｈｉａ　ｃｏｌｉ）；　シュードモナス（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ）、例えば、シュ
ードモナス・アエルギノサ（Ｐｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ　ａｅｒｕｇｉｎｏｓａ）；及び、
スタフィロコッカス（Ｓｔａｐｈｙｌｏｃｏｃｃｕｓ）、例えば、スタフィロコッカス・
アウレウス（Ｓｔａｐｈ
ｙｌｏｃｏｃｃｕｓ　ａｕｒｅｕｓ）。　
【０１１０】
さらに、本発明によ活性化合物組合せは、極めて優れた抗真菌活性も示す。それらは、極
めて広い抗真菌活性スペクトルを有しており、特に、皮膚糸状菌、並びに、酵母菌、カビ
及び二相性真菌類に対して〔例えば、カンジダ属各種（Ｃａｎｄｉｄａ　ｓｐｅｃｉｅｓ
）、例えば、カンジダ・アルビカンス（Ｃａｎｄｉｄａ　ａｌｂｉｃａｎｓ）、カンジダ
・グラブラタ（Ｃａｎｄｉｄａ　ｇｌａｂｒａｔａ）に対して〕、並びに、エピデルモフ
ィトン・フロコスム（Ｅｐｉｄｅｒｍｏｐｈｙｔｏｎ　ｆｌｏｃｃｏｓｕｍ）、アスペル
ギルス属各種（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、アスペルギルス・
ニゲル（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｎｉｇｅｒ）及びアスペルギルス・フミガツス（Ａｓ
ｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｆｕｍｉｇａｔｕｓ）、トリコフィトン属各種（Ｔｒｉｃｈｏｐｈ
ｙｔｏｎ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、トリコフィトン・メンタグロフィテス（Ｔｒｉｃ
ｈｏｐｈｙｔｏｎ　ｍｅｎｔａｇｒｏｐｈｙｔｅｓ）、ミクロスポロン属各種（Ｍｉｃｒ
ｏｓｐｏｒｏｎ　ｓｐｅｃｉｅｓ）、例えば、ミクロスポロン・カニス（Ｍｉｃｒｏｓｐ
ｏｒｏｎ　ｃａｎｉｓ）及びミクロスポロン・アウドウイニイ（Ｍｉｃｒｏｓｐｏｒｏｎ
　ａｕｄｏｕｉｎｉｉ）などに対して、極めて広い抗真菌活性スペクトルを有している。
これら菌類のリストは、包含され得る真菌スペクトルを決して限定するものではなく、単
に例示のためのものである。　
【０１１１】
本発明による化合物を施用する場合、その施用量は、広い範囲内で変えることができる。
本発明による処理方法において通常施用される活性化合物の薬量／施用量は、一般に、及
び、有利には、以下のとおりである：　・　植物の部分、例えば、葉を処理する場合（茎
葉処理）：　０．１～１０，０００ｇ／ｈａ、好ましくは、５０～１，０００ｇ／ｈａ、
さらに好ましくは、１００～７５０ｇ／ｈａ；　潅注施用又は滴下施用の場合、特に、ロ
ックウール又はパーライトなどの不活性底土を用いる場合は、上記薬量はさらに低減させ
ることができる；　・　種子処理の場合：　種子１００ｋｇ当たり２～２５０ｇ、好まし
くは、種子１００ｋｇ当たり３～２００ｇ、さらに好ましくは、種子１００ｋｇ当たり２
．５～５０ｇ、一層さらに好ましくは、種子１００ｋｇ当たり２．５～２５ｇ；　・　土
壌処理の場合：　０．１～１０，０００ｇ／ｈａ、好ましくは、１～５，０００ｇ／ｈａ
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。　
【０１１２】
本発明による活性化合物組合せは、エタボキサムの薬量１００～２５０ｇ／ｈａ及びフェ
ンアミドンの薬量１２５～３００ｇ／ｈａで、茎葉使用するのが好ましい。　
【０１１３】
本明細書中に示されている薬量は、本発明による方法を例証する例として挙げられている
。当業者は、特に処理対象の植物又は作物の種類に照らして、当該施用薬量を適合させる
方法を知るであろう。　
【０１１４】
本発明による組合せは、処理後ある一定の期間、害虫（ｐｅｓｔ）及び／又は植物病原性
菌類及び／又は微生物類に対して植物を保護するために用いることができる。保護がもた
らされる期間は、植物が該組合せで処理されてから、一般に、１～２８日間、好ましくは
、１～１４日間、さらに好ましくは、１～１０日間、一層さらに好ましくは、１～７日間
にわたり、又は、植物の繁殖器官が処理されてから、最大で２００日間にわたる。　
【０１１５】
本発明による組成物の成長している植物又は植物の部分への施用を用いて、収穫後の植物
又は植物の部分も保護することが可能である。　
【０１１６】
本発明によれば、収穫後病害及び貯蔵病害は、例えば、以下の菌類に起因し得る：コレト
トリクム属各種（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｓｐｐ．）、例えば、コレトトリクム
・ムサエ（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｍｕｓａｅ）、コレトトリクム・グロエオス
ポリオイデス（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｉｏｉｄｅｓ）、コ
レトトリクム・コッコデス（Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｃｏｃｃｏｄｅｓ）；フザ
リウム属各種（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｓｐｐ．）、例えば、フザリウム・セミテクツム（Ｆ
ｕｓａｒｉｕｍ　ｓｅｍｉｔｅｃｔｕｍ）、フザリウム・モニリフォルメ（Ｆｕｓａｒｉ
ｕｍ　ｍｏｎｉｌｉｆｏｒｍｅ）、フザリウム・ソラニ（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｓｏｌａｎ
ｉ）、フザリウム・オキシスポルム（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｏｘｙｓｐｏｒｕｍ）；ベルチ
シリウム属各種（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｓｐｐ．）、例えば、ベルチシリウム・テ
オブロマエ（Ｖｅｒｔｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｔｈｅｏｂｒｏｍａｅ）；ニグロスポラ属各種
（Ｎｉｇｒｏｓｐｏｒａ　ｓｐｐ．）；ボトリチス属各種（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ　ｓｐｐ．
）、例えば、ボトリチス・シネレア（Ｂｏｔｒｙｔｉｓ　ｃｉｎｅｒｅａ）；ゲオトリク
ム属各種（Ｇｅｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｓｐｐ．）、例えば、ゲオトリクム・カンジズム（Ｇ
ｅｏｔｒｉｃｈｕｍ　ｃａｎｄｉｄｕｍ）；ホモプシス属各種（Ｐｈｏｍｏｐｓｉｓ　ｓ
ｐｐ．）、ホモプシス・ナタレンシス（Ｐｈｏｍｏｐｓｉｓ　ｎａｔａｌｅｎｓｉｓ）；
ジプロジア属各種（Ｄｉｐｌｏｄｉａ　ｓｐｐ．）、例えば、ジプロジア・シトリ（Ｄｉ
ｐｌｏｄｉａ　ｃｉｔｒｉ）；アルテルナリア属各種（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｓｐｐ．
）、例えば、アルテルナリア・シトリ（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ｃｉｔｒｉ）、アルテル
ナリア・アルテルナタ（Ａｌｔｅｒｎａｒｉａ　ａｌｔｅｒｎａｔａ）；フィトフトラ属
各種（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｓｐｐ．）、例えば、フィトフトラ・シトロフトラ（
Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｃｉｔｒｏｐｈｔｈｏｒａ）、フィトフトラ・フラガリアエ
（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｆｒａｇａｒｉａｅ）、フィトフトラ・カクトルム（Ｐｈ
ｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｃａｃｔｏｒｕｍ）、フィトフトラ・パラシチカ（Ｐｈｙｔｏｐ
ｈｔｈｏｒａ　ｐａｒａｓｉｔｉｃａ）；セプトリア属各種（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｓｐｐ
．）、例えば、セプトリア・デプレッサ（Ｓｅｐｔｏｒｉａ　ｄｅｐｒｅｓｓａ）；ムコ
ル属各種（Ｍｕｃｏｒ　ｓｐｐ．）、例えば、ムコル・ピリホルミス（Ｍｕｃｏｒ　ｐｉ
ｒｉｆｏｒｍｉｓ）；モニリニア属各種（Ｍｏｎｉｌｉｎｉａ　ｓｐｐ．）、例えば、モ
ニリニア・フルクチゲナ（Ｍｏｎｉｌｉｎｉａ　ｆｒｕｃｔｉｇｅｎａ）、モニリニア・
ラキサ（Ｍｏｎｉｌｉｎｉａ　ｌａｘａ）；ベンツリア属各種（Ｖｅｎｔｕｒｉａ　ｓｐ
ｐ．）、例えば、ベンツリア・イナエクアリス（Ｖｅｎｔｕｒｉａ　ｉｎａｅｑｕａｌｉ
ｓ）、ベンツリア・ピリナ（Ｖｅｎｔｕｒｉａ　ｐｙｒｉｎａ）；リゾプス属各種（Ｒｈ
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ｉｚｏｐｕｓ　ｓｐｐ．）、例えば、リゾプス・ストロニフェル（Ｒｈｉｚｏｐｕｓ　ｓ
ｔｏｌｏｎｉｆｅｒ）、リゾプス・オリザエ（Ｒｈｉｚｏｐｕｓ　ｏｒｙｚａｅ）；グロ
メレラ属各種（Ｇｌｏｍｅｒｅｌｌａ　ｓｐｐ．）、例えば、グロメレラ・シングラタ（
Ｇｌｏｍｅｒｅｌｌａ　ｃｉｎｇｕｌａｔａ）；スクレロチニア属各種（Ｓｃｌｅｒｏｔ
ｉｎｉａ　ｓｐｐ．）、例えば、スクレロチニア・フルイチコラ（Ｓｃｌｅｒｏｔｉｎｉ
ａ　ｆｒｕｉｔｉｃｏｌａ）；セラトシスチス属各種（Ｃｅｒａｔｏｃｙｓｔｉｓ　ｓｐ
ｐ．）、例えば、セラトシスチス・パラドキサ（Ｃｅｒａｔｏｃｙｓｔｉｓ　ｐａｒａｄ
ｏｘａ）；ペニシリウム属各種（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｓｐｐ．）、例えば、ペニシ
リウム・フニクロスム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｆｕｎｉｃｕｌｏｓｕｍ）、ペニシリ
ウム・エキスパンスム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｅｘｐａｎｓｕｍ）、ペニシリウム・
ジギタツム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｄｉｇｉｔａｔｕｍ）、ペニシリウム・イタリク
ム（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｉｔａｌｉｃｕｍ）；グロエオスポリウム属各種（Ｇｌｏ
ｅｏｓｐｏｒｉｕｍ　ｓｐｐ．）、例えば、グロエオスポリウム・アルブム（Ｇｌｏｅｏ
ｓｐｏｒｉｕｍ　ａｌｂｕｍ）、グロエオスポリウム・ペレナンス（Ｇｌｏｅｏｓｐｏｒ
ｉｕｍ　ｐｅｒｅｎｎａｎｓ）、グロエオスポリウム・フルクチゲヌム（Ｇｌｏｅｏｓｐ
ｏｒｉｕｍ　ｆｒｕｃｔｉｇｅｎｕｍ）、グロエオスポリウム・シングラタ（Ｇｌｏｅｏ
ｓｐｏｒｉｕｍ　ｓｉｎｇｕｌａｔａ）；フリクタエナ属各種（Ｐｈｌｙｃｔａｅｎａ　
ｓｐｐ．）、例えば、フリクタエナ・バガブンダ（Ｐｈｌｙｃｔａｅｎａ　ｖａｇａｂｕ
ｎｄａ）；シリンドロカルポン属各種（Ｃｙｌｉｎｄｒｏｃａｒｐｏｎ　ｓｐｐ．）、例
えば、シリンドロカルポン・マリ（Ｃｙｌｉｎｄｒｏｃａｒｐｏｎ　ｍａｌｉ）；ステム
フィリウム属各種（Ｓｔｅｍｐｈｙｌｌｉｕｍ　ｓｐｐ．）、例えば、ステムフィリウム
・ベシカリウム（Ｓｔｅｍｐｈｙｌｌｉｕｍ　ｖｅｓｉｃａｒｉｕｍ）；ファシジオピク
ニス属各種（Ｐｈａｃｙｄｉｏｐｙｃｎｉｓ　ｓｐｐ．）、例えば、ファシジオピクニス
・マリルム（Ｐｈａｃｙｄｉｏｐｙｃｎｉｓ　ｍａｌｉｒｕｍ）；チエラビオプシス属各
種（Ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ　ｓｐｐ．）、例えば、チエラビオプシス・パラドキシ
（Ｔｈｉｅｌａｖｉｏｐｓｉｓ　ｐａｒａｄｏｘｙ）；アスペルギルス属各種（Ａｓｐｅ
ｒｇｉｌｌｕｓ　ｓｐｐ．）、例えば、アスペルギルス・ニゲル（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕ
ｓ　ｎｉｇｅｒ）、アスペルギルス・カルボナリウス（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｃａｒ
ｂｏｎａｒｉｕｓ）；ネクトリア属各種（Ｎｅｃｔｒｉａ　ｓｐｐ．）、例えば、ネクト
リア・ガリゲナ（Ｎｅｃｔｒｉａ　ｇａｌｌｉｇｅｎａ）；ペジクラ属各種（Ｐｅｚｉｃ
ｕｌａ　ｓｐｐ．）。　
【０１１７】
本発明によれば、収穫後貯蔵病害は、例えば、瘡痂病（ｓｃａｌｄ）、焼け（ｓｃｏｒｃ
ｈ）、軟化（ｓｏｆｔｅｎｉｎｇ）、老化損傷（ｓｅｎｅｓｃｅｎｔ　ｂｒｅａｋｄｏｗ
ｎ）、皮目斑点（ｌｅｎｔｉｃｅｌ　ｓｐｏｔｓ）、苦痘病（ｂｉｔｔｅｒ　ｐｉｔ）、
褐変、みつ病（ｗａｔｅｒ　ｃｏｒｅ）、導管損傷（ｖａｓｃｕｌａｒ　ｂｒｅａｋｄｏ
ｗｎ）、ＣＯ２障害、ＣＯ２欠乏及びＯ２欠乏などである。　
【０１１８】
さらに、本発明による組合せ及び組成物を用いて、植物及び収穫された植物材料の中のマ
イコトキシンの含有量を低減させることも可能であり、従って、植物及び収穫された植物
材料から作られる食料及び飼料の中のマイコトキシンの含有量を低減させることも可能で
ある。特に、限定するものではないが、以下のマイコトキシンを挙げることができる：デ
オキシニバレノール（ＤＯＮ）、ニバレノール、１５－Ａｃ－ＤＯＮ、３－Ａｃ－ＤＯＮ
、Ｔ２－トキシン、ＨＴ２－トキシン、フモニシン類、ゼアラレノン、モニリホルミン、
フザリン、ジアセトキシシルペノール（ＤＡＳ）、ベアウベリシン（ｂｅａｕｖｅｒｉｃ
ｉｎｅ）、エンニアチン、フサロプロリフェリン（ｆｕｓａｒｏｐｒｏｌｉｆｅｒｉｎｅ
）、フサレノール（ｆｕｓａｒｅｎｏｌｅ）、オクラトキシン類、パツリン、エルゴット
アルカロイド類及びアフラトキシン類〔これらは、例えば、以下の菌類病に起因する：フ
サリウム属各種（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ｓｐｅｃ．）、例えば、フサリウム・アクミナツム
（Ｆｕｓａｒｉｕｍ　ａｃｕｍｉｎａｔｕｍ）、フサリウム・アベナセウム（Ｆ．　ａｖ
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ｅｎａｃｅｕｍ）、フサリウム・クロオクウェレンセ（Ｆ．　ｃｒｏｏｋｗｅｌｌｅｎｓ
ｅ）、フサリウム・クルモルム（Ｆ．　ｃｕｌｍｏｒｕｍ）、フサリウム・グラミネアル
ム（Ｆ．　ｇｒａｍｉｎｅａｒｕｍ）（ジベレラ・ゼアエ（Ｇｉｂｂｅｒｅｌｌａ　ｚｅ
ａｅ））、フサリウム・エクイセチ（Ｆ．　ｅｑｕｉｓｅｔｉ）、フサリウム・フジコロ
イ（Ｆ．　ｆｕｊｉｋｏｒｏｉ）、フサリウム・ムサルム（Ｆ．　ｍｕｓａｒｕｍ）、フ
サリウム・オキシスポルム（Ｆ．　ｏｘｙｓｐｏｒｕｍ）、フサリウム・プロリフェラツ
ム（Ｆ．　ｐｒｏｌｉｆｅｒａｔｕｍ）、フサリウム・ポアエ（Ｆ．　ｐｏａｅ）、フサ
リウム・プセウドグラミネアルム（Ｆ．　ｐｓｅｕｄｏｇｒａｍｉｎｅａｒｕｍ）、フサ
リウム・サムブシヌム（Ｆ．　ｓａｍｂｕｃｉｎｕｍ）、フサリウム・シルピ（Ｆ．　ｓ
ｃｉｒｐｉ）、フサリウム・セミテクツム（Ｆ．　ｓｅｍｉｔｅｃｔｕｍ）、フサリウム
・ソラニ（Ｆ．　ｓｏｌａｎｉ）、フサリウム
・スポロトリコイデス（Ｆ．　ｓｐｏｒｏｔｒｉｃｈｏｉｄｅｓ）、フサリウム・ラング
セチアエ（Ｆ．　ｌａｎｇｓｅｔｈｉａｅ）、フサリウム・スブグルチナンス（Ｆ．　ｓ
ｕｂｇｌｕｔｉｎａｎｓ）、フサリウム・トリシンクツム（Ｆ．　ｔｒｉｃｉｎｃｔｕｍ
）、フサリウム・ベルチシリオイデス（Ｆ．　ｖｅｒｔｉｃｉｌｌｉｏｉｄｅｓ）など；
及び、さらに、以下のものにも起因する：アスペルギルス属各種（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕ
ｓ　ｓｐｅｃ．）、ペニシリウム属各種（Ｐｅｎｉｃｉｌｌｉｕｍ　ｓｐｅｃ．）、クラ
ビセプス・プルプレア（Ｃｌａｖｉｃｅｐｓ　ｐｕｒｐｕｒｅａ）、スタキボトリス属各
種（Ｓｔａｃｈｙｂｏｔｒｙｓ　ｓｐｅｃ．）など〕。　
【０１１９】
本発明による活性化合物組合せの優れた殺菌活性は、下記実施例から明らかである。個々
の活性化合物は殺菌活性に関して不充分であるが、当該組合せは、活性の単なる和を超え
た活性を示す。　
【０１２０】
活性化合物組合せの殺菌活性が、個別的に施用されたときの活性化合物の活性の総和を超
えている場合、殺菌剤の相乗効果が常に存在している。　
【０１２１】
２種類の活性化合物の所与の組合せに対して期待される活性は、以下のように計算するこ
とができる（ｃｆ．　Ｃｏｌｂｙ，　Ｓ．Ｒ．，　“Ｃａｌｃｕｌａｔｉｎｇ　Ｓｙｎｅ
ｒｇｉｓｔｉｃ　ａｎｄ　Ａｎｔａｇｏｎｉｓｔｉｃ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅｓ　ｏｆ　Ｈｅ
ｒｂｉｃｉｄｅ　Ｃｏｍｂｉｎａｔｉｏｎｓ”，　Ｗｅｅｄｓ　１９６７，　１５，　２
０－２２）：　Ｘは、活性化合物Ａがｍ（ｐｐｍ）（又は、ｇ／ｈａ）の施用量で施用さ
れたときの効力であり；　Ｙは、活性化合物Ｂがｎ（ｐｐｍ）（又は、ｇ／ｈａ）の施用
量で施用されたときの効力であり；　Ｅは、活性化合物Ａ及び活性化合物Ｂが、それぞれ
、ｍ及びｎ（ｐｐｍ）（又は、ｇ／ｈａ）の施用量で施用されたときの効力である；とし
た場合、　　
【数１】

【０１２２】
である。　
【０１２３】
「％」で表される効力の程度が示される。０％は、対照の効力に相当する効力を意味し、
１００％の効力は、病害が観察されないことを意味する。　
【０１２４】
実際の殺菌活性が算出された値を超えている場合、該組合せの活性は、相加的なものを超
えている。即ち、相乗効果が存在している。この場合、実際に観察された効力は、期待さ
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れる効力（Ｅ）について上記式から計算された値よりも大きくなければならない。　
【０１２５】
相乗効果を立証するさらなる方法は、Ｔａｍｍｅｓの方法である（ｃｆ．　“Ｉｓｏｂｏ
ｌｅｓ，　ａ　ｇｒａｐｈｉｃ　ｒｅｐｒｅｓｅｎｔａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｓｙｎｅｒｇｉ
ｓｍ　ｉｎ　ｐｅｓｔｉｃｉｄｅｓ”　ｉｎ　Ｎｅｔｈ．　Ｊ．　Ｐｌａｎｔ　Ｐａｔｈ
．，　１９６４，　７０，　７３－８０）。　
【０１２６】
下記実施例によって、本発明について例証する。しかしながら、本発明は、それら実施例
に限定されるものではない。
【実施例】
【０１２７】
本実施例は、フェンアミドンとエタボキサムの間の相乗効果について実証する。ジャガイ
モの疫病に対して、予防２４時間試験を実施した。　
【０１２８】
実施例１　１．　材料及び方法　１．１　製品：　表１：　化合物の仕様　　
【表２】

【０１２９】
１．２　方法：　ジャガイモ植物（Ｓｏｌａｎｕｍ　ｔｕｂｅｒｏｓｕｍ　ｓｐｐ．　ｔ
ｕｂｅｒｏｓｕｍ　ｃｖ　Ｂｉｎｔｊｅ　感受性品種）を人工気象室及び温室の中で、１
６時間明期－８時間暗期の状況下で、夜間１６℃及び昼間１８℃で成育させた。５～６週
間経過した後、完全に展開した第４葉～第６葉を葉ディスク試験に使用した。　
【０１３０】
コルクボーラーを用いて、直径１６ｍｍの葉のディスクを若葉から切り取り、ペトリ皿の
中の２ｍｇ／Ｌのキネチンで修正された素寒天の上に置いた。　
【０１３１】
３枚のペトリ皿の中の１濃度当たり３０のディスクを使用して、単独の製品又は組み合わ
された製品を、２４時間予防的散布（水体積　２５０Ｌ／ｈａ）としてディスクに施用し
た。　
【０１３２】
エタボキサム活性成分と当該混合物をｍｏｃｋ〔これは、１２．５ｍＬ　ＤＭＳＯ＋２５
ｍＬ　アセトン＋５ｍＬ　Ｔｗｅｅｎ　８０（１０％）を水に加えたもの（最終体積　２
５０ｍＬ）に相当する〕の中で調製した場合には、フェンアミドンＳＣ製剤は、水で希釈
した。　
【０１３３】
各活性成分単独のそれぞれの登録されている薬量（１００ｇ　ａ．ｉ．／ｈａ、及び、１
５０ｇ　ａ．ｉ．／ｈａ）に基づいて、１　フェンアミドン（Ａ）／１．５　エタボキサ
ム（Ｂ）の比について試験した。　
【０１３４】
フェンアミドンの試験した薬量範囲は、以下のとおりであった：５０ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ
、１６ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ、８ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ、４ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ、２ｍｇ　ａ
．ｉ．／Ｌ、１ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ、及び、０．５ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ。　
【０１３５】
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エタボキサムの試験した薬量範囲は、以下のとおりであった：７５ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ、
２４ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ、１２ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ、６ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ、３ｍｇ　ａ
．ｉ．／Ｌ、１．５ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ、及び、０．７５ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ。　
【０１３６】
当該二成分混合物「フェンアミドン＋エタボキサム」について、試験した薬量範囲は、そ
れぞれ、以下のとおりであった：５０＋７５ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ、１６＋２４ｍｇ　ａ．
ｉ．／Ｌ、８＋１２ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ、４＋６ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ、２＋３ｍｇ　ａ．
ｉ．／Ｌ、１＋２ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ、及び、０．５＋０．７５ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ。　
【０１３７】
ＵＴＣ条件は、水のみで処理したか、又は、いずれの活性成分も含んでいないｍｏｃｋで
処理した。処理後、ペトリ皿を人工気象室の中に、２０℃で２４時間置いた。　
【０１３８】
次いで、処理してから２４時間経過した後、１ｍＬ当たり４０，０００胞子を含んでいる
胞子懸濁液の１０μＬ滴をデポジットする（ｄｅｐｏｓｉｎｇ）ことにより、葉の各ディ
スクの葉の表側に接種した。接種されたディスクを、明期１６時間／暗期８時間の状況で
、１６℃でインキュベートした。５日間経過した後、病害について、０（目に見える病徴
無し）～４（ディスクの５０％を超える範囲で胞子形成されている）の評点システムを用
いて評価した。　
【０１３９】
処理の効力は、Ａｂｂｏｔｔの式：　　　　効力＝（無処理－処理／無処理）×１００を
用いて、計算した。　
【０１４０】
信頼区間を有するシグモイド曲線「薬量／応答」モデルに基づいて、単独の又は組み合わ
された各殺菌剤のＥＣ５０値又はＥＣ７０値を求めた（Ｈ．Ｊｕｌｌｉｅｎ，　１９９２
）。　
【０１４１】
結果の解析は、ＴＡＭＭＥＳモデル（Ｉｓｏｂｏｌｅｓ，　ａ　ｇｒａｐｈｉｃ　ｒｅｐ
ｒｅｓｅｎｔａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｓｙｎｅｒｇｉｓｍ　ｉｎ　ｐｅｓｔｉｃｉｄｅｓ，　
Ｎｅｔｈ．Ｊ．　Ｐｌａｎｔ　Ｐａｔｈ．　７０（１９６４）：７３－８０）又はＣＯＬ
ＢＹモデルを用いて、実施した。　
【０１４２】
２．　結果　２．１　ＴＡＭＭＥＳモデル：　試験した比に関するＥＣ７０又はＥＣ５０

（７０％又は５０％の病害防除をもたらす有効薬量）に対応する結果を、１因子当たり３
反復に基づいて計算した。次いで、単独の又は組み合わされた各化合物に関して観察され
たＥＣ７０値又はＥＣ５０値を、ＴＡＭＭＥＳ（Ｉｓｏｂｏｌｅｓ，　ａ　ｇｒａｐｈｉ
ｃ　ｒｅｐｒｅｓｅｎｔａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｓｙｎｅｒｇｉｓｍ　ｉｎ　ｐｅｓｔｉｃｉ
ｄｅｓ，　Ｎｅｔｈ．Ｊ．　Ｐｌａｎｔ　Ｐａｔｈ．　７０（１９６４）：７３－８０）
によって記載された図式表示に挿入した。　
【０１４３】
Ｘ軸及びＹ軸において、成分ＥＣのそれぞれを表した。点を連結する線は、アイソボール
（ｉｓｏｂｏｌｅ）と称される。アイソボールを用いて、当該成分の種々の比率について
の効果を評価することができる。１つの比「Ａ／Ｂ」に対応する混合物に関して観察され
た値を相加効果のアイソボールによって計算された理論値と比較する。その場合、全効果
は、当該成分の別々に得られた効果の合計に等しい。　
【０１４４】
混合物中の２種類の化合物の相乗効果又は協力作用は、当該全効果が当該製品の別々に得
られた効果の合計よりも大きいか又は長期にわたるということを意味している（図１を参
照されたい）。　
【０１４５】
図１：　　
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【０１４６】
試験した比率に関して観察された効力によって計算したＥＣを、予防２４時間の状況で得
られた表２に示してある。対応する図２及び図３は、Ｔａｍｍｅｓ表示において観察され
た相乗効果について示している。　
【０１４７】
図２：　葉ディスク試験〔Ａ及びＢ（ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ）〕での予防２４時間噴霧処理
におけるフェンアミドン（Ａ）及びエタボキサム（Ｂ）（比　１Ａ／１．５Ｂ）に対応し
ているＥＣ５０Ｔａｍｍｅｓの図。　
【０１４８】
図３：　葉ディスク試験〔Ａ及びＢ（ｍｇ　ａ．ｉ．／Ｌ）〕での予防２４時間噴霧処理
におけるフェンアミドン（Ａ）及びエタボキサム（Ｂ）（比　１Ａ／１．５Ｂ）に対応し
ているＥＣ７０Ｔａｍｍｅｓの図。　
【０１４９】
表２：　予防２４時間条件におけるフェンアミドンとエタボキサムの間の５０％病害防除
及び７０％病害防除に関するＴａｍｍｅｓ法による相乗効果（薬量は、「ｍｇ　ａ．ｉ．
／Ｌ」で示されている）　　
【表３】

【０１５０】
２．２　ＣＯＬＢＹモデル：　表３：　フェンアミドンとエタボキサム（１ＦＭＤ＋１．
５ＥＴＨ）の間の相乗効果　ＦＭＤ＋エタボキサム混合物に関する効力は、試験した薬量
の殆どに関して、２種類の製品の間の独立性に対して期待される理論的な効力よりも勝っ
ていることが観察された。Ｃｏｌｂｙによる解析は、Ｔａｍｍｅｓモデルの結論を支持し
ている。　
【０１５１】
表３：　フェンアミドンとエタボキサム（１ＦＭＤ＋１．５ＥＴＨ）の間の相乗効果　　



(46) JP 6058700 B2 2017.1.11

10

20

30

40

【表４】

【０１５２】
ＦＭＤ＋エタボキサム混合物に関する効力は、試験した薬量の殆どに関して、２種類の製
品の間の独立性に対して期待される理論的な効力よりも勝っていることが観察された。Ｃ
ｏｌｂｙによる解析は、Ｔａｍｍｅｓモデルの結論を支持している。　
【０１５３】
３．　結論　このジャガイモ〔フィトフトラ・インフェスタンス（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏ
ｒａ　ｉｎｆｅｓｔａｎｓ）〕葉ディスク試験において、比「１／１．５」に関する２４
時間予防条件下で、フェンアミドン殺菌剤とエタボキサム殺菌剤の間の相乗効果がＴＡＭ
ＭＥＳモデル又はＣＯＬＢＹモデルのいずれによっても実証された。　
【０１５４】
実施例２　フィトフトラ（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ）試験（トマト）／予防　　　　溶
媒：　　２４．５重量部のアセトン　　　　　　　　　２４．５重量部のジメチルアセト
アミド　　　　乳化剤：　　　　１重量部のアルキルアリールポリグリコールエーテル　
活性化合物の適切な調製物を調製するために、１重量部の活性化合物を上記量の溶媒及び
乳化剤と混合し、得られた濃厚物を水で希釈して、所望の濃度とする。　
【０１５５】
予防活性について試験するために、幼植物に、活性化合物の該調製物を記載されている施
用量で噴霧する。その噴霧による被膜が乾燥した後、該植物に、フィトフトラ・インフェ
スタンス（Ｐｈｙｔｏｐｈｔｈｏｒａ　ｉｎｆｅｓｔａｎｓ）の胞子の水性懸濁液を用い
て接種する。次いで、その植物を、約２０℃で相対大気湿度１００％のインキュベーショ
ン室内に置く。　
【０１５６】
当該試験について、上記接種の３日後に評価する。０％は、処理されていない対照の効力
に相当する効力を意味し、１００％の効力は、病害が観察されないことを意味する。　
【０１５７】
下記表は、本発明による活性化合物組合せについて観察された活性が算出された活性より
も高いこと、即ち、相乗効果が存
在していることを、明瞭に示している。　
【０１５８】
表　　
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【図１】

【図２】

【図３】
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